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 情報通信行政・郵政行政審議会議事規則第４条及び接続に関する議事手続規則第２条

の規定により、平成 31 年３月 29 日付けで公告された接続約款の変更案等に対し提出さ

れた意見に関し、別紙のとおり再意見を提出します。 

 

 

 

 

 

  



別紙様式 

 

該当箇所 御意見 
全般 
 
 
 
 

「ドライカッパ（ケーブル回線）」における「有線 LAN」の構造では、「NTT
東日本及び NTT 西日本」が「1G（第 1 世代）」及び「2G（第 2 世代）」での

回線を独占し、「5G（第 5 世代）」における「無線 LAN」の構造では、「Wi-
Fi（ワイアーレスローカルエリアネットワーキング）」が主流に成る構造と、

私は考えます。具体的には、「電波規格（エレクトリカルウェーブスペック）」

の構造での事例が有ります。（ア）「通信衛星回線（サテライトシステム）」に

おける「DFS（ダイナミックフレカンシーセレクション）」の構造。（イ）「電

話回線（テレコミュニケーション）」における基地局制御サーバーから成る

「SIP サーバー（セッションイニテーションプロトコル）」の構造。（ウ）「イ

ンターネット回線（ブロードバンド）」における ISP サーバーから成る「DNS
サーバー（ドメインネイムシステム）」の構造。（エ）「テレビ回線（ブロード

キャスト）」における「通信衛星回線、電話回線、インターネット回線」の構

造。具体的には、「通信規格（トランスミッションスペック）」の構造での事

例が有ります。（ア）「3G（第 3 世代）」における「GPS（グローバルポジシ

ョニングシステム）」から成る「3GPP（GSM 方式及び W-CDMA 方式）」の

構造。（イ）「4G（第四世代）」における「LTE（ロングタームエボリューショ

ン）」から成る「Wi-Fi（ワイアーレスローカルエリアネットワーキング）」の

構造。（ウ）「5G（第 5 世代）」での「NR（New Radio）」における「VPN（バ

ーチャルプライベートネットワーク）」の構造。要約すると、「トラフィック

（回線混雑）」を招く構造とは、「ドライカッパ（ケーブル回線）」における「1G
（第 1 世代）」及び「2G（第 2 世代）」を「計画的（プランニング）」に廃止

して行く構造が望ましいと、私は考えます。 
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情報通信行政・郵政行政審議会議事規則第４条及び接続に関する議事手続規則第２条の規定

により、平成 31 年３月 29 日付けで公告された接続約款の変更案等に対し提出された意見

に関し、別紙のとおり再意見を提出します。 
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別紙 

 

該当箇所 意見 

ソフトバンク株式会社 意見 

 

光ケーブルに係る未利用資産 

 

加入光ファイバの接続料算定に用いるレー

トベースについて、研究会第二次報告書

（ 2018年 10 月 2日）において 「レート

ベースの算定に用いる正味固定資産価額も

事業全体の真実かつ有効な資産のものに限

定されることが適切」と明記されています。

また、現在 NTT東西殿は、 光ファイバケー

ブルにおける未利用芯線（ NTT東日本殿

41.2% NTT西日本殿 45.4% (※)）について

もレートベースに計上し、報 酬として接続

料に反映し各事業者より回収を行っいる状

況です。 

本件については、研究会における検討を早急

に進める必要がありますが、少なくとも報酬 

の算定において当面利用見込みのない設備

を速やかに特定のうえレートベースから除

外し、今後の利用見込みを踏まえ適切な時期

から改めて組み入れるべきであると考えま

す。 

(※)第 16 回研究会（2018年 11 月 30 日）

の NTT東西殿資料 に基づき算出 。 

○設備構築事業者は、 

・お客様要望への迅速な対応 

 ・障害等不測の事態にも安定したサービス

提供 

ができるよう、短期的な需要だけでなく、将

来需要も想定した上で、適切な規模で設備構

築を行っています。 

 

○設備構築事業者は、その投資に係るすべて

のコスト（設備コスト以外に資金調達コスト

など付随して発生するコストを含む）を回収

してゆく必要がありますが、今回ソフトバン

ク殿から提案された内容は、 

・設備コストは、使用の状況に関わらず全

額対象とするものの 

・報酬（資金調達コスト等）は、算定期間

内に利用見込みのない設備を除外して

算定する 

ものであり、整合性に欠け、合理的な考え方

とは言えません。 

 

○仮に、この提案を採用しますと、設備構築

事業者は、投資コストの一部が回収できなく

なり、投資インセンティブを大きく損なうも

のとなります。これは、投資リスクを一方的

に設備構築事業者に押し付けるものでしか

なく、結果として、「設備を自ら構築するよ

りも借りたほうが得」となり、設備構築事業

者と設備利用事業者との競争関係を大きく

歪めるものとなります。 

 

○したがって、ソフトバンク殿から提案され

た「少なくとも報酬 の算定において当面利

用見込みのない設備を速やかに特定のうえ

レー トベースから除外し、今後の利用見込

みを踏まえ適切な時期から改めて組み入れ

るべきである」との意見は、採用すべきでな

いと考えます。 

 



 

再意見書 

 

2019年 5月 23日 

 

総務省総合通信基盤局料金サービス課御中 

 

 

158-0096 

世田谷区玉川台 1-1-3 
えでぃっとねっと 

EditNet 株式会社 
  のぐち たかし 

代表取締役 野口尚志 

 

 

情報通信行政・郵政行政審議会議事規則第４条及び接続に関する議事手続規則第２条の規定によ

り，平成 31年(2019年)3月 29日付けで公告された接続約款の変更案等に対し提出された意見に関

し，別紙のとおり再意見を提出します． 
  



（別紙） 

※他事業者等の名称については敬称を省略させていただくほか，略称を記載させていただくことがあり

ます． 

該当箇所 意見 

網終端装置の増設基準について、今後も一段の

見直しをしていただけるよう希望するところで

はありますが、品質と掛けられる費用に応じて

料金が変動するメニューを用意するという考え

方は一定の合理性が認められることから、C-X型

が今後も提供されるよう希望いたします。（フリ

ービット） 

IPoE方式とは異なり PPPoEでは各県単位の POI

で接続できることから、その接続においてこう

したメニューの選択肢が存在することは、事業

者にとって有益であり、仮に本メニューのよう

な選択肢がなくなれば、増加し続けるトラヒッ

クへの柔軟な対応が困難になるおそれがあり、

円滑なインターネット接続に支障をきたしかね

ないと考えます。 

便益とコストとのバランスに応じて料金が変動

するとの考え方は合理性があることから、これ

までと同様の接続条件で X型が継続して提供さ

れるよう、適切に接続約款の規定がなされるこ

とを希望します。（NGN IPoE協議会） 

現行メニューのラインナップにおける C-20型等

は ISP事業者にとって喫緊の課題である近年の

トラフィック増大による輻輳問題を解決する選

択肢の一つであり、当該メニューを利用できな

くなることはエンドユーザー品質の低下を引き

起こす懸念があるため現在と同じ条件での継続

を希望します。 

弊社は、トラフィック増大は ISP 事業者にとっ

て重要かつ継続的な課題であり、今後も NTT東

西殿と ISP事業者との間で具体的な対策や抜本

的な方向性を継続的に協議することが必要だと

認識しています。その際には喫緊の課題への対

応との両立を目指すべきであり、現存の効果的

な選択肢を排除することはエンドユーザー保護

の観点からも避けることが望ましいと考えま

す。(朝日ネット) 

C-20型等の NTEの提供を継続してほしいとい

う点については，フリービット，NGN IPoE協議

会，朝日ネット各社の意見に同意します． 

ただし，C-20型，C-50型（以下「C-20型等」

といいます．）は C型と同一の装置であることか

ら，法令および接続約款の規定に基づき，C-20

型等の網改造料は C型と同額であるべきです． 

本改定では、第一種指定電気通信設備である NGN

中の網終端装置メニューに関し、C-20型等(※

２)について補完的な機能と位置づけ、平成 32

（2020）年 6月末日まで、接続申込み及び接続

用設備の設置の申込みの受付を実施するものと

する、としています。 

現状、当社では、トラヒックの混雑状況、増設

基準及び網改造料の水準等も踏まえて、C-20型

等のメニューを有効に活用していることから、

接続申込及び接続用設備の設置申込みの受付停

止後も、C-20型等と同等の品質メニュー・網改

造料負担である代替メニューの提供や、時代の

流れ（一契約当たりのインターネットトラヒッ

 今後も C-20型等と同等の品質メニューである

代替メニューの提供，時代の流れに見合った新

たなメニューの提供が必要であるという点につ

いては，KDDIの意見に賛同します． 

 ただし，NTEの費用負担については，あくまで

も現行の 53欄(東日本)51欄(西日本)ア欄，すな

わち ISPに接続するインタフェース部分のみを

ISP事業者が負担するルールを維持すべきです．

また，C-20型等は C型と同じ装置であるため，

C-20型等の網改造料は C型と同額にすべきで

す． 

 そもそも，C-20型は C型と別々の ISP識別子

を設定できるわけではないため，ユーザをクラ



クの増加）に見合った新たなメニューの提供、

既存メニューの増設基準の緩和等が行われるこ

とを要望いたします。（KDDI） 

ス分けして別料金で高品質のサービスを提供す

る目的で使うこともできません．（この利用方法

は，2017年～2018年の D型 NTEをめぐる議論の

中で，当社が所属する JAIPAや一部の ISPが指

摘したことにより可能になったものです．） 

 このため，C-20型は特別なサービスのための

選択肢として使われていることはなく，本来の

サービス水準として一般的な利用者が求めてい

る水準を維持するために使われているというこ

とができます．C-20型 NTEの利用者は，まさに

標準的な利用者なのですから，そのサービスの

ために C-20型のような，本来の費用負担区分と

異なる NTEが多数必要になっている状況は，一

般消費者の求めるサービスレベルに NTT東西が

十分な台数の NTEの増設に応じていないことを

示しているといえます． 

 NTT東日本が総務省に報告したところによる

と，2018年 3月現在，C-20型等の NTEを使って

いる事業者は 48社のうち 18社，NTEの台数ベー

スでも全体の 3割とのことであり（平成 30年

（2018 年）4月 5日付け総合通信基盤局長あて

回答文書・東相制第 18-00002号），このことは

一般のサービスを提供するために，特殊な NTE

が多数使われていることを意味しており，異常

な状況であることから NTT東西は直ちに，既存

NTEの増設基準の変更(セッションベースからト

ラヒックベース増設基準への変更)や時代の流れ

に見合った新メニューの提供（10Gbpsの NTEな

ど）などを行い，本来の費用負担の区分を変え

ずに利用者が困らない程度の NTEの増設環境に

していくべきです． 

ここに「相当」の文言を入れることで、C-20型

や C-50 型のような、従来からの費用負担のルー

ルから逸脱する網改造料の設定が行われること

になれば本末転倒です。少なくとも、同じ機器

については同じ接続料となる現在の制度は維持

すべきで、ここに利用者数に応じて利用部門と

の配賦割合を変えることが可能になるような規

定を設けるべきではありません。現在の規定の

まま、引き続き公正妥当な配賦をするべきで

す。 NGNの設備は NTT東西が利用者から回収す

る料金でまかない、ISP事業者は NTE のインタフ

ェース部分からユーザ側の区間を負担するとい

うルールを一方的に変更し、強いることは、消

費者に対するサービス区間を一方的に変更する

ことであり、かつ接続事業者に対する NTT東西

の優越的地位の乱用に他ならないため反対しま

す。（JAIPA） 

JAIPAの意見に賛同します．NTT東西が従来か

ら，十分な台数の NTEの増設に応じず，D型 NTE

や C-20型 NTEのような方法で ISP事業者に費用

負担の付け回しを行ってきたことからすれば，

今後も消費者に対するサービス区間を一方的に

変更する懸念があることからそれを明確に解消

されるべきです． 

C-20型およびC-50型を「補完的機能と位置付け」、

当面提供するという点についても、本来、PPPoEの

NTE が従来の増設基準で最低限のサービスを提供

できていないという問題を放置するものです。

PPPoE の NTE は、NTT 東西の負担で円滑なインタ

JAIPAの意見に賛同します． 

C-20 型や C-50 型 NTE は，一部のユーザをクラ

ス分けして高品質なサービスを別料金で提供す

るような使い方ができないため，平均的なユーザ

へのサービスのために NTT東西が用意する NTEの



ーネット利用を可能にする程度に用意していた

だく必要があるため、接続事業者は本来 C-20 型

のような NTEを使う必要性がないはずです。C-20

型を設置している接続事業者が、最低限のサービ

スを提供するためにやむを得ず追加負担を受け

入れている現状からすれば、今回の総務省の行政

指導を受けてなすべきことは、まず C型全般の「増

設基準」を C-20と同一のものに揃え、C型の接続

料で接続事業者との接続に応じることであると

考えます。（JAIPA） 

 

台数が足りず，その回避策として東日本エリアで

やむを得ず利用されているにすぎません． 

NTT 東日本が総務省に報告したところによる

と，2018 年 3 月現在，C-20 型等の NTE を使って

いる事業者は 48 社のうち 18 社，NTE の台数ベー

スでも全体の 3 割とのことであり（平成 30 年

（2018 年）4月 5日付け総合通信基盤局長あて回

答文書・東相制第 18-00002 号），このことは一般

的なサービスを提供するために，特殊な NTEが多

数使われていることを示しています．NTT 東西は

直ちに，自らの設備コストを ISPに押し付けるこ

となく，本来の費用負担の区分を変えずに既存

NTE の増設基準を見直し，消費者へ安定的なサー

ビスの提供をすべきです． 

 

本来 PPPoE の NTE は、NTT 東西の負担で円滑なイ

ンターネット利用を可能にする程度に用意して

いただく必要があるにもかかわらず、現状の「増

設基準」はトラヒックの増加の現状に全く追いつ

いておらず、引き続き引き下げや、トラヒックベ

ースへの移行が必要です。「増設基準」は今後も、

円滑なインターネット利用 が可能な必要な水

準、つまり本来の水準に是正されるべきものです

から、D 型 NTE を他の NTE に変更できる経過措置

を「今回の接続約款変更から 3か月以内」とする

のは不当ないし不十分であり、少なくとも「増設

基準」が最終的に決着して一定期間を経過するま

では、引き続き変更を認めるべきです。(JAIPA) 

JAIPA の意見に賛同します．NTE の増設問題が

およそ解決していないのに，経過措置の対象とな

る D型 NTEの対象を限定し，さらに「3か月以内」

に区切ることに合理的理由はありません． 

今回の接続約款変更案のうち、PPPoE の NTE に関

する部分の変更は、NTT 東日本が C-20 型、C-50型

NTE についての行政指導を受けたことが端緒と思

われますが、今回 NTT 東西は、接続約款を変更す

ることで NTEの増設費用を ISP事業者に転嫁しよ

うとしている状況です。そもそも NTT 東西は、円

滑なインターネット利用が可能な程度の NTEを用

意する必要があるのですから、現状の問題は「増

設基準」がトラヒックの増加に追い付いていない

ことに結局行きつくものです。NTT 東西は総務省

の接続料の算定に関する研究会の席上で「利用者

料金がユーザ単位料金であるのでセッションベ

ース基準が妥当である」と主張していますが、ISP

や Youtube, Google, Yahoo など、ユーザ単位で

課金しながらもトラヒックベースで増設してい

ることから、NTT 東西の主張は業界の常識に照ら

して合理性がありません。よって、NTT東西は「増

設基準」を直ちにトラヒックベースに変更する必

要があり、総務省においては本件の接続約款変更

をただ認可するのではなく、トラヒックおよび法

令の規定に見合った「増設基準」への変更をすべ

きです。また、トラフィック計測は業界標準の 5

分おきにすべきです。(ここでいう 5分計測とは、

5 分間にインタフェースで送信及び受信した総デ

ータ量を時間で割ったもので、これを 1時間に 12

JAIPAの意見に賛同します． 

利用者料金がユーザ単位料金であるのは，NTT

東西に限らずISP事業者も同じです．その中でISP

事業者やコンテンツ事業者は，定額制の料金の中

で，トラヒックに応じてバックボーンの増強など

を行っているのであり，NTT 東西だけがいまだに

セッション数(ユーザ数)での増設の立場を取っ

ています．トラヒックの計測方法を含めて，業界

の常識に見合ったトラヒックベースでの設備増

強を行うべきです． 



 

回行うことを指します。）(JAIPA) 

JAIPA も従来から主張していますが、NGN の利用

が拡大するにつれてインターネット以外(優先転

送や電話サービス等)接続事業者にとっては県間

区間伝送機能の利用が事実上必須になっている

ことから、これも第一種指定電気通信設備に組み

入れるか、第一種指定電気通信設備と同等の規律

を設けることが必要です。(JAIPA) 

 JAIPA の意見に賛同します．IPoE 方式において

県間区間伝送機能は事実上必須の機能であり，そ

の料金が低廉化することで，地域 ISPにとっても

NGN への参入ハードルが低くなり，多様な強みを

持った ISPの参入が促されることになります． 

そもそも、NTT 東日本は法令および接続約款の規

定に反して、C型と全く同一の装置である C-20型

および C-50 型の網改造料を、C型よりも高く設定

して接続事業者から取得していたことが問題に

なったのであって、違法状態を合法にするために

後から接続約款を変更することは、明らかに妥当

性を欠いています。NGN の設備は NTT 東西が利用

者から回収する料金でまかない、ISP事業者は NTE

のインタフェース部分から ISP 側区間 を負担す

るというルールを一方的に変更し、強いること

は、消費者に対するサービス区間を一方的に変更

することであり、かつ接続事業者に対する NTT東

西の優越的地位の濫用に他ならないため反対し

ます。（JAIPA） 

 JAIPA の意見に賛同します．接続制度は法令や

接続約款に基づき，適切な認可のプロセスを踏ん

で実施される必要があるところ，接続約款の規定

に反する接続形態を導入し，それを既成事実にし

て後から接続約款を規定することが可能になっ

てしまうと，接続制度の公正性への影響が計り知

れません． 

 C-20型等の NTEは，現行の接続約款に適合させ

る形で，C 型と同額の接続料により提供すべきで

す． 
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情報通信行政・郵政行政審議会議事規則第４条及び接続に関する議事手続規則第２条の規
定により、平成3１年３月2９日付けで公告された接続約款の変更案等に対し提出された意見に関
し、別紙のとおり再意見を提出します。 
（文中では敬称を省略しております。） 
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【別紙】 
該当箇所 弊社意見 

（１）実績原価方式に基づく平成３１年度の接続料改定等 

  接続料金の上昇傾向が続くと考えられていたメタル接続
専用線について、2年連続の減少となるのみでなく、平成
31年度は大幅な減少となっています。通信路設定伝送機
能については、情報通信行政・郵政行政審議会答申書
（平成 28年 3月 31日）において、中長期的な接続料
原価の推移の予測に資する情報として、例えば設備更改
に係る計画、コスト削減に向けた取組等を開示すことより、
接続事業者の予見性をさらに高めるための方策の検討を
行うべきとされ、これに基づき NTT東西殿に要請が行われ
ました。これを受けて、平成 28年に専用ノード装置等の
更改に係る見通しがNTT東西殿より開示されましたが、費
用への影響の程度が分からない上に、平成 29年以降は
情報開示が実施されておらず、今回の大幅な減少について
予見することはできない状況した。今回のように接続料が激
変すると、接続事業者としてはサービスの継続や予算等の
事業計画を立てることが困難であり、また接続料が上昇す
ることを要因として、ネットワークの切替えをお願いしていたユ
ーザに対しても説明が困難な状況となっています。 
このような状況から、接続事業者の予見性を高めるため

には、設備更改やコスト削減に向けた取組等に関する具体
的な費用への影響額を含め開示いただいたうえで、上記答
申に基づき次年度以降についても引き続き中長期的な接
続料の見通しを開示していただきたいと考えます。 
 
【ソフトバンク株式会社】 

今回申請された平成31年度の通信路設定伝送機
能の接続料は、前年比で NTT東日本▲43.9％、
NTT西日本▲60.8％（高速ディジタル64kb/s、エコ
ノミークラス、タイプ 2、同一MA64kb/s、エコノミークラ
ス、タイプ 2、同一MA内）と、NTT東・西共に大幅な
減少となっております。接続料の急激な変化は予算編
成や事業計画を立てる上で大きな影響を与えることに
なります。 
今回の急激な接続料の減少要因については、「専用

線ノード装置等の設備更改に伴う設備のスリム化による
施設保全費が減少するとともに、旧設備の除却が平成
28年度で概ね完了したことから固定資産除却費が減
少、また、平成 28年度に実施した残価一括償却の反
動により減価償却費が減少したこと」(*1)とあり、いずれ
の要因についても実績原価方式による接続料算定にお
いては、接続料原価が大幅に減少に転じることや、マイ
ナスの調整額が加算される可能性について予め見通し
が立つものだったのではないかと考えられます。 
接続事業者の予見性の確保に関しては、情報通信

行政・郵政行政審議会答申書（平成 28年 3月 31
日）の考え方(*2)を踏まえ、NTT東・西に接続事業
者の予見性を高めるための方策を検討することが要請
された結果、NTT東・西は、平成29年度接続料申請
に先立ち平成 28年 10月 31日に接続事業者向け
のホームページで、「専用ノード装置等の更改に係る見
通し」（平成 28年度までの予定）を開示しました。 
しかしながら、その後は接続事業者に対して特段の

情報開示も行われていないことから、当該要請の趣旨
を踏まえ、今後は、接続料原価の予測に資する情報と
して、「専用ノード装置等の更改に係る見通し」と同様
の情報を継続的に開示いただき、更に、接続料原価に
大幅な変動が生じる可能性がある場合には、可能な限
り、事前に詳細な情報を接続事業者に開示いただくこと
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を要望いたします。 
 
*1：NTT東西の接続約款の変更認可申請に関する
説明（平成 31年度の接続料の改定等） 
*2：「通信路設定伝送機能等のレガシー系設備に係
る接続料に関する情報の事前開示について、現在の開
示情報に加えて、中長期的な接続料原価の推移予測
に資する情報として、例えば設備更改に係る計画、コス
ト削減に向けた取組等を開示することにより、接続事業
者の予見性をさらに高めるための方策等を開示すること
により接続事業者の予見性を高めるための検討を行
い、総務省に報告するよう要請すること」 

（２）平成 3１年度の加入光ファイバに係る接続料の改定 
 加入光ファイバの接続料算定に用いる耐年数について、
接続料の算定に関する研究会（以下「研究会」といいま
す。）第一次報告書（平成 29年 9月）において「７つ
の関数の個々についてこれを用いることの妥当性、また、こ
れら全てを推計に用い、そのどれかの推計結果の範囲内に
収まっていれば耐年数を見直す必要がないとすることの妥
当性のいずれにつても、十分説明がなされているとは言えな
い」ことが指摘され、「経済的耐用年数の適正な推計方法
について更に十分検討を行い、設備の使用実態に合わせ
て、耐用年数の見直しに向けて早期に対応する必要があ
る。」との考えが示されました。その後、研究会第 11回会
合（2018年 1月 23日）において NTT東西殿から、
2018年度第 4四半期までに見直しをする場合には何年
とするかを判断し、また早ければ 2019年度からの見直しを
含め検討する考えが示されました。 
 しかながら、研究会第 17回会合 (2018年 12月 19
日)における事務局資料において「2019年度の早い時期
までに改めて検討に関する状況について聴取することが適
当」と記載され、スケジュールが遅れたように見受けられます
が、NTT東西殿からは遅れた理由や、見直し時期を含む
変更後のスケジュールについて説明がない状況です。 
 つきましては、NTT東西殿はスケジュールが遅れた理由や
変更後のスケジュール等について改めて説明することに加

光ファイバの耐用年数の見直しについては、接続料の
算定に関する研究会（以下、「研究会」という。）第
二次報告書（以下「第二次報告書」という。）の考え
方で示されている通り、平成 30年又は平成 31年早
期には結論を出していく必要があることから、以後の研
究会においてもフォローアップが進められてきました。 
しかしながら、NTT東・西の検討結果は、「検討の結

果、光ファイバの耐用年数の見直しが必要と判断すれ
ば、早ければ2019年度からの見直しも含めて検討して
いく考え」との説明に留まり(*3)、第二次報告書のとり
まとめ時点から変わることなく、むしろ、検討のスケジュー
ルは遅れているように見受けられることから、左記の意見
にもあるとおり、NTT東・西はスケジュールが遅れた理由
や変更後のスケジュール等について改めて研究会で説
明するとともに、総務省においても、速やかに NTT東・
西から検討状況の聴取を行い適正性に関する検証を
進めるべきであると考えます。 
 
*3：接続料の算定に関する研究会 第17回
（2018年12月19日）総務省資料 『接続料の算
定に関する研究会 平成30年(2018年）９月以降
の検討状況』 （案） 
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え、第15回研究会（2018年11月1日）の非公開会
合にて FY17年度末のデータを用いた推計結果が示された
以降は議論がないことからも、速やかに研究会等の場で検
討状況の聴取を行い適正性に関する検証を進めるべきで
あると考えます。 
 
【ソフトバンク株式会社】 
（３）平成 3１年度の次世代ネットワークに係る接続料の新設及び改定等 
 QoS制御係数の適用範囲については、今回算定に用い
られた手法以外にも多様な提案がなされており、どれも否
定さる内容ではないことから、市場環境の変化等に応じて
適宜見直しが行われるべきと考えます。 
 
【ソフトバンク株式会社】 

左記意見のとおり、市場環境の変化等から、NTT
東・西のネットワークの品質管理基準等に大きな変更が
生じた場合は、コストドライバの見直しについても検討す
べきだと考えます。 
また、見直し是非の判断を行うためには、今回の接

続料認可にあたって、QoS制御係数適用の考え方を
明確にしておくとともに、毎年度認可申請の際に総務省
においてNTT東・西から実際のネットワーク品質管理基
準等を聴取した上で大きな変更がないかどうか等確認
いただくことを希望いたします。 

 ひかり電話の接続料（IGS接続機能）については、通
信時間・通信回数が減少傾向にあり将来原価方式による
接続料算定の継続について課題があるかもしれないとの議
論がなされています。しかしながら、近年はPSTNからIP網
へのマイグレーションの進展などの環境変化もあり短期間で
接続料の変動が激しいサービスも見受けられるところ、マイ
グレーションの完了までの間は費用や需要の変動が大きくな
ることも想定されるため、算定方式の見直しには慎重な検
討が必要です。 
  
【ソフトバンク株式会社】 

NGNではひかり電話だけでなく、インターネット接続、
映像配信、放送の再送信等のサービスが提供されてい
ます。インターネットトラヒックは依然として増加傾向
(*4)にあること、また、今後4K・8K放送のIP再送信等
によるマルチキャストトラヒックの増加も見込まれることか
ら、NGN全体としては今後もトラヒックの増加傾向が維
持されるものと思われます。 
加えて、左記意見のとおり、PSTNマイグレーションが

完了するまでの間は、不確定要素も多く、費用や需要
の変動も大きくなることが想定されるため、算定方式の
見直しには慎重な議論が必要であると考えます。 
 
*4：接続料の算定に関する研究会 第20回
（2019年4月24日）NTT東西資料より 

（略）NGN県間設備の接続料に関する規律の在り方
については検討が必要と考えます。研究会第二次報告書
において「第一種指定電気通信設備との接続に当たり不
可避的に経由し一体的な利用が行われている場合におけ

NGN の県間通信用設備の利用については、現に利
用されているもの、又は今後利用が見込まれるものとし
て、①ベストエフォート県間接続利用、②優先パケット
県間接続利用、③IP音声県間接続利用の 3 つが考
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る県間設備の接続料・接続条件については、その透明性・
公平性及び適正性が特に重要であると考えられる。」とされ
ております。接続料算定についての考え方が十分に説明さ
れず、その検証に必要な情報が開示されない現行ルールの
もとでは、仮にNTT東西殿の非指定約款での提供条件が
公表されるとしても、それは一方当事者からの説明であり、
その適正性を接続事業者側か十分に検証できないことから
適正性の確保については問題があるものと考えます。また、
事業者間協議における課題も弊社が従前より主張*してい
る通りです。 
実際に、IP通信網県間区間伝送機能に係る接続料に

ついては、2014年以降見直しがなされず、機器コストの低
廉化が適切には反映されていないと考えられるなどその適正
性に疑問が生じる状態が生じております。このような現状を
踏まえると、円滑な接続のためにどのような仕組みを作るか
を検討すべき段階にきております。 
今後の具体的な検討の進め方については、研究会（第

19回）において、県間接続機能について機能別にその不
可避性の評価や今後の検討事項が示されていますが、そも
そも県間設備は第一種指定電気通信設備である県内設
備と一体的に利用されることから、その不可避性は自明で
あると考えます。 
（略）コロケーションや電柱と同様に第一種指定電気

通信設備との接続を円滑に行うために必要なものとして規
律の対象とし、総務省殿においてその適正性を検証いただ
くのが適当と考えます。 

 
*「接続料の算定に関する研究会」第二次報告書（案）
に対する弊社意見（平成30年８月31日） 
 
【ソフトバンク株式会社】 

えられるが、特に③IP音声県間接続利用については、
POIの設置が東京・大阪の2ヵ所になる見込みであるこ
とから、県間伝送路を不可避的に利用せざるを得なくな
ります。 
そのため、③IP音声県間接続利用のような、利用の

不可避性が高い県間通信用設備については、第一種
指定電気通信設備との円滑な接続の上で重要である
点を十分に考慮し、コロケーション等のように、第一種指
定電気通信設備と同等の適正性・公平性・透明性が
確保される必要があります。 
接続料の算定に関する研究会第一次報告書を受

け、現状、県間通信用設備に関する手続方法や手続
にかかる標準的期間については、認可接続約款に記載
されましたが、不可避性が高い県間設備の接続料につ
いても、認可接続約款記載事項とすることを検討する
必要があると考えます。 
 

（略）便益とコストとのバランスに応じて料金が変動すると
の考え方は合理性があることから、これまでと同様の接続条
件でX型が継続して提供されるよう、適切に接続約款の規
定がなされることを希望します。 

 

現状、トラヒックの混雑状況、増設基準及び網改造
料の水準等も踏まえれば、C-20型等のメニューは有効
に機能していることから、接続申込及び接続用設備の
設置申込みの受付停止後も、C-20型等と同等の品
質メニュー・費用負担である代替メニューの提供や、時
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【NGN IPoE協議会】 代の流れ（一契約当たりのインターネットトラヒックの増
加）に見合った新たなメニューの提供、既存メニューの
増設基準の緩和等が行われることを要望いたします。 

（略）網終端装置の増設基準について、今後も一段の
見直しをしていただけるよう希望するところではありますが、
品質と掛けられる費用に応じて料金が変動するメニューを
用意するという考え方は一定の合理性が認められることか
ら、C-X型が今後も提供されるよう希望いたします。 
 
【フリービット株式会社】 
（４）長期増分費用方式に基づく平成３１年度接続料改定 

（略）また、今回の LRIC検証の内容については、NTT
東西殿よりデータや検証プロセス等の詳細（利用者料金
収入、接続料相当を具体的にどのように算出したのか、
等）を提示していただき、それらの妥当性について検証すべ
きと考えます。 
 
【ソフトバンク株式会社】 

LRIC検証については、改良 PSTN モデルと改良 IP
モデルの組み合わせ（４対１等）へ移行の段階を進
めるかどうかの重要な判断基準であるため、左記意見の
とおり、算出過程や根拠、結果について詳細な情報開
示が必要であるとともに、総務省においても、例えば、検
証に用いている金額の根拠が適切かどうか等について確
認するなど、透明性・適正性を確保する取組みが必要
であると考えます。 

以 上 
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情報通信行政・郵政行政審議会議事規則第４条及び接続に関する議事手続規則第２条の規定により、平

成 31 年３月 29 日付けで公告された接続約款の変更案等に対し提出された意見に関し、別紙のとおり再意

見を提出します。 
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別紙 

 

このたびは、再意見提出の機会を設けて頂いたことにつきまして、御礼申し上げます。以下のとおり、弊社の意見を述べさせて頂きますので、宜しくお取り計らいの程お願

い申し上げます。 

 

（1）実績原価方式に基づく平成 3１年度の接続料の改定等 

該当箇所 意見提出者 提出された意見 再意見 

通信路設定伝送機

能(専用線)接続料、及

びドライカッパ接続料につ

いて 

ソフトバンク株式会

社 

＜ソフトバンク株式会社＞ 

・通信路設定伝送機能(専用線)接続料について 

接続料金の上昇傾向が続くと考えられていたメタル

接続専用線について、2 年連続の減少となるのみでな

く、平成 31 年度は大幅な減少となっています。通信

路設定伝送機能については、情報通信行政・郵政行

政審議会答申書（平成 28 年 3 月 31 日）におい

て、中長期的な接続料原価の推移の予測に資する

情報として、例えば設備更改に係る計画、コスト削減

に向けた取組等を開示することにより、接続事業者の

予見性をさらに高めるための方策の検討を行うべきとさ

れ、これに基づき NTT東西殿に要請が行われました。

これを受けて、平成 28 年に専用ノード装置等の更改

に係る見通しがNTT東西殿より開示されましたが、費

用への影響の程度が分からない上に、平成 29 年以

降は情報開示が実施されておらず、今回の大幅な減

少について予見することはできない状況でした。今回の

ように接続料が激変すると、接続事業者としてはサービ

弊社の意見に追記いたします。 

前回平成 31 年 3 月 28 日公示の意見募集にて、弊

社からは左記のように、通信路設定伝送機能、及びドライ

カッパ接続料において、接続事業者の予見性を高める観

点から、設備更改やコスト削減に向けた取組等に関する

具体的な費用への影響額を含めて開示いただいたうえで

中長期的な接続料の見通しを開示すべきとの考えを示し

ました。特に需要が下がっていながらコストが上がる場合

（※）については、その原因及び将来のコスト見通しを早

期に開示すべきと考えます。 

将来の見通しに関して、平成29年2月 2日に、東日

本電信電話株式会社殿(以下「NTT 東日本殿」といいま

す。)、及び西日本電信電話株式会社殿(以下「NTT西

日本殿」といいます。)(以下併せて「NTT東西殿」といいま

す。)より総務大臣殿に提出された、「第一種指定電気通

信設備接続料規則に基づく許可申請」の中で、ドライカッ

パ、及びメタル端末回線の接続料算定において、調整額

の繰延による激変緩和措置が行われました。同申請の中
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スの継続や予算等の事業計画を立てることが困難で

あり、また接続料が上昇することを要因として、ネットワ

ークの切替えをお願いしていたユーザに対しても説明が

困難な状況となっています。 

このような状況から、接続事業者の予見性を高める

ためには、設備更改やコスト削減に向けた取組等に関

する具体的な費用への影響額を含め開示いただいた

うえで、上記答申に基づき次年度以降についても引き

続き中長期的な接続料の見通しを開示していただき

たいと考えます。 

 

・ドライカッパ接続料について 

平成 31 年度接続料改定に係る NTT 東西殿主

催の説明会において、ドライカッパ接続料低廉化の要

因の一つとして、今後利用見込みがない回線の減損

処理を実施したとのご説明がありました。加えて、同説

明会では、減損については大部分の処理が終わったと

のご説明もありましたが、今後もメタル回線は需要が減

少していくと見込まれることから、引続き利用見込みが

無くなった資産については、毎年減損処理を実施する

べきと考えます。 

また、接続専用線の部分でも述べましたが、接続事

業者の予見性を高めるといった観点から、メタル回線に

ついても同様に、設備更改やコスト削減に向けた取組

等に関する具体的な費用への影響額を含めて開示い

で NTT 東西殿は、平成 30 年度接続料への影響につい

て、平成 28 年度に行われた減価償却方法の見直しによ

る費用低減効果が見込まれることから、繰延による影響が

抑えられ、その接続料水準については、需要の減少度合

いが同様であるとすると、平成 29 年度の接続料水準から

大幅には変動しないといった趣旨の見通しが示されており、

実際に平成 30 年度接続料は概ね見込み通りとなってお

ります。 

先述した将来予測については、同許可申請にて NTT

東西殿が見込まれた程度の予測は可能であり、さらに、こ

れを基に複数年の将来予測を提示いただきたいと考えま

す。 

また、その中で一時的な要因により、大幅な料金変動

が想定される場合は、上記激変緩和措置のように一部費

用を繰り延べ、一定期間内で取り漏れなく平準化した料

金を設定することも可能と考えます。 

 

加えて、情報通信行政・郵政行政審議会答申書（平

成 28 年 3 月 31 日）において、中長期的な接続料原

価の推移の予測に資する情報として、例えば設備更改に

係る計画、コスト削減に向けた取組等を開示することによ

り、接続事業者の予見性をさらに高めるための方策の検

討を行うべきとされ、これに基づきNTT東西殿に要請が行

われましたが、それにより、費用への影響が分からない等、

十分とは言えないにせよ、NTT 東西殿から専用ノード装
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ただいたうえで中長期的な接続料の見通しを開示すべ

きと考えます。 

置等の更改に係る見通しが公開されました。引続き総務

省殿におかれましては、より一層公正妥当な接続料制度

実現のため、情勢を注視いただき、必要に応じた適正な措

置が行われるようお取り計らいいただきたいと考えます。 

 

（※）需要が下がっていながらコストが上がる場合と

は、別紙 1＜NTT東日本殿＞で言う FY15、＜NTT 西

日本殿＞で言う FY14～FY17 を指します。 

 

（2）平成 3１年度の加入光ファイバに係る接続料の改定 

該当箇所 意見提出者 提出された意見 再意見 

加入光ファイバの利用

促進 （平成 31 年度

の加入光ファ イバに係る

接続料改定等） 

一般社団法人 日

本ユニファイド通信事

業者協会 

ネットワークの IP 化、サービスの多様化・高度化が

進展する中で、加入光ファイバは今後の電話サービス 

の基盤になります。光ファイバの利用にあたっては、ファ

イバ区間以外も含め、中小および新規参入の接続 

事業者にとっては大きな設備投資や運用を伴うもので

あることから、光ファイバの利活用をより推進するため

に、今後も加入光ファイバの利用料が低廉化され、さ

らに料金以外の提供条件等についても接続事業者が 

利用しやすい制度となっていくことを望みます。また、光

コラボレーション(卸サービス)は FTTH サービス市場に

おいて主要な利用形態となっていることから、加入光フ

ァイバ等の接続と同様に、より公平で、透明性の高い

仕組みとしていただき、中小事業者や新規参入者によ

る音声系サービスの展開が容易となるように 議論され

光ファイバの利活用をより推進するために、今後も加入

光ファイバの利用料が低廉化すべきであるという、日本ユニ

ファイド通信事業者協会殿の意見に賛同します。 

 

弊社としても、算定の見直しについて長期に渡り要望を

していますが、特に、光ファイバケーブルにおける耐用年数

については、2015年度 9月の「加入光ファイバに係る接

続制度の在り方について」の答申以降4年に渡り議論し

ているものの、未だ見直しが行われておりません。 

その後耐用年数について議論している「接続料の算定

に関する研究会」においても、第２次報告書（2018年

10月 2日）において「平成 31年早期に結論を出すこと

が適当であり、またそうでなければ、実態に照らして信頼の

おける耐用年数が使われているのか疑念が生じかねない」
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ることを希望いたします。 等と指摘されているところ、第 15回会合（2018年 11

月 1日）以降NTT東西殿から報告がない状況です。 

また、別紙に記載の通り 2014 年から 2017 年度末

実績のデータによる試算値までが公開されていますが、毎

年概ね 1年ごと推計値が延長されており、また FY17 末

の実績データでは架空ケーブル及び地下ケーブルそれぞれ

の下限値が既に現在適用の耐用年数（架空ケーブル

15年、地下ケーブル 21 年）に達していることに鑑みても

現在適用している耐用年数は妥当とは言い難く、2020

年度以降の料金算定では実態に合った適正な耐用年数

を適用すべきと考えます。 

 

（3）平成 3１年度の次世代ネットワークに係る接続料の新設及び改定等 

該当箇所 意見提出者 提出された意見 再意見 

NGN におけるトラヒッ

ク把握の緻密化について 

KDDI株式会社 

 

当該トラヒックの変化は、NGN における各機能の接

続料算定に大きな影響を与えることから、毎年度、マ

ルチキャスト方式のトラヒック実態を調査し、接続料算

定に用いるトラヒックに反映させることが必要であると考

えます。 

KDDI株式会社殿(以下「KDDI殿」といいます。)の意

見に賛同いたします。 

接続料金算定において接続料原価を除するトラヒックは

接続料金算定で影響の大きな要因であり、その適正性は

接続料金の適正性に直結します。 

したがい、マルチキャストトラヒックについては、実態と乖離

した不適正なものとなっていないかを検証するため、毎年度

そのトラヒック実態を調査、情報開示したうえで接続料算

定にもちいるトラヒックへと反映すべきと考えます。 

NGN 品質クラス別コ

スト配賦のための新係数 

KDDI株式会社 今回、NTT 東・西の認可申請通りに採用するにし

ても、意見募集を経て修正されるにしても、どういう考

KDDI 殿意見に賛同いたします。QoS 制御係数の適

用範囲及び QoS 換算係数との関係については、今回算
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え方に基づいて新係数を採用（または修正）したの

かを明確にしておくことで、今後のコストドライバの見直

しの際にも当該考え方が参考になることから、「コストド

ライバの適用の考え方及び適用範囲」及び「新係数と

QoS換算係数との関係」については、認可にあたって、

その考え方等を明確にしておく必要があると考えます。 

また、本 WG における検討の結果として、「新係数

は、実際のネットワークの品質管理基準を算定に用い

ることが困難という前提を置いて検討した結果であり、

当該前提が変わることがあれば、当然に再検討の余

地が生じる」との考え方が示されたとおり、市場環境の

変化等から、ネットワークの品質管理基準等に大きな

変更が生じた場合は、コストドライバの見直しについて

も検討すべきだと考えます。 

加えて、実際のネットワークの品質管理とコスト配賦

に用いるモデルに大きな乖離が生じるのであれば、コス

トドライバとして適切ではないため、毎年度、認可申請

の際に総務省において、NTT 東・西から実際のネット

ワークの品質管理基準等を聴取した上で、大きな変

更がないかどうか等について確認いただくことを希望いた

します。 

定に用いられた手法以外にもそれぞれ一定の合理性を有

する多様な提案がなされており、その評価については今後

の課題として整理されていることから、適宜見直しが行われ

るべきです。 

 その際に参考材料となるのは、算定に用いられた考え方

と最新のネットワーク品質管理基準であり、NTT 東西殿に

おいては認可時申請の際には都度これらを説明いただくべ

きと考えます。 

 

NGN 接続料（IGS

接続）算定に用いられ

る需要予測について 

KDDI株式会社 これは、調整額が 0 である将来原価方式において

は、実収入が実費用を上回る傾向が続いていることを

意味していることから、需要予測について小さく見積も

り過ぎていないか等、現行の算定方法について改善で

KDDI 殿意見に賛同いたします。接続料金の算定にお

ける予測値は実態との乖離が極力抑えられていることが望

ましく、継続的に乖離が発生し続けている状態であれば、

その乖離を解消するための取り組みが行われるべきであると
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きる点がないか検討することが必要だと考えます。 

具体的には、現行の需要予測は、「通信量からみ

た我が国の音声通信利用状況」（総務省公表）の

固定電話（加入電話・公衆電話・ISDN）と IP 電

話合算の発着に関わるトラヒック及び稼働施設数から

算出しておりますが、固定電話（加入電話・公衆電

話・ISDN）の需要減少が影響し、結果として、算出

されるトラヒック予測が実績よりも小さくなる傾向がある

ことから、本需要予測がひかり電話（IP 電話）の需

要予測であることを鑑み、固定電話（加入電話・公

衆電話・ISDN）と IP 電話合算の値を用いるのでは

なく、IP 電話の発着に関わるトラヒック及び稼働施設

数のみから算出し、再申請すべきと考えます（当社試

算だと、過去 5 ヶ年度分について約 4～5％程度改

善することを確認）。 

考えます。 

NGN 接続料算定に用いられる需要及び原価の予測

実績推移において、2015 年までは改善されてきた実績と

算定に用いるトラヒックの乖離が再度確認されていることか

ら、KDDI 殿が指摘されている見直しを行い乖離率の改

善状況を検証したうえで、乖離率の改善に資すると評価さ

れるのであれば、不適正な状況を早急に改善すべく、NTT

東西殿においては接続料を再計算のうえ、認可の再申請

を行うことが適当と考えます。 

 

行政指導を踏まえた

改定（網終端装置 C-

20 型当の料金及び申

込受付基幹等の提供

条件） 

第２ 網改造料 

１－１ 網改造料の

対象となる機能 附則 

３ 

KDDI株式会社 

 

接続申込及び接続用設備の設置申込みの受付

停止後も、C-20 型等と同等の品質メニュー・網改造

料負担である代替メニューの提供や、時代の流れ

（一契約当たりのインターネットトラヒックの増加）に見

合った新たなメニューの提供、既存メニューの増設基準

の緩和等が行われることを要望いたします。 

KDDI 殿意見において「時代の流れ（一契約当たりの

インターネットトラヒックの増加）に見合った新たなメニューの

提供、既存メニューの増設基準の緩和等が行われることを

要望する」とされているとおり、接続用設備はトラヒックの増

加や技術発展による効率化等の周辺状況、事業者から

のニーズ等を踏まえ、その状況変化に合ったメニューの設定

や基準の見直しが行われることが望ましいため、エンドユー

ザの利便性を損なわないよう継続的な検討が必要なもの

と考えます。 

東日本附則第6項、 EditNet 株式会社 ＜EditNet 株式会社＞ D型NTE（料金表 網改造料53欄ウ欄 51欄ウ欄
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西日本附則 2 項につい

て 

社団法人日本イン

ターネットプロバイダー

協会 

「増設基準」は今後も，円滑なインターネット利用

が可能な水準，すなわち本来の水準に是正されるは

ずのものですから，D 型 NTE（料金表 網改造料

53 欄ウ欄 51 欄ウ欄に規定する NTE をいいま

す．）を他のNTE に変更できる経過措置を平成30

年（2018 年）5 月 31 日時点で設置されている D

型 NTE に限り，さらに「今回の接続約款変更から 3

か月以内」とするのは不当ないし不十分です．少なく

とも今回の増設基準の問題が最終的に決着してから

一定の期間を経過するまでは，すべてのD型NTEに

ついてその他の NTE への変更を認めるべきと考えま

す． 

 

＜社団法人日本インターネットプロバイダー協会＞ 

「増設基準」は今後も、円滑なインターネット利用 

が可能な必要な水準、つまり本来の水準に是正され

るべきものですから、D 型 NTE を他の NTE に変更で

きる経過措置を「今回の接続約款変更から 3 か月以

内」とするのは不当ないし不十分であり、少なくとも「増

設基準」が最終的に決着して一定期間を経過するま

では、引き続き変更を認めるべきです。 

に規定するNTEをいいます。）を他の網終端装置へ変更

する移行措置が行われる点については、接続事業者のニ

ーズに合わせた柔軟な対応であり歓迎します。 

一方、EditNet 株式会社殿（以下「EditNet 殿」とい

います。）及び一般社団法人日本インターネットプロバイダ

ー協会（以下「日本インターネットプロバイダー協会殿」と

いいます。）の意見の通り、D型NTEを他の網終端装置

へ変更する期間を設けないことが本来望ましいと考えます。

仮に NTT 東西殿において経過措置を 3 ヶ月間に限定す

る必要があるのであれば、先ずその理由についてご説明い

ただくなど、事業者間の相互理解を醸成する取り組みを行

っていただくべきと考えます。 

県間区間料金につい

て 

EditNet 株式会社 

日本インターネットプ

ロバイダー協会 

＜EditNet 株式会社＞ 

当社の所属団体である JAIPA もかねて主張してい

ますが，NGNの利用が拡大するにつれて，県間区間

伝送機能の利用が事実上必須になってきていることか

弊社は、そもそも県間設備は第一種指定電気通信設

備である県内設備と一体的に利用されることから、どの県

間設備用途（BE 県間、優先パケット県間、IP 音声県

間）においてもその不可避性は自明であると考えておりま
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ら，県間区間の接続料制度についても，第一種指

定電気通信設備として扱うか，これと同等の規律を

適用することが必要と考えます。 

 

＜社団法人日本インターネットプロバイダー協会＞ 

JAIPA も従来から主張していますが、NGN の利用

が拡大するにつれてインターネット以外(優先転送や電

話サービス等)接続事業者にとっては県間区間伝送機

能の利用が事実上必須になっていることから、これも第

一種指定電気通信設備に組み入れるか、第一種指

定電気通信設備と同等の規律を設けることが必要で

す。 

す。BE 県間については、不可避性が低いのではないかとの

意見がありますが、優先パケットを利用するサービスは

IPoE接続が必須であることから BE県間設備の利用も不

可避です。 

EditNet 殿及び日本インターネットプロバイダー協会殿

の意見において、「県間区間の接続料制度についても，

第一種指定電気通信設備として扱うか，これと同等の規

律を適用することが必要」とされています。このような県間

区間の伝送機能について何らかの規律を求める意見につ

いて、NTT 東西殿は、IP 音声県間接続においては、「繋

ぐ機能 POI」を介して接続することで対称・対等な関係で

ある等として当事者間の協議にゆだねられるべきとの主張

をされているところです。 

しかしながら、NTT 東西殿はボトルネック設備を有し、

接続協議において市場支配力を行使することが可能な市

場支配的な事業者であり接続事業者と対等ではありませ

ん。また、実際に事業者間協議を行ってきた弊社も情報

提供が十分になされず、接続料の算定に関する研究会に

おいて取り上げられることで、初めて有意義的な情報開示

がなされる等、協議も長期化しておりました。 

このような状況に鑑みると、当事者間の協議にゆだねた

場合、事業者間協議が遅延し、不十分な情報しか開示

されない中でサービスの必要に迫られ、仕方なく合意せざる

を得ないという状況が生じることになります。 

このような状況を改善するためには、県間設備が、第一
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種指定電気通信設備である県内設備と一体利用されて

おり不可避性があることに着目し、第一種指定電気通信

設備との円滑な接続のために必要な規律を県間区間伝

送機能に課すことが考えられます。具体的には、接続料規

則に準拠した原価・利潤の算定を接続約款記載事項と

する等の対応が必要であると考えます。 

 

（４）長期増分費用方式に基づく平成 31年度の接続料改定 

該当箇所 意見提出者 提出された意見 再意見 

全般 KDDI株式会社 なお、「平成 31 年度以降の接続料算定における

長期増分費用方式の適用の在り方について」において

示されたとおり、次期適用期間以降の接続料算定に

用いる方法としてLRIC方式や他のオプションの採用の

適否を検討していく上では、メタルIP電話の設備構成

やコスト見通しを具体的に把握することが望ましいた

め、特に大きなコスト課題となる加入者交換機（メタ

ル収容装置）の今後のコストの見通しについて、NTT

東西はできる限り早期に明確にしていくことが必要であ

ると考えます。 

KDDI 殿意見に賛同いたします。次期 LRIC モデルの

見直し議論が間もなく開始されるところ、その検討において

もメタル IP 電話の設備構成やコスト見通しを具体的に把

握することが望ましいため、加入者交換機（メタル収容装

置）の今後のコストの見通等について、NTT 東西殿にお

いてはできる限り早期に明確いただくべきと考えます。 

 

LRIC 検証 KDDI株式会社 LRIC 検証については、通常のスタックテスト以上に

算出過程や根拠、結果について詳細な情報開示が

必要であるとともに、総務省においても、例えば、検証

に用いている金額の根拠が適切かどうか等について確

認するなど、透明性・適正性を確保する取組みが必

要であると考えます。 

本来、現実的により効率な NW 構成を追求できる IP-

LRIC モデルを用いて接続料を算定することが、公正な環

境の実現を目指す制度の趣旨に沿うものと考えますが、現

状の整理では LRIC 検証の結果に基づき段階的に IP-

LRIC モデルを考慮することとされており、その検証の妥当

性は極めて重要な意味を持ちます。 
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先ずは、その検証の妥当性を評価する必要があることか

ら、KDDI 殿が意見されている通り、その算出過程や根拠

等については透明性・適正性を確保するためにも可能な

限り情報提供を行い、接続事業者による分析・評価を可

能とすべきです。 

また、情報の性質から接続事業者への情報開示が困

難な事項については、総務省殿による積極的な検証を経

て、その結果を公開する等、透明性・適正性を担保する

取り組みがなされるべきと考えます。 

 

以上 

  



 11 

別紙1 メタル専用線等の接続料原価、及びDA64 回線数の推移  

※接続料原価はNTT東西殿の網使用料算定根拠資料を基に作成。 

  DA64回線数は、平成 31 年 3月 28日開催、第 93 回情報通信行政・郵政行政審議会 電気通信事業部会配賦資料を基に作成。 

※需要の単位は(回線) 

※接続料原価の単位は(百万円) 
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別紙2 NTT東西殿の光ファイバに係る耐用年数について 

 

 

【NTT 東西殿の試算値】                      ※NTT 東西殿ホームページ掲載資料及び接続料の算定に関する研究会公開資料を基に作成 

 



再意見書 

令和元年５月２３日 

 

 

総務省総合通信基盤局 

料金サービス課 御中 

 

 

郵 便 番 号   540-8622 

（ ふ り が な ）    おおさかし ちゅうおうく しろみ ２ちょうめ１ばん５ごう 

住      所    大阪市中央区城見 2 丁目 1 番 5 号 

（ ふ り が な ）    かぶしきがいしゃ オプテージ 

氏      名    株式会社 オプテージ 

だいひょうとりしまりやくしゃちょう   あらき  まこと 

代表取締役社長     荒木 誠 

 

 

     

 

 

情報通信行政・郵政行政審議会議事規則第 4 条及び接続に関する議事手続規則第２条の規定により、

平成 31 年 3 月 29 日付けで公告された接続約款の変更案等に対し提出された意見に関し、別紙のと

おり再意見を提出します。  



    別紙 

該当箇所 意見 

加入光ファイバの接続料算定に用いるレートベー

スについて、研究会第二次報告書（2018 年 10 月 2

日）において「レートベースの算定に用いる正味固定

資産価額も事業全体の真実かつ有効な資産のもの

に限定されることが適切」と明記されています。 

また、現在 NTT 東西殿は、光ファイバケーブルに

おける未利用芯線（NTT東日本殿 41.2%、NTT西日本

殿 45.4%(※)）についてもレートベースに計上し、報酬

として接続料に反映し各事業者より回収を行っている

状況です。 

本件については、研究会における検討を早急に進

める必要がありますが、少なくとも報酬の算定におい

て当面利用見込みのない設備を速やかに特定のうえ

レートベースから除外し、今後の利用見込みを踏まえ

適切な時期から改めて組み入れるべきであると考え

ます。 

(※)第 16 回研究会（2018 年 11月 30 日）の NTT東西

殿資料に基づき算出。 

【ソフトバンク株式会社】 

 2030 年頃の通信ネットワークを見据えると、光ファイバ網に

は一層の高度化・信頼度向上が求められ、またネットワー

クダイバーシティによる通信インフラの強靭化も必要である

ことから、引き続き事業者間の設備競争を促進することは

競争政策上の極めて重要な課題であると考えます。 

 この点、仮にソフトバンク殿が主張している「未利用芯線を

レートベースから除外する」案を実施した場合、自己設置事

業者は未利用芯線（先行投資）を含めた資本コストを負担

する一方、接続事業者はそれを含まない資本コストで設備

を借りることになり、自己設置事業者と接続事業者との間

で競争上の不公平が生じます。このような「自ら作るよりも

借りる方が有利」となる見直しは、競争環境に歪みを生じ、

設備競争を衰退させるものと考えます。 

 弊社の光ファイバケーブルの未利用芯線は、新規ユーザ

へのサービス提供開始の迅速化や、道路工事等による電

柱・光ケーブル移設工事や大規模災害発生時に迂回ルー

トを構築するために日々活用されているものであり、自己

設置事業者が迅速・柔軟かつ高品質なサービスを提供・維

持するために不可欠な資産です。 

 また、光ファイバケーブルの設備コストそれ自体よりも空芯

不足により追い張りが発生した場合の工事費の方が高額

であることから、能率的な経営を目指す自己設置事業者は

芯線利用率の向上のみを目指すのではなく、工事費を含

めた設備構築・運用コスト全体の抑制を目指して設備を構

築することになります。 

 

以 上 



 

 

 

 

 

再 意 見 書 
 

 

２０１９年５月２３日 

 

 

 

総務省 総合通信基盤局 

料金サービス課 御中 

 

 

郵便番号 ５４０－８５１１ 
  おおさかふおおさかしちゅうおうくばんばちょう   ばん     ごう 

                          住  所 大阪府大阪市中央区馬場町３番１５号 
   にしにっぽんでんしんでんわかぶしきがいしゃ 

氏  名 西日本電信電話株式会社 
こばやし  みつよし 

代表取締役社長 小林 充佳 

 

 

 

 

 情報通信行政・郵政行政審議会議事規則第４条及び接続に関する議事手続規則第２条の

規定により、平成 31 年３月 29日付けで公告された接続約款の変更案等に対し提出された

意見に関し、別紙のとおり再意見を提出します。 

 

 

 

 

 

 



（別紙） 

1 

 

区分 他事業者意見 当社意見 

接続専用線の接続

料に関するご意見 

接続料金の上昇傾向が続くと考えられていたメタル接続専用線

について、2年連続の減少となるのみでなく、平成 31年度は大幅な

減少となっています。通信路設定伝送機能については、情報通信行

政・郵政行政審議会答申書（平成 28年 3月 31日）において、中長

期的な接続料原価の推移の予測に資する情報として、例えば設備更

改に係る計画、コスト削減に向けた取組等を開示することにより、

接続事業者の予見性をさらに高めるための方策の検討を行うべき

とされ、これに基づき NTT東西殿に要請が行われました。これを受

けて、平成 28 年に専用ノード装置等の更改に係る見通しが NTT東

西殿より開示されましたが、費用への影響の程度が分からない上

に、平成 29 年以降は情報開示が実施されておらず、今回の大幅な

減少について予見することはできない状況でした。今回のように接

続料が激変すると、接続事業者としてはサービスの継続や予算等の

事業計画を立てることが困難であり、また接続料が上昇することを

要因として、ネットワークの切替えをお願いしていたユーザに対し

ても説明が困難な状況となっています。 

このような状況から、接続事業者の予見性を高めるためには、設

備更改やコスト削減に向けた取組等に関する具体的な費用への影

響額を含め開示いただいたうえで、上記答申に基づき次年度以降に

ついても引き続き中長期的な接続料の見通しを開示していただき

たいと考えます。 
【ソフトバンク株式会社】 

・ ご指摘の２０１６年度における専用ノード装置等の更改に係

る情報開示については、２０１３年度から実施していた専用線

ノード装置等の設備更改の影響により原価の増減がそれまで

の傾向と異なっていたことから、中長期的な接続料原価の推移

の予測に資する情報として、専用線ノード装置等に係る２０１

３年度から２０１６年度までの設備更改の実施スケジュール

および２０１２年度から２０１５年度までの専用線に係る接

続料原価の実績推移をお示ししたものです。 

・ また、当社は、これまでも接続事業者の予見性を向上させる観

点から、接続料の再計算報告と合わせて、ドライカッパ、接続

専用線、中継ダークファイバ等の原価、需要、単価等を接続料

の認可申請に先んじて開示しています。 

・ しかしながら、専用ノード装置等の更改を含め設備維持を行う

ために必要なコストが、将来、どの年度でどの程度発生するか

を見通すことは困難です。また、将来の接続料水準については、

コストの見通しだけでなく、接続事業者および当社利用部門の

需要動向や自己資本利益率の状況等によっても大きく変動す

るものであるため、それを予測することも困難です。 

そのため、仮に将来の接続料水準を大胆に推計して開示したと

しても、不確実な予測に基づく接続料の開示は接続事業者の予

見性の確保につながらないと考えます。 

・ 当社としては、今後も、原価、需要、単価等の速報値の開示等、

事業者の予見性確保に向けた情報開示に努める考えです。 



 

2 

 

区分 他事業者意見 当社意見 

ドライカッパ接続

料に関するご意見 

平成31年度接続料改定に係るNTT東西殿主催の説明会において、

ドライカッパ接続料低廉化の要因の一つとして、今後利用見込みが

ない回線の減損処理を実施したとのご説明がありました。加えて、

同説明会では、減損については大部分の処理が終わったとのご説明

もありましたが、今後もメタル回線は需要が減少していくと見込ま

れることから、引続き利用見込みが無くなった資産については、毎

年減損処理を実施するべきと考えます。 

また、接続専用線の部分でも述べましたが、接続事業者の予見性

を高めるといった観点から、メタル回線についても同様に、設備更

改やコスト削減に向けた取組等に関する具体的な費用への影響額

を含めて開示いただいたうえで中長期的な接続料の見通しを開示

すべきと考えます。 

【ソフトバンク株式会社】 

・ 今後のメタルケーブルの減損処理については、メタルケーブル

の利用状況等を踏まえつつ、当社として必要に応じて対応を進

めていく考えです。 

・ 中長期的な接続料について、接続専用線の接続料と同様に、設

備維持を行うために必要なコストが、将来、どの年度でどの程

度発生するかを見通すことは困難です。また、将来の接続料水

準については、コストの見通しだけでなく、接続事業者および

当社利用部門の需要動向や自己資本利益率の状況等によって

も大きく変動するものであるため、それを予測することも困難

です。そのため、仮に将来の接続料水準を大胆に推計して開示

したとしても、不確実な予測に基づく接続料の開示は、接続事

業者の予見性の確保につながらないと考えます。 

・ 当社は、これまでも接続事業者の予見性を向上させる観点か

ら、接続料の再計算報告と合わせて、ドライカッパ、接続専用

線、中継ダークファイバ等の原価、需要、単価等を接続料の認

可申請に先んじて開示してきており、今後も、接続料金の速報

値の開示等、事業者の予見性確保に向けた情報開示に努める考

えです。 
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区分 他事業者意見 当社意見 

認可申請時期に関

するご意見 

平成 31年度接続料改定に関しては、実績原価方式に基づくもの、

加入光ファイバ、次世代ネットワーク、及び長期増分費用に基づく

ものについて、それぞれ 4月 1日から適用すべき料金にもかかわら

ず 3月申請となり、その結果、遡及精算を実施することが確定して

います。各研究会等で算定方法について議論されている機能・料金

等については、認可申請が遅れることについて理解できますが、議

論の影響が特にないものについては速やかに申請していただきた

いと考えます。なお、加入光ファイバ等は現在も研究会等で算定方

法について議論されていますが、次年度以降、極力認可申請が遅れ

ないよう、速やかに検討を進めていただきたいと考えます。 

【ソフトバンク株式会社】 

・ ２０１９年度適用接続料については、「接続政策委員会」およ

び「接続料の算定に関する研究会」の議論や、各種状況を踏ま

え、２０１９年３月に認可申請を行ったものです。 

・ 当社としても、本来であれば接続料の遡及精算が発生しないよ

う、適用年度の開始までに認可されることが望ましいと考えて

おり、次年度以降においても、委員会の議論状況等を踏まえつ

つ、速やかな接続料の認可申請に向けて、引き続き対応してい

く考えです。 



 

4 

 

区分 他事業者意見 当社意見 

コロケーション費

用予見性向上に関

するご意見 

平成 30 年度接続料に係る情報通信行政・郵政行政審議会答申書

（平成 30年５月 25 日）において、東日本電信電話株式会社殿(以

下「NTT東日本殿」といいます。)及び西日本電信電話株式会社殿（以

下「NTT 西日本殿」といいます。）（以下併せて「NTT 東西殿」とい

います。）に対し、コロケーション費用の予見性向上のための取組

について、更に改善の余地がないか検討すべきとされ、これに基づ

き要請が行われました。これを受けて、NTT東西殿より平成 31年度

のコロケーション費用に係る予見性確保の取組みとして、10月末に

電気料の試算値が開示されました。しかしながら、平成 30 年度に

おいては、調整額の影響もあり、電気料より設備使用料の変動が大

きかったことを踏まえると、電気料の情報開示のみでは不十分であ

るため、主要エリアだけでも電気料と同様に設備使用料の情報につ

いても 10月末に開示する必要があると考えます。 

【ソフトバンク株式会社】 

・ これまで、接続事業者の予見性確保の観点から、コロケーショ

ン費用の速報値として、主要エリア（大阪・愛知）におけるビ

ル毎の設備保管料（スペース料・電気料）および設備使用料（電

力設備・空調設備使用料等）を、接続料の認可申請の時期に合

わせ、例年１月末頃に「早期開示」として開示しているところ

です。 

・ 上記に加え、２０１８年度より、予見性向上に資する新たな取

組みとして、接続事業者にご負担いただくコロケーション費用

において最も負担割合が大きく、接続会計結果に基づく諸比率

等を用いる必要がない電気料について、毎年度１０月末に電力

会社の公表値に基づく試算値を開示しました。 

・ ご指摘の「設備使用料（電力設備・空調設備使用料等）」につ

いては、１０月末に総務省殿に報告する各種諸比率を用いる必

要があることから、主要エリアのみであっても単金を１０月末

に開示することは困難ですが、更なる予見性向上の取組みとし

て、１０月末までに、設備使用料の算定に用いる「設備管理運

営費比率」を開示するとともに、１１月以降、早期開示の前ま

でに、主要エリアにおけるコロケーション実績の多いビル等を

数ビル抽出したうえで、設備使用料の試算値を開示することと

します。 
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区分 他事業者意見 当社意見 

光ファイバの耐用

年数に関するご意

見 

 

加入光ファイバの接続料算定に用いる耐用年数について、接続料

の算定に関する研究会（以下「研究会」といいます。）第一次報告

書（平成 29年 9月）において「７つの関数の個々についてこれを

用いることの妥当性、また、これら全てを推計に用い、そのどれか

の推計結果の範囲内に収まっていれば耐用年数を見直す必要がな

いとすることの妥当性のいずれについても、十分説明がなされてい

るとは言えない」ことが指摘され、「経済的耐用年数の適正な推計

方法について更に十分検討を行い、設備の使用実態に合わせて、耐

用年数の見直しに向けて早期に対応する必要がある。」との考えが

示されました。その後、研究会第 11回会合（2018年1月 23日）に

おいて NTT東西殿から、2018年度第 4四半期までに見直しをする場

合には何年とするかを判断し、また早ければ 2019 年度からの見直

しを含め検討する考えが示されました。 

しかしながら、研究会第 17回会合(2018年 12月 19日)における

事務局資料において「2019年度の早い時期までに改めて検討に関す

る状況について聴取することが適当」と記載され、スケジュールが

遅れたように見受けられますが、NTT東西殿からは遅れた理由や、

見直し時期を含む変更後のスケジュールについて説明がない状況

です。 

つきましては、NTT東西殿はスケジュールが遅れた理由や変更後

のスケジュール等について改めて説明することに加え、第 15 回研

究会（2018年 11月 1日）の非公開会合にて FY17年度末のデータを

用いた推計結果が示された以降は議論がないことからも、速やかに

研究会等の場で検討状況の聴取を行い適正性に関する検証を進め

るべきであると考えます。 

【ソフトバンク株式会社】 

 

・ 光ファイバの耐用年数について、財務会計上の観点から、「材

質・構造・用途・使用上の環境」、「技術の革新」、「経済的事情

の変化による陳腐化の危険の程度」等の最新の市場動向を踏ま

え、今後の陳腐化リスクの変動要素等を総合的に勘案した結

果、２０１９年度より、架空光ケーブルは１５年から２０年に、

地下光ケーブルは２１年から２８年に、海底光ケーブルは１３

年から２１年に見直しました。 

・ 今後、当該見直しの接続料への反映に向けた対応を進めていく

考えです。 
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区分 他事業者意見 当社意見 

光ファイバの未利

用芯線に関するご

意見 

加入光ファイバの接続料算定に用いるレートベースについて、研

究会第二次報告書（2018年 10月 2日）において「レートベースの

算定に用いる正味固定資産価額も事業全体の真実かつ有効な資産

のものに限定されることが適切」と明記されています。 

また、現在 NTT東西殿は、光ファイバケーブルにおける未利用芯

線（NTT東日本殿 41.2%、NTT西日本殿 45.4%(※)）についてもレー

トベースに計上し、報酬として接続料に反映し各事業者より回収を

行っている状況です。 

本件については、研究会における検討を早急に進める必要があり

ますが、少なくとも報酬の算定において当面利用見込みのない設備

を速やかに特定のうえレートベースから除外し、今後の利用見込み

を踏まえ適切な時期から改めて組み入れるべきであると考えます。 

(※)第 16回研究会（2018年 11月 30日）の NTT東西殿資料に基

づき算出。 

【ソフトバンク株式会社】 

 

・ 光ファイバケーブルの敷設は、芯線数の少ないケーブルを需要

発生の都度、繰り返し敷設することよりも、芯線数の多いケー

ブルを将来需要や故障対応等を予め見積もった上で敷設する方

が効率的な投資となることから、当社は工事の頻度・内容によ

る費用の発生状況や物理的な制約を踏まえつつ、最適なケーブ

ルを選定し効率的な設備構築を実施しています。 

・ ご指摘いただいたような仕組みの導入は、上記のとおり、かえ

ってコストの増加を招くことから、実施すべきでないと考えま

す。 

・ 仮にこのような制度を導入した場合には、現時点での芯線使用

率のみを高めることになり、将来を見据えた光基盤構築に向け

た設備投資が停滞し、ユーザへの即応や今後の５Ｇへの対応

等、将来を見据えた光基盤構築に多大な影響が生じるものと考

えます。また、ブロードバンドサービスやモバイルの競争が進

展している中、加入光ファイバの需要を正確に見通すことは困

難な状況下において、そのリスクを一方的に設備構築事業者に

押し付けることとなり、設備構築事業者のインセンティブを著

しく阻害するものと考えます。 
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区分 他事業者意見 当社意見 

NGN のトラヒック

把握およびクラス

別コスト配賦に関

するご意見 

NGNにおけるトラヒック把握の精緻化について 

マルチキャスト方式は、放送の再送信等のトラヒックが中継ルー

タ等の下部ポートでパケットが複製されて各収容ルータに配信さ

れる仕組みであるため、これまでのトラヒック測定ポイントである

SNI収容ルータの測定だけでは、中継ルータや伝送路（中継ルータ

～収容ルータ）におけるトラヒックを精緻に把握することができな

い、という問題がありました。 

今回、この問題を是正するため、NTT東・西においてマルチキャ

スト方式のトラヒックの実態を把握するサンプル調査を実施し、そ

の結果を接続料算定に用いるトラヒックに反映させたことは適切

であると考えます。 

なお、今後、放送の再送信等を利用する利用者数の増減や中継ル

ータ・収容ルータの増減設等があった場合には、中継ルータ等の下

部ポートで複製されるパケットが増減し、各中継ルータ・収容ルー

タに配信されるトラヒックも増減することから、SNI収容ルータを

通過するトラヒックと、中継ルータ、伝送路（中継ルータ～収容ル

ータ）を通過するトラヒックの比率が変化することも想定されま

す。 

当該トラヒックの変化は、NGNにおける各機能の接続料算定に大

きな影響を与えることから、毎年度、マルチキャスト方式のトラヒ

ック実態を調査し、接続料算定に用いるトラヒックに反映させるこ

とが必要であると考えます。 

 

NGN品質クラス別コスト配賦のための新係数 

今回、品質クラス別に共用設備費用を配賦する際の重み付けに用

いるために、新たに「QoS制御係数（以下、「新係数」）」が導入され、

適用範囲は中継ルータと伝送路の共用設備費用とされています。 

新係数の検討が行われた『NGNコストドライバの見直しに関する

ワーキンググループ』（以下、「本 WG」）では、今後の検討事項等（※

＜マルチキャストトラヒック把握の精緻化について＞ 

・ ＫＤＤＩ殿のご意見のとおり、当社としても、毎年度、今回の

検討において実施した方法と同様のサンプル調査を実施し、マ

ルチキャストトラヒックを適切に接続料算定に反映する考え

です。 

 

＜ＱｏＳ制御係数について＞ 

・ 本係数は、優先制御に係るＱｏＳクラス別の物理的なコストの

把握が困難であることや、透明性の高い係数を設定する観点か

ら、トラヒックが増加した場合において、全てのＱｏＳクラス

の遅延時間が解消する必要設備量（必要帯域）に着目し、待ち

行列理論に基づく数式を用いて数理的にＱｏＳクラス別の必

要設備量（必要帯域）を求め、当該設備量の比率を係数化した

ものです。 

数理的に求められたＱｏＳクラス別の設備量（必要帯域）は、

帯域に起因してコストが変動する中継ルータ・伝送路の設備量

であることから、本係数の適用範囲は、中継ルータ・伝送路と

することが適当であると考えます。 

・ なお、当社としては、今回のコストドライバの見直しを踏まえ、

当面の間、当該算出方法を用いる考えですが、今後、環境の変

化に伴い係数の算出方法が適切でないと考えられる場合には、

改めてコストドライバの見直しについて検討する考えです。 

 

＜コスト削減の取組み内容について＞ 

・ コスト削減の取組み内容の詳細は当社の業務運営に係る情報

であるため、一律に開示することは困難ですが、事業者説明会

等において、算定根拠等を用いて丁寧に説明を実施していく考

えです。 
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区分 他事業者意見 当社意見 

1）として、「新係数がどの範囲の設備費用に適用されるべきかとい

う論点（適用範囲）と、現行の「QoS換算係数」と重ねて適用する

ことの是非及び重ねて適用する場合のその方法という論点（QoS換

算係数との関係）については、多様な意見が示され、限られた関係

者で結論を得るより、研究会会合等よりオープンな場での継続検討

を行うことが適当ではないか。」との考え方が示され、いずれの考

え方も算定方法として取り得る可能性が残っていたところです。 

本 WG で出された意見を大別すると、細かい違いはあるものの、

概ね以下の２つの考え方に集約されます。 

① 採用するコストドライバの考え方を踏まえ、適用範囲を整理 

採用するコストドライバの考え方に基づいてコストドライバの

適用範囲も整理する考え方。今回のコストドライバは、ある品質

クラスのトラヒックが増加した際、品質クラス毎に現在の品質

（遅延時間）を維持するために必要な設備量（出力帯域）が異な

ることに着目し、その差を品質クラス別のコスト配賦の重み付け

とするものであることから、出力帯域に基づいて増減する設備

（中継ルータや伝送路）に適用するという整理。 

② 採用するコストドライバの考え方とは切り離し、機能に着目し

て適用範囲を整理 

中継ルータと伝送路の共用設備費用について、大きく、優先制御

機能に係るコスト配賦と、帯域制御機能に係るコスト配賦の２つ

に分けて、それぞれに適切なコストドライバを採用するという考

え方。今回の新係数は、優先制御に基づく品質クラス別のコスト

配賦の重み付けであるため、優先制御を主とする中継ルータに適

用（ただし、帯域制御のコストドライバである QoS換算係数は重

畳適用しない）し、帯域制御を主とする伝送路には、従来の QoS

換算係数を適用するという整理。 

 

当社は、本 WG において、前者の考え方に立ち、また、コストド
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区分 他事業者意見 当社意見 

ライバの適用範囲もより実際の設備構成を踏まえて詳細に検討す

べきであることから、出力帯域の増減との連動性の高い設備である

中継ルータ及び伝送装置のインタフェースに限って新係数を適用

すべきとの考え方を提示しております。  

一方で、上記①②の考え方は、いずれも一定の合理性は有してい

ると考えられること、また、適用範囲を細かく見るのか大まかに見

るのかは、作業負荷とその効果を踏まえた決めの問題であるとも考

えられますが、今回、NTT東・西の認可申請通りに採用するにして

も、意見募集を経て修正されるにしても、どういう考え方に基づい

て新係数を採用（または修正）したのかを明確にしておくことで、

今後のコストドライバの見直しの際にも当該考え方が参考になる

ことから、「コストドライバの適用の考え方及び適用範囲」及び「新

係数と QoS換算係数との関係」については、認可にあたって、その

考え方等を明確にしておく必要があると考えます。  

また、本 WGにおける検討の結果として、「新係数は、実際のネッ

トワークの品質管理基準を算定に用いることが困難という前提を

置いて検討した結果であり、当該前提が変わることがあれば、当然

に再検討の余地が生じる」との考え方が示されたとおり、市場環境

の変化等から、ネットワークの品質管理基準等に大きな変更が生じ

た場合は、コストドライバの見直しについても検討すべきだと考え

ます。  

加えて、実際のネットワークの品質管理とコスト配賦に用いるモ

デルに大きな乖離が生じるのであれば、コストドライバとして適切

ではないため、毎年度、認可申請の際に総務省において、NTT東・

西から実際のネットワークの品質管理基準等を聴取した上で、大き

な変更がないかどうか等について確認いただくことを希望いたし

ます。  

※1:接続料の算定に関する研究会（第 19回） 資料 19-1『接続料

の算定に関する研究会 NGN コストドライバの見直しに関するワー

キンググループにおける検討の結果』 
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区分 他事業者意見 当社意見 

【ＫＤＤＩ株式会社】 

 

今回行われたトラヒック把握の精緻化及びQoS制御係数の採用に

ついては、コスト配賦の適正性を向上させる一定の効果があったも

のと考えます。しかしながら QoS制御係数の適用範囲については、

今回算定に用いられた手法以外にも多様な提案がなされており、ど

れも否定される内容ではないことから、市場環境の変化等に応じて

適宜見直しが行われるべきと考えます。 

なお、今回の接続料算定にあたっては「保守業務等の内製化やシ

ステム化の推進」が行われており、これがコスト削減に寄与してい

る旨が報告されていますが、NTT東西殿による詳細な情報開示がな

されることで接続事業者によって検証が可能となり、相互理解が深

まると考えます。 

【ソフトバンク株式会社】 
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区分 他事業者意見 当社意見 

関門交換機接続ル

ーティング伝送機

能の接続料に関す

るご意見 

現行の需要予測については、一定の考え方に基づく根拠を有して

いるものの、過去 5年間の通信回数・通信時間について認可申請時

予測と実績を比べると、認可申請時予測が毎年度数％程度（例：5

ヶ年度平均で 5.0％～6.7％（通信回数の場合））小さく予測される

傾向が続いています。 

これは、調整額が 0である将来原価方式においては、実収入が実

費用を上回る傾向が続いていることを意味していることから、需要

予測について小さく見積もり過ぎていないか等、現行の算定方法に

ついて改善できる点がないか検討することが必要だと考えます。 

具体的には、現行の需要予測は、「通信量からみた我が国の音声

通信利用状況」（総務省公表）の固定電話（加入電話・公衆電話・

ISDN）と IP 電話合算の発着に関わるトラヒック及び稼働施設数か

ら算出しておりますが、固定電話（加入電話・公衆電話・ISDN）の

需要減少が影響し、結果として、算出されるトラヒック予測が実績

よりも小さくなる傾向があることから、本需要予測がひかり電話

（IP電話）の需要予測であることを鑑み、固定電話（加入電話・公

衆電話・ISDN）と IP電話合算の値を用いるのではなく、IP電話の

発着に関わるトラヒック及び稼働施設数のみから算出し、再申請す

べきと考えます（当社試算だと、過去 5ヶ年度分について約 4～5％

程度改善することを確認）。 

【ＫＤＤＩ株式会社】 

・ ひかり電話通話トラヒックの予測にあたっては、通話トラヒッ

ク総量の傾向ではなく、ひかり電話発着信の対地別の契約者数

の変動と、１ユーザあたりトラヒックの変動をそれぞれ反映し

ています。１ユーザあたりトラヒックの変動は、固定電話（加

入電話・公衆電話・ＩＳＤＮ）（以下、ＰＳＴＮ）ユーザがひ

かり電話へ移行する実態も反映するため、ＰＳＴＮを含めて算

定しています。 

・ ＫＤＤＩ殿の試算方法は当社では分かりかねますが、当社とし

ては、ひかり電話通話トラヒックが減少傾向にある実態や、申

請概要資料において「ＮＧＮ接続料は接続料規則の規定により

（３条許可を受けない限り）調整額が０であるため、（中略）

予測実績間の関係の推移状況を注視することが重要である」と

の指摘があること等を踏まえ、今後、予測方法の変更や算定方

式の見直しについて検討していく考えです。 
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区分 他事業者意見 当社意見 

ひかり電話の接続料（IGS接続機能）については、通信時間・通

信回数が減少傾向にあり将来原価方式による接続料算定の継続に

ついて課題があるかもしれないとの議論がなされています。しかし

ながら、近年は PSTNから IP網へのマイグレーションの進展などの

環境変化もあり短期間で接続料の変動が激しいサービスも見受け

られるところ、マイグレーションの完了までの間は費用や需要の変

動が大きくなることも想定されるため、算定方式の見直しには慎重

な検討が必要です。 

【ソフトバンク株式会社】 
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区分 他事業者意見 当社意見 

料金表第１表接続

料金第２網改造料

１－１（網改造料の

対象となる機能）第

53 欄に関するご意

見 

今回の変更案では，PPPoE方式の網終端装置（以下，「NTE」とい

います．）の機能を「インタフェースを付与する機能」から「イン

タフェース『相当』を付与する機能」と変更することとされていま

す．これは，従来の規定に比べて NTT東西の恣意的な裁量が入り込

む余地を生じるおそれがあります． 

NTT東日本において，C-20型および C-50型 NTEにおいて法令や

接続約款の規定に抵触する接続料を取得していたことが明らかに

なり，他事業者・事業者団体からの指摘を契機に総務省が行政指導

（平成 30年(2018年)12月 18日付総基料 270号）を行ったのと概

ね同時期に本件変更申請に及んだことからも，この懸念は適切に解

消していただく必要があります． 

ISP事業者が NTEのインタフェース部分にあたる費用を負担し，

残りは NTT 東西が負担することは従来から変わらないルールです

が，ここに「相当」の文言を入れることで，C-20型や C-50型のよ

うな，本来の費用負担のルールから外れる網改造料の設定が行われ

ることになれば本末転倒です． 

少なくとも，同じ機器であれば同じ接続料となる現在の制度は維

持すべきで，ここに利用者数に応じて利用部門との配賦割合を変え

ることが可能と読めるような規定を設けるべきではありません． 

現行の NTEでは，インタフェースパッケージが本体と一体になって

いることが本改定の理由と思いますが，それは機種によって異なる

ものですし，設備と機能は従来から必ずしも一致するものではない

ので，現在の規定のまま，引き続き公正妥当な配賦をすることで十

分です． 

NGNの設備は NTT東西が利用者から回収する料金でまかない，ISP

事業者はNTEのインタフェース部分からユーザ側の区間の費用を負

担するというルールを一方的に変更するようなことは，NTT東西に

よる優越的地位の濫用に他ならないため反対です． 

【ＥｄｉｔＮｅｔ株式会社】 

・ 本接続約款変更は、現行装置がＰＰＰｏＥ接続の提供開始当初

の装置と異なり、インタフェースパッケージ部分が物理的に独

立しておらず、実態に即した形に変更するために「相当」の文

言を追加するものであり、算定の方法も変わらず、当社の恣意

的な裁量を入り込ませるものではありません。 
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区分 他事業者意見 当社意見 

 

今回の変更案では、PPPoE-NTEの機能を「インタフェース『相当』

を付与する」とされており、従来の規定に比べて NTT東西の恣意的

な裁量が入り込む余地を生じるおそれがあります。NTT東日本にお

いてC-20型およびC-50型NTEの問題が生じたところで規定の変更

に及んだことからも、この懸念は適切に解消していただく必要があ

ります。あくまでもインタフェース部分にあたる費用を負担するこ

とは従来から変わらないルールです。ここに「相当」の文言を入れ

ることで、C-20型や C-50型のような、従来からの費用負担のルー

ルから逸脱する網改造料の設定が行われることになれば本末転倒

です。少なくとも、同じ機器については同じ接続料となる現在の制

度は維持すべきで、ここに利用者数に応じて利用部門との配賦割合

を変えることが可能になるような規定を設けるべきではありませ

ん。現在の規定のまま、引き続き公正妥当な配賦をするべきです。 

NGN の設備は NTT 東西が利用者から回収する料金でまかない、ISP

事業者はNTEのインタフェース部分からユーザ側の区間を負担する

というルールを一方的に変更し、強いることは、消費者に対するサ

ービス区間を一方的に変更することであり、かつ接続事業者に対す

る NTT東西の優越的地位の乱用に他ならないため反対します。 

【一般社団法人日本インターネットプロバイダー協会】 
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区分 他事業者意見 当社意見 

料金表第１表接続

料金第２網改造料

１－１（網改造料の

対象となる機能）第

53 欄ウ欄の機能か

ら同欄ア欄又は IP

通信網終端装置（増

設基準を設けるも

のに限ります。）に

おいて料金表第１

表接続料金第２網

改造料１－１（網改

造料の対象となる

機能）第 53欄ア欄

によらずに PPPoE

接続を行うための

機能への変更に関

するご意見 

本来 PPPoE方式の NTEは，NTT東西の負担で円滑なインターネッ

ト利用を可能にする程度に用意していただく必要があるにもかか

わらず，現状の「増設基準」はトラヒックの増加の現状に全く追い

ついておらず，当社や所属団体の JAIPAもかねてから主張している

通り，引き続きセッション数の引き下げや，トラヒックベースへの

移行が必要です． 

「増設基準」は今後も，円滑なインターネット利用が可能な水準，

すなわち本来の水準に是正されるはずのものですから，D型 NTE（料

金表 網改造料 53 欄ウ欄に規定する NTE をいいます．）を他の NTE

に変更できる経過措置を平成 30年（2018年）5月 31日時点で設置

されている D型 NTEに限り，さらに「今回の接続約款変更から 3か

月以内」とするのは不当ないし不十分です．少なくとも今回の増設

基準の問題が最終的に決着してから一定の期間を経過するまでは，

すべてのD型NTEについてその他のNTEへの変更を認めるべきと考

えます． 

よって，「平成 30年５月 31 日までに申込みがあったＩＰ通信網

終端装置」との限定をなくすとともに，「本規定の適用日から３ヶ

月を経過する日までに協定事業者が申し出た場合」についても，当

面の間の経過措置とすべきです． 

【ＥｄｉｔＮｅｔ株式会社】 

 

本来 PPPoEの NTEは、NTT東西の負担で円滑なインターネット利

用を可能にする程度に用意していただく必要があるにもかかわら

ず、現状の「増設基準」はトラヒックの増加の現状に全く追いつい

ておらず、引き続き引き下げや、トラヒックベースへの移行が必要

です。「増設基準」は今後も、円滑なインターネット利用 が可能な

必要な水準、つまり本来の水準に是正されるべきものですから、D

型 NTEを他の NTEに変更できる経過措置を「今回の接続約款変更か

ら 3か月以内」とするのは不当ないし不十分であり、少なくとも「増

設基準」が最終的に決着して一定期間を経過するまでは、引き続き

・ Ｄ型かそれ以外のメニューを用いるかについては接続事業者

が自由に選択可能ですが、Ｄ型に係る接続約款変更認可申請時

に情報通信行政・郵政行政審議会より「本件追加メニューから

現行メニューへの移行を接続事業者が要望する場合は、接続約

款の規定に従いこれをスムーズに実現できるよう対応するこ

とが適当」との見解が示されたことを踏まえ、Ｄ型に係る接続

約款変更の認可後から２０１８年６月の増設基準見直しまで

に申し込まれたＤ型からそれ以外のメニューへの変更を例外

的な経過措置として規定したものです。 

・ なお、当社の周知から対象の接続事業者が申出を行う期間を考

慮し、３ヶ月の受付期間を設定しています。 
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区分 他事業者意見 当社意見 

変更を認めるべきです。 

【一般社団法人日本インターネットプロバイダー協会】 
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区分 他事業者意見 当社意見 

網終端装置の増設

基準に関するご意

見 

今回の接続約款変更案のうち，PPPoE方式の NTEに関する部分は，

NTT東日本が C-20型，C-50型 NTEについて行政指導を受けたこと

が端緒と思われますが，今回 NTT東西は，接続約款を変更すること

で NTEの増設費用を ISP事業者に転嫁しようとしている状況です． 

そもそも NTT東西は，円滑なインターネット利用が可能な程度の

台数の NTEを用意する必要があるのですから，現状の問題は「増設

基準」がトラヒックの増加に追い付いていないことに結局行きつく

ものです．NTT東西は従来から「利用者料金がユーザ数単位である

ので，セッション数ベースが妥当である」と主張していますが，利

用者料金がユーザ数単位なのは ISP事業者も同じであり，その中か

らバックボーンや通信機器のコスト削減を行い，回線容量の増強に

努めているのです．よって NTT東西は直ちに「増設基準」をトラヒ

ックベースに変更する必要があります．総務省においては，本件接

続約款変更をただ認可するのではなく，トラヒックおよび接続約款

の規定に見合った増設が可能になるよう，引き続き注視くださるよ

うお願いします． 

【ＥｄｉｔＮｅｔ株式会社】 

 

今回の接続約款変更案のうち、PPPoEの NTEに関する部分の変更

は、NTT東日本が C-20型、C-50型 NTEについての行政指導を受け

たことが端緒と思われますが、今回 NTT東西は、接続約款を変更す

ることでNTEの増設費用をISP事業者に転嫁しようとしている状況

です。そもそも NTT東西は、円滑なインターネット利用が可能な程

度の NTEを用意する必要があるのですから、現状の問題は「増設基

準」がトラヒックの増加に追い付いていないことに結局行きつくも

のです。NTT東西は総務省の接続料の算定に関する研究会の席上で

「利用者料金がユーザ単位料金であるのでセッションベース基準

が妥当である」と主張していますが、ISPや Youtube, Google, Yahoo 

など、ユーザ単位で課金しながらもトラヒックベースで増設してい

ることから、NTT東西の主張は業界の常識に照らして合理性があり

・ 当社は、円滑なインターネット接続を実現する見地から増設基

準を定めており、今後も、インターネット接続全体の状況を踏

まえ、接続事業者毎の網終端装置の状況や、今回の基準見直し

に伴う接続事業者からの増設申込状況等の個別状況を確認し

た上で、引き続き、接続事業者と協議の上、いただいたご意見

を参考にしながら、増加するトラヒックに対応可能となるよう

な見直しの必要性について検討していく考えです。 

・ 「ＮＴＴ東西は直ちに「増設基準」をトラヒックベースに変更

する必要があります．総務省においては，本件接続約款変更を

ただ認可するのではなく、トラヒックおよび接続約款の規定に

見合った増設が可能になるよう，引き続き注視くださるようお

願いします．」とのご意見について、当社は、これまでに現行

メニューにおける増設基準の見直し（基準セッション数の２

０％引き下げ）を２０１８年６月１日に実施しました。その後、

「接続料の算定に関する研究会（第２０回）」において、接続

事業者毎、県等域毎の網終端装置の帯域利用率を提示するとと

もに、帯域利用率の高いエリアについては、従前どおり、トラ

ヒック状況の改善に向けた取組みを接続事業者と連携し実施

しているところです。 

・ また、トラヒック計測について、現状、接続事業者に対し、ト

ラヒックレポートシステムを用いてトラヒック状況を開示し

ているところですが、いただいたご要望等を踏まえ、トラヒッ

クの「見える化」の一環として、計測時間の見直しの検討を進

めているところです。 

・ なお、インターネットの利用環境をより良くするためには、Ｉ

ＳＰ事業者との相互協力が必要と考えており、今後、当社のみ

ならず関係事業者がエンドユーザへトラヒックの「見える化」

を進める等、必要な取組みを推進していきたいと考えます。 
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区分 他事業者意見 当社意見 

ません。よって、NTT東西は「増設基準」を直ちにトラヒックベー

スに変更する必要があり、総務省においては本件の接続約款変更を

ただ認可するのではなく、トラヒックおよび法令の規定に見合った

「増設基準」への変更をすべきです。また、トラフィック計測は業

界標準の 5分おきにすべきです。(ここでいう 5分計測とは、5分間

にインタフェースで送信及び受信した総データ量を時間で割った

もので、これを 1時間に 12回行うことを指します。） 

【一般社団法人日本インターネットプロバイダー協会】 
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区分 他事業者意見 当社意見 

事前調査申込手続

きに係る改定 

事前調査申込書の不備が受付後に確認された場合、その不備に起

因する検討期間は本来、生じないはずのものであり、事前調査申込

回答の期間計算から除くことに一定の合理性があるものと考えま

す。しかしながら、不備の有無や除外される期間を NTT東西殿が一

方的に判断される場合、恣意的な運用がなされる恐れがありますの

で、判断の理由と除外される期間の算定根拠を示していただくなど

申込事業者により判断の妥当性を検証可能な仕組みが必要と考え

ます。 

【ソフトバンク株式会社】 

・ 当社は、申請中の本規定に基づき事前調査を行うにあたり当社

が事前に確認を要すると判断した場合、申込事業者へ協議によ

り該当箇所および判断の理由をお示しすることに加え、その確

認が完了次第、速やかに申込事業者へ通知する考えです。これ

により、申込事業者において、判断の理由および除外される期

間について明確になると考えます。 
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区分 他事業者意見 当社意見 

県間通信用設備の

不可避性に関する

ご意見 

当社の所属団体である JAIPAもかねて主張していますが，NGNの

利用が拡大するにつれて，県間区間伝送機能の利用が事実上必須に

なってきていることから，県間区間の接続料制度についても，第一

種指定電気通信設備として扱うか，これと同等の規律を適用するこ

とが必要と考えます。 

例えば，IPoE接続に参入するためには，事実上県間区間伝送機能

を利用することが必須になっていますが，この接続料は高額で，当

社のような地域 ISPが利用することは困難ですし，IPoE接続を考え

る上でのハードルの 1つになっています．県間区間伝送機能の接続

料が妥当な水準に引き下げられ，同時にコストドライバもスモール

スタートが容易なものになれば，当社も利用を検討することが可能

になってきます．現状より多くの ISP事業者が市場に参入（市場の

地理的範囲を拡大）することは，競争の促進にもつながると考えま

す。 

【ＥｄｉｔＮｅｔ株式会社】 

 

JAIPA も従来から主張していますが、NGN の利用が拡大するにつ

れてインターネット以外(優先転送や電話サービス等)接続事業者

にとっては県間区間伝送機能の利用が事実上必須になっているこ

とから、これも第一種指定電気通信設備に組み入れるか、第一種指

定電気通信設備と同等の規律を設けることが必要です。 

【一般社団法人日本インターネットプロバイダー協会】 

 

今後の具体的な検討の進め方については、研究会（第 19 回）に

おいて、県間接続機能について機能別にその不可避性の評価や今後

の検討事項が示されていますが、そもそも県間設備は第一種指定電

気通信設備である県内設備と一体的に利用されることから、その不

可避性は自明であると考えます。なお、一部の県間接続機能につい

ては他の県間接続機能よりもその利用の不可避性が低いのではな

・ 「県間区間伝送機能の利用が事実上必須」「県間設備は第一種

指定電気通信設備である県内設備と一体的に利用されること

から、その不可避性は自明」とのご意見ですが、「接続料の算

定に関する研究会（第２０回）」において当社より発表したと

おり、当社の考えは以下となります。 

- 「ＢＥ接続」「優先パケット接続」については、接続事業

者が「自前構築」、「中継事業者からの調達」または「当

社の県間通信用設備の利用」という複数の選択肢の中か

ら、自身にとって最適な方法を選択可能であること、ま

た、ＩＰｏＥ方式において、当初から設置していた東京・

大阪以外の道府県においてもＰＯＩの設置を進めてお

り、今後も要望に応じて、ＰＯＩ増設の検討を行う考え

であることから、「県間区間伝送機能の利用が事実上必

須」「県間設備は第一種指定電気通信設備である県内設備

と一体的に利用されることから、その不可避性は自明」

とのご指摘には当たりません。 

- 「ＩＰ音声接続」は、具体的な設備構成、費用負担方法等

の扱いが定まった後に議論すべきと考えますが、トラヒッ

クが縮小傾向となっていることを踏まえ、東京・大阪の２

箇所に全事業者共通のＰＯＩを集約することで事業者間合

意したものであり、当社と他事業者が対称・対等な関係で

接続することから、当社のネットワークのみが不可避的な

利用とはなりません。 

・ このように、中継事業者等の各社と当社が競争環境にあること

を踏まえれば、当社を含めた全ての県間通信用設備の利用は、

これまでと同様、当事者間の協議に委ねられるべきものであ

り、新たな規律は不要と考えます。 

・ また、当社としては、今後も調達・構築等のコスト効率化を進

めていく考えです。その際、他事業者が安価に県間通信用設備

を提供できるというのであれば、それを基に設備構築を行い、
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区分 他事業者意見 当社意見 

いかとの評価が提案されていますが、これらの機能は１の設備を共

通的に利用するものであり、その設備が NGNの利用にあたり一体不

可分の関係にあることからすると個々の機能で評価するのはなく

総合的に不可避性の評価を実施すべきと考えます。そのうえでコロ

ケーションや電柱と同様に第一種指定電気通信設備との接続を円

滑に行うために必要なものとして規律の対象とし、総務省殿におい

てその適正性を検証いただくのが適当と考えます。 

【ソフトバンク株式会社】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その結果生じるコスト効率化による見直しの検討も可能と考

えます。 

・ なお、県間区間伝送機能の接続料について、「この接続料は高

額」とのご指摘ですが、上述のとおり、複数の選択肢がある中

で、当社県間通信用設備を利用している事業者が複数いること

を踏まえれば、当社の県間接続料は市場において合理的な水準

であると考えますが、スモールスタートでの利用を要望いただ

ければ、ビジネスベースでの料金上の方策の検討も可能と考え

ます。 
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区分 他事業者意見 当社意見 

県間通信用設備の

適正性に関するご

意見 

引き続きNGN県間設備の接続料に関する規律の在り方については

検討が必要と考えます。研究会第二次報告書において「第一種指定

電気通信設備との接続に当たり不可避的に経由し一体的な利用が

行われている場合における県間設備の接続料・接続条件について

は、その透明性・公平性及び適正性が特に重要であると考えられ

る。」とされております。接続料算定についての考え方が十分に説

明されず、その検証に必要な情報が開示されない現行ルールのもと

では、仮に NTT東西殿の非指定約款での提供条件が公表されるとし

ても、それは一方当事者からの説明であり、その適正性を接続事業

者側か十分に検証できないことから適正性の確保については問題

があるものと考えます。また、事業者間協議における課題も弊社が

従前より主張*している通りです。 

実際に、IP 通信網県間区間伝送機能に係る接続料については、

2014年以降見直しがなされず、機器コストの低廉化が適切には反映

されていないと考えられるなどその適正性に疑問が生じる状態が

生じております。このような現状を踏まえると、円滑な接続のため

にどのような仕組みを作るかを検討すべき段階にきております。 

 

*「接続料の算定に関する研究会」第二次報告書（案）に対する弊

社意見（平成 30年８月 31日） 

【ソフトバンク株式会社】 

 

・ 「適正性を接続事業者側が十分に検証できないことから適正

性の確保については問題」とのご指摘についてですが、弊社が

従前より主張しているとおり、接続料の適正性の確保に向け

て、これまでも接続事業者に丁寧にご説明を行ってきました。 

・ ご指摘の県間接続料の協議においても、ソフトバンク殿が想定

される県間通信用設備と当社が実際に調達等しているものと

の違いにより、ソフトバンク殿の想定される水準と当該接続料

水準に差が生じているとのご意見をいただきましたが、度重な

る協議の中で、ご要望に応じ、検証の前提となる、設備の構成

や設置時期等を提供してまいりました。その結果、現に自ら県

間通信用設備を保有するソフトバンク殿が検証した上で、県間

接続料の適正性に納得いただき、合意に至ったものと考えてい

ます。 

・ このようなすり合わせは、当事者間の協議に委ねられるべきも

のであり、新たな規律は不要と考えます。 

 



 

23 

 

区分 他事業者意見 当社意見 

長期増分費用方式

で算定する接続料

で用いるモデルに

関するご意見 

固定電話（加入電話＋ISDN）の契約者数 1,866 万加入（※3）に

対して、0ABJ-IP電話の契約者数は 3,421万件（※3）まで拡大して

おり、固定電話市場は着実に IP化が進捗しております。また、PSTN

マイグレーションにおいて、2021年 1月からは、実際に NTT東西ひ

かり電話発着トラフィックの IP-POI への切替が開始されるスケジ

ュールとなっており、加入電話（PSTN）からメタル IP 電話（IP）

への切替も 2024年 1月から開始され、2025年 1月に終了する予定

となっております。 

一方で、2019年度から 2021年度においては、IP網を前提とした

接続料原価の算定に向けた段階的な移行時期として、まずは改良

PSTNモデルにより接続料を算定することとし、同モデルによって算

定される接続料水準が、LRIC検証に耐えられないことが分かった場

合には、それに代えて、改良 PSTNモデルと改良 IPモデルの組み合

わせ（４対１等）へ移行の段階を進めることとされ、平成 31（2019）

年度接続料は、改良 PSTNモデルにて算定されています。 

2022年度以降の次期適用期間においては、実際に IP網への移行が

完了する予定であるため、接続料算定に長期増分費用（LRIC）方式

を適用する場合に検討するモデルは、今までのように PSTN 網に適

用するための IPモデルではなく、IP網に適用するための IPモデル

を前提として検討すべきであると考えます。 

なお、「平成 31年度以降の接続料算定における長期増分費用方式

の適用の在り方について」において示されたとおり、次期適用期間

以降の接続料算定に用いる方法として LRIC 方式や他のオプション

の採用の適否を検討していく上では、メタル IP 電話の設備構成や

コスト見通しを具体的に把握することが望ましいため、特に大きな

コスト課題となる加入者交換機（メタル収容装置）の今後のコスト

の見通しについて、NTT東西はできる限り早期に明確にしていくこ

とが必要であると考えます。 

※３：総務省「電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半

期データの公表」 （平成30年度第 3四半期（12月末））より 

・ ２０２２年度以降の次期適用期間に用いる接続料算定方法に

ついては、「平成３１年度以降の接続料算定における長期増分

費用方式の適用の在り方について」に記載のとおり、そもそも

ＬＲＩＣ方式自体があくまで有力なオプションとして位置づ

けられているに過ぎず、今後、他のオプションと共に採用の適

否を検討していくことが必要とされている認識です。まして

や、現時点において、ＩＰ網への移行が完了することをもって、

次期適用期間以降の接続料算定にＩＰモデルを用いるものと

はされていません。 

・ 当社としては、固定音声通信市場の縮小や音声通信以外のコミ

ュニケーション手段の充実といった市場環境・競争環境の変化

を踏まえ、旧来の規制は適宜適切に見直しを行い、むしろＩＣ

Ｔ社会の一層の進展による新たな付加価値創造を促すような

政策に転換すべきと考えます。 

・ ＬＲＩＣ方式は、これまで地域通信網の非効率性を排除するこ

とを目的として、ＰＳＴＮに係る接続料算定に用いられてきた

ことを鑑みると、広く普及した技術を用い、他事業者でも同様

に構築しているＩＰ網に適用する必要性はないと考えます。 

・ なお、当社としては、ＩＰ網への移行後、①事業者間接続は、

原則、二者間での直接接続となり、当社と他事業者は対称・対

等な接続形態・取引関係となること、②ＩＰ網は同様の技術を

用いて他事業者も構築しており、当社の接続料水準を検証可能

であることから、ＰＳＴＮ接続料水準が他事業者の事業運営に

与える影響はますます小さくなるとともに、透明性の確保や非

効率性の排除等というＬＲＩＣ方式の意義は更に失われるも

のと考えています。 

・ したがって、上記①②の点や、そもそも当該方式を採用してき

た目的・意義に照らして、また、今後のＩＰ網への移行後のＰ

ＳＴＮサービスの位置づけや市場環境等を見据えて、ＬＲＩＣ

方式の撤廃も含め、複数の選択肢の中から検討していただきた
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区分 他事業者意見 当社意見 

【ＫＤＤＩ株式会社】 

 

 

 

 

 

 

従前より弊社が主張している通り、「現時点で利用可能な最も低

廉で最も効率的な設備や技術を採用する」という LRIC モデル検討

における基本的事項に鑑みれば、今期適用期間から、改良 IP モデ

ルを用いて接続料の算定を行うべきと考えます。 

【ソフトバンク株式会社】 

いと考えます。 

・ ＬＲＩＣ方式や他のオプションの採用の適否を検討していく

上で、ＮＴＴ東西は特に加入者交換機（メタル収容装置）のコ

スト見通しを明確にすべき、というご意見について、お客様へ

の影響が大きい等、社会的に重要度が高い情報は、適宜適切に

提供していく考えです。 

 

 

・ 「平成３１年度以降の接続料算定における長期増分費用方式

の適用の在り方について」において、ＬＲＩＣ検証における他

律的要因の扱いは次年度に向けて検討を継続中であるものの、

今期適用期間は「接続料の算定は、まずは改良ＰＳＴＮモデル

によりこれを行う」こととされており、「改良ＰＳＴＮモデル

によって算定される接続料水準が、指針に基づくスタックテス

トによる検証に耐えられないことが分かった場合」には、改良

ＰＳＴＮモデルと改良ＩＰモデルの組み合わせによって接続

料を算定することとされました。したがって、２０１９年度接

続料は、本整理に基づき、改良ＰＳＴＮモデルを用いた接続料

の認可申請を行っています。 
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区分 他事業者意見 当社意見 

ＬＲＩＣ検証に関

するご意見 

2019年度から 2021年度においては、改良 PSTNモデルと改良 IP

モデルの組み合わせ（４対１等）へ移行の段階を進めるかどうかの

重要な判断基準として LRIC検証の結果が用いられるため、LRIC検

証については、通常のスタックテスト以上に算出過程や根拠、結果

について詳細な情報開示が必要であるとともに、総務省において

も、例えば、検証に用いている金額の根拠が適切かどうか等につい

て確認するなど、透明性・適正性を確保する取組みが必要であると

考えます。 

【ＫＤＤＩ株式会社】 

 

今回の LRIC検証の内容については、NTT東西殿よりデータや検証

プロセス等の詳細（利用者料金収入、接続料相当を具体的にどのよ

うに算出したのか、等）を提示していただき、それらの妥当性につ

いて検証すべきと考えます。 

LRIC検証は「価格圧搾のおそれが生じるか否か」という観点を評

価する仕組みですが、IP-LRICモデルの組み合わせ適否を判断する

にあたっては、ひかり電話や他社接続料といった他律的要因による

影響を排除する必要があると考えます。具体的には、LRIC検証にお

いて利用者料金収入の比較に用いられる接続料相当には、NTT東西

殿加入電話発信、NTT東西殿ひかり電話着信及び他社直収電話着信

の呼が含まれているため、IP-LRICモデルの組み合わせ適否の判定

においてはこれらを分けて評価し検証の妥当性を確保すべきです。 

なお、NTT東西殿は従前より着信先別の内訳分計、開示が困難で

あるとの主張をされていますが、「接続料と利用者料金の関係に関

する確認の結果」(平成 31年 3月 28日付東日本電信電話株式会社

及び西日本電信電話株式会社の第1種指定電気通信設備に関する接

続約款の変更案に対する意見募集別添 32)において「（注４）ひかり

電話における移動体着等を除く場合については、移動体・PHS・050・

国際着及びフリーアクセス・ひかりワイド着に相当する利用者料金

収入と接続料相当をトラヒック比（通信時間比）を用いて除外」と

・ 当社は、そもそもスタックテストの検証の目的が、接続料と利

用者料金との関係について、価格圧搾による不当な競争を引き

起こすものとならないかどうかを検証することであれば、需要

の立上げ期において普及促進的な料金を設定せざるを得ない

サービスや、需要の減少期にあって、利用者から見ると、もは

や競争を促進する意義が乏しくなっているサービスについて

は、本検証に相応しくないと考えます。そのため、①加入電話・

ＩＳＤＮ基本料、②加入電話・ＩＳＤＮ通話料、③フレッツＡ

ＤＳＬについては、需要が減少し、既に競争環境になく、不当

な競争を引き起こす状況にはないため、速やかにスタックテス

トの検証対象から除外すべきと考えます。 

・ ましてや、ＬＲＩＣ検証は、「接続料と利用者料金の関係の検

証に関する指針」に基づくスタックテストの仕組みを用いて、

ＰＳＴＮサービスにおいて価格圧搾のおそれが生じているか

を検証し、その結果に応じて接続料水準の調整を行うものであ

ることから、目的や手法の観点で、通常のスタックテストと同

一であり、通常以上の詳細な情報開示や透明性・適正性を確保

する取組みは必要ないと考えます。 

・ なお、当社は、従前より、加入電話・ＩＳＤＮ通話料以外のス

タックテストも含め、指針に則り適正に算定し、競争対抗や他

事業者との取引状況等の観点で支障のない範囲で情報開示を

行うとともに、総務省からの求めに応じてデータ提示等を行っ

ており、透明性・適正性については確保されているものと考え

ます。 

 

・ ＬＲＩＣ検証の接続料相当において、ひかり電話着信および他

社直収電話着信を分けて検証すべきというご意見について、本

検証の目的（改良ＰＳＴＮモデルを用いて算定した接続料がＰ

ＳＴＮサービスにおいて価格圧搾のおそれを生じさせていな

いかを確認すること）に照らし、接続料の算定に関する研究会
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区分 他事業者意見 当社意見 

の記載があり、このことは、自ら分計が可能であることを示す証左

に他ならず、今後も検証性向上等のため、このような手段を用いて

着信先別の分計を示していただくべきと考えます。 

また、他律的要因の考慮については、情報通信審議会答申「平成

31 年度以降の接続料算定における長期増分費用方式の適用の在り

方について」（平成 30年 10月）において「他律的要因が客観的か

つ定量的に確認できる場合には、総務省において、そうした事情を

考慮して取り扱うことを検討する余地がある」とされています。こ

の他律的要因は PSTN 接続料により価格圧搾のおそれが生じるかに

ついての判断に影響を及ぼし、判断の正確性が確保できない場合

に、それを考慮して取り扱うものであるため、必ずしも利用者料金

と接続料の差分が、営業費相当基準額を満たさないことを他律的要

因の考慮の前提とするものではなく、他律的要因の内容・性質によ

ってはその結果に依らず考慮することを排除するものではありま

せん。ひかり電話や他社接続料といった他律的要因については、

IP-LRICモデル組み合わせの適否判定の妥当性に影響するものであ

ることから、利用者料金と接続料の差分が営業費相当基準額未満で

あるかの結果にかかわらず予め考慮すべきものと考えます。 

【ソフトバンク株式会社】 

（第１６回）でも検討したとおり、ＰＳＴＮサービスの利用者

は、着信先の０ＡＢ－Ｊ番号について、ひかり電話か他事業者

直収電話であるか等の区別はつかず、着信先ごとの競争環境は

存在しないことから、利用者料金（単価）等により通常の利用

者が区別可能な範囲を超え、着信先を分けて検証をすること

は、適切ではないと考えます。 

・ 上記の考えに基づき、「接続料と利用者料金の関係に関する確

認の結果」（平成 31年 3月 28日付東日本電信電話株式会社及

び西日本電信電話株式会社の第一種指定電気通信設備に関す

る接続約款の変更案に対する意見募集別添 32）は、指針の「検

証対象に他事業者接続料を支払う需要が含まれる場合には、利

用者料金額（単価）等により通常の利用者が区別可能な範囲内

において、他事業者接続料を支払う需要をできる限り除くもの

とする。」との規定を踏まえ、ひかり電話において着信先によ

って利用者料金の異なる移動体・ＰＨＳ・０５０・国際着およ

びフリーアクセス・ひかりワイド着に相当する利用者料金収入

と接続料相当を分計したに過ぎません。一方で、着信先によっ

て利用者料金が同一であるＰＳＴＮ発ひかり電話着および他

社直収電話着をトラヒック比（通信時間比）を用いて分計する

ことは、指針の目的に照らし、検証性を向上できるものではな

いと考えます。なお、ひかり電話においても、利用者料金が同

一であるひかり電話着および他社直収電話着については、分計

しておりません。 

 

・ ひかり電話や他社接続料といった他律的要因については、利用

者料金と接続料の差分が営業費相当基準額未満であるかの結

果にかかわらず予め考慮すべきというご意見について、ＬＲＩ

Ｃ検証は、改良ＰＳＴＮモデルを用いて算定した接続料がＰＳ

ＴＮサービスにおいて価格圧搾のおそれを生じさせていない

ことを確認するために行うものであることから、営業費相当基

準額を確保できているならば、他事業者においても当社と同等
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区分 他事業者意見 当社意見 

の利用者料金を設定することが可能であり、そもそも価格は圧

搾されていません。 

・ よって、まずは指針に基づく従来のスタックテストの方法に則

って、利用者料金と接続料の差分が営業費相当基準額を下回ら

ないものであるかどうかの検証を行い、価格圧搾のおそれが認

められる場合に、他律的要因を考慮すべきであると考えます。 
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 情報通信行政・郵政行政審議会議事規則第４条及び接続に関する議事手続規則第２条の

規定により、平成 31 年３月 29日付けで公告された接続約款の変更案等に対し提出された

意見に関し、別紙のとおり再意見を提出します。 

 

 

 

 

 

 



（別紙） 
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区分 他事業者意見 当社意見 

接続専用線の接続

料に関するご意見 

接続料金の上昇傾向が続くと考えられていたメタル接続専用線

について、2年連続の減少となるのみでなく、平成 31年度は大幅な

減少となっています。通信路設定伝送機能については、情報通信行

政・郵政行政審議会答申書（平成 28年 3月 31日）において、中長

期的な接続料原価の推移の予測に資する情報として、例えば設備更

改に係る計画、コスト削減に向けた取組等を開示することにより、

接続事業者の予見性をさらに高めるための方策の検討を行うべき

とされ、これに基づき NTT東西殿に要請が行われました。これを受

けて、平成 28 年に専用ノード装置等の更改に係る見通しが NTT東

西殿より開示されましたが、費用への影響の程度が分からない上

に、平成 29 年以降は情報開示が実施されておらず、今回の大幅な

減少について予見することはできない状況でした。今回のように接

続料が激変すると、接続事業者としてはサービスの継続や予算等の

事業計画を立てることが困難であり、また接続料が上昇することを

要因として、ネットワークの切替えをお願いしていたユーザに対し

ても説明が困難な状況となっています。 

このような状況から、接続事業者の予見性を高めるためには、設

備更改やコスト削減に向けた取組等に関する具体的な費用への影

響額を含め開示いただいたうえで、上記答申に基づき次年度以降に

ついても引き続き中長期的な接続料の見通しを開示していただき

たいと考えます。 
【ソフトバンク株式会社】 

・ ご指摘の２０１６年度における専用ノード装置等の更改に係

る情報開示については、２０１３年度から実施していた専用線

ノード装置等の設備更改の影響により原価の増減がそれまで

の傾向と異なっていたことから、中長期的な接続料原価の推移

の予測に資する情報として、専用線ノード装置等に係る２０１

３年度から２０１６年度までの設備更改の実施スケジュール

および２０１２年度から２０１５年度までの専用線に係る接

続料原価の実績推移をお示ししたものです。 

・ また、当社は、これまでも接続事業者の予見性を向上させる観

点から、接続料の再計算報告と合わせて、ドライカッパ、接続

専用線、中継ダークファイバ等の原価、需要、単価等を接続料

の認可申請に先んじて開示しています。 

・ しかしながら、専用ノード装置等の更改を含め設備維持を行う

ために必要なコストが、将来、どの年度でどの程度発生するか

を見通すことは困難です。また、将来の接続料水準については、

コストの見通しだけでなく、接続事業者および当社利用部門の

需要動向や自己資本利益率の状況等によっても大きく変動す

るものであるため、それを予測することも困難です。 

そのため、仮に将来の接続料水準を大胆に推計して開示したと

しても、不確実な予測に基づく接続料の開示は接続事業者の予

見性の確保につながらないと考えます。 

・ 当社としては、今後も、原価、需要、単価等の速報値の開示等、

事業者の予見性確保に向けた情報開示に努める考えです。 
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区分 他事業者意見 当社意見 

ドライカッパ接続

料に関するご意見 

平成31年度接続料改定に係るNTT東西殿主催の説明会において、

ドライカッパ接続料低廉化の要因の一つとして、今後利用見込みが

ない回線の減損処理を実施したとのご説明がありました。加えて、

同説明会では、減損については大部分の処理が終わったとのご説明

もありましたが、今後もメタル回線は需要が減少していくと見込ま

れることから、引続き利用見込みが無くなった資産については、毎

年減損処理を実施するべきと考えます。 

また、接続専用線の部分でも述べましたが、接続事業者の予見性

を高めるといった観点から、メタル回線についても同様に、設備更

改やコスト削減に向けた取組等に関する具体的な費用への影響額

を含めて開示いただいたうえで中長期的な接続料の見通しを開示

すべきと考えます。 

【ソフトバンク株式会社】 

・ 今後のメタルケーブルの減損処理については、メタルケーブル

の利用状況等を踏まえつつ、当社として必要に応じて対応を進

めていく考えです。 

・ 中長期的な接続料について、接続専用線の接続料と同様に、設

備維持を行うために必要なコストが、将来、どの年度でどの程

度発生するかを見通すことは困難です。また、将来の接続料水

準については、コストの見通しだけでなく、接続事業者および

当社利用部門の需要動向や自己資本利益率の状況等によって

も大きく変動するものであるため、それを予測することも困難

です。そのため、仮に将来の接続料水準を大胆に推計して開示

したとしても、不確実な予測に基づく接続料の開示は、接続事

業者の予見性の確保につながらないと考えます。 

・ 当社は、これまでも接続事業者の予見性を向上させる観点か

ら、接続料の再計算報告と合わせて、ドライカッパ、接続専用

線、中継ダークファイバ等の原価、需要、単価等を接続料の認

可申請に先んじて開示してきており、今後も、接続料金の速報

値の開示等、事業者の予見性確保に向けた情報開示に努める考

えです。 
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区分 他事業者意見 当社意見 

認可申請時期に関

するご意見 

平成 31年度接続料改定に関しては、実績原価方式に基づくもの、

加入光ファイバ、次世代ネットワーク、及び長期増分費用に基づく

ものについて、それぞれ 4月 1日から適用すべき料金にもかかわら

ず 3月申請となり、その結果、遡及精算を実施することが確定して

います。各研究会等で算定方法について議論されている機能・料金

等については、認可申請が遅れることについて理解できますが、議

論の影響が特にないものについては速やかに申請していただきた

いと考えます。なお、加入光ファイバ等は現在も研究会等で算定方

法について議論されていますが、次年度以降、極力認可申請が遅れ

ないよう、速やかに検討を進めていただきたいと考えます。 

【ソフトバンク株式会社】 

・ ２０１９年度適用接続料については、「接続政策委員会」およ

び「接続料の算定に関する研究会」の議論や、各種状況を踏ま

え、２０１９年３月に認可申請を行ったものです。 

・ 当社としても、本来であれば接続料の遡及精算が発生しないよ

う、適用年度の開始までに認可されることが望ましいと考えて

おり、次年度以降においても、委員会の議論状況等を踏まえつ

つ、速やかな接続料の認可申請に向けて、引き続き対応してい

く考えです。 
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区分 他事業者意見 当社意見 

コロケーション費

用予見性向上に関

するご意見 

平成 30 年度接続料に係る情報通信行政・郵政行政審議会答申書

（平成 30年５月 25 日）において、東日本電信電話株式会社殿(以

下「NTT東日本殿」といいます。)及び西日本電信電話株式会社殿（以

下「NTT 西日本殿」といいます。）（以下併せて「NTT 東西殿」とい

います。）に対し、コロケーション費用の予見性向上のための取組

について、更に改善の余地がないか検討すべきとされ、これに基づ

き要請が行われました。これを受けて、NTT東西殿より平成 31年度

のコロケーション費用に係る予見性確保の取組みとして、10月末に

電気料の試算値が開示されました。しかしながら、平成 30 年度に

おいては、調整額の影響もあり、電気料より設備使用料の変動が大

きかったことを踏まえると、電気料の情報開示のみでは不十分であ

るため、主要エリアだけでも電気料と同様に設備使用料の情報につ

いても 10月末に開示する必要があると考えます。 

【ソフトバンク株式会社】 

・ これまで、接続事業者の予見性確保の観点から、コロケーショ

ン費用の速報値として、主要エリア（東京・神奈川）における

ビル毎の設備保管料（スペース料・電気料）および設備使用料

（電力設備・空調設備使用料等）を、接続料の認可申請の時期

に合わせ、例年１月末頃に「早期開示」として開示していると

ころです。 

・ 上記に加え、２０１８年度より、予見性向上に資する新たな取

組みとして、接続事業者にご負担いただくコロケーション費用

において最も負担割合が大きく、接続会計結果に基づく諸比率

等を用いる必要がない電気料について、毎年度１０月末に電力

会社の公表値に基づく試算値を開示しました。 

・ ご指摘の「設備使用料（電力設備・空調設備使用料等）」につ

いては、１０月末に総務省殿に報告する各種諸比率を用いる必

要があることから、主要エリアのみであっても単金を１０月末

に開示することは困難ですが、更なる予見性向上の取組みとし

て、１０月末までに、設備使用料の算定に用いる「設備管理運

営費比率」を開示するとともに、１１月以降、早期開示の前ま

でに、主要エリアにおけるコロケーション実績の多いビル等を

数ビル抽出したうえで、設備使用料の試算値を開示することと

します。 
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区分 他事業者意見 当社意見 

光ファイバの耐用

年数に関するご意

見 

 

加入光ファイバの接続料算定に用いる耐用年数について、接続料

の算定に関する研究会（以下「研究会」といいます。）第一次報告

書（平成 29年 9月）において「７つの関数の個々についてこれを

用いることの妥当性、また、これら全てを推計に用い、そのどれか

の推計結果の範囲内に収まっていれば耐用年数を見直す必要がな

いとすることの妥当性のいずれについても、十分説明がなされてい

るとは言えない」ことが指摘され、「経済的耐用年数の適正な推計

方法について更に十分検討を行い、設備の使用実態に合わせて、耐

用年数の見直しに向けて早期に対応する必要がある。」との考えが

示されました。その後、研究会第 11回会合（2018年1月 23日）に

おいて NTT東西殿から、2018年度第 4四半期までに見直しをする場

合には何年とするかを判断し、また早ければ 2019 年度からの見直

しを含め検討する考えが示されました。 

しかしながら、研究会第 17回会合(2018年 12月 19日)における

事務局資料において「2019年度の早い時期までに改めて検討に関す

る状況について聴取することが適当」と記載され、スケジュールが

遅れたように見受けられますが、NTT東西殿からは遅れた理由や、

見直し時期を含む変更後のスケジュールについて説明がない状況

です。 

つきましては、NTT東西殿はスケジュールが遅れた理由や変更後

のスケジュール等について改めて説明することに加え、第 15 回研

究会（2018年 11月 1日）の非公開会合にて FY17年度末のデータを

用いた推計結果が示された以降は議論がないことからも、速やかに

研究会等の場で検討状況の聴取を行い適正性に関する検証を進め

るべきであると考えます。 

【ソフトバンク株式会社】 

 

・ 光ファイバの耐用年数について、財務会計上の観点から、「材

質・構造・用途・使用上の環境」、「技術の革新」、「経済的事情

の変化による陳腐化の危険の程度」等の最新の市場動向を踏ま

え、今後の陳腐化リスクの変動要素等を総合的に勘案した結

果、２０１９年度より、架空光ケーブルは１５年から２０年に、

地下光ケーブルは２１年から２８年に、海底光ケーブルは１３

年から２１年に見直しました。 

・ 今後、当該見直しの接続料への反映に向けた対応を進めていく

考えです。 
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区分 他事業者意見 当社意見 

光ファイバの未利

用芯線に関するご

意見 

加入光ファイバの接続料算定に用いるレートベースについて、研

究会第二次報告書（2018年 10月 2日）において「レートベースの

算定に用いる正味固定資産価額も事業全体の真実かつ有効な資産

のものに限定されることが適切」と明記されています。 

また、現在 NTT東西殿は、光ファイバケーブルにおける未利用芯

線（NTT東日本殿 41.2%、NTT西日本殿 45.4%(※)）についてもレー

トベースに計上し、報酬として接続料に反映し各事業者より回収を

行っている状況です。 

本件については、研究会における検討を早急に進める必要があり

ますが、少なくとも報酬の算定において当面利用見込みのない設備

を速やかに特定のうえレートベースから除外し、今後の利用見込み

を踏まえ適切な時期から改めて組み入れるべきであると考えます。 

(※)第 16回研究会（2018年 11月 30日）の NTT東西殿資料に基

づき算出。 

【ソフトバンク株式会社】 

 

・ 光ファイバケーブルの敷設は、芯線数の少ないケーブルを需要

発生の都度、繰り返し敷設することよりも、芯線数の多いケー

ブルを将来需要や故障対応等を予め見積もった上で敷設する方

が効率的な投資となることから、当社は工事の頻度・内容によ

る費用の発生状況や物理的な制約を踏まえつつ、最適なケーブ

ルを選定し効率的な設備構築を実施しています。 

・ ご指摘いただいたような仕組みの導入は、上記のとおり、かえ

ってコストの増加を招くことから、実施すべきでないと考えま

す。 

・ 仮にこのような制度を導入した場合には、現時点での芯線使用

率のみを高めることになり、将来を見据えた光基盤構築に向け

た設備投資が停滞し、ユーザへの即応や今後の５Ｇへの対応

等、将来を見据えた光基盤構築に多大な影響が生じるものと考

えます。また、ブロードバンドサービスやモバイルの競争が進

展している中、加入光ファイバの需要を正確に見通すことは困

難な状況下において、そのリスクを一方的に設備構築事業者に

押し付けることとなり、設備構築事業者のインセンティブを著

しく阻害するものと考えます。 
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区分 他事業者意見 当社意見 

NGN のトラヒック

把握およびクラス

別コスト配賦に関

するご意見 

NGNにおけるトラヒック把握の精緻化について 

マルチキャスト方式は、放送の再送信等のトラヒックが中継ルー

タ等の下部ポートでパケットが複製されて各収容ルータに配信さ

れる仕組みであるため、これまでのトラヒック測定ポイントである

SNI収容ルータの測定だけでは、中継ルータや伝送路（中継ルータ

～収容ルータ）におけるトラヒックを精緻に把握することができな

い、という問題がありました。 

今回、この問題を是正するため、NTT東・西においてマルチキャ

スト方式のトラヒックの実態を把握するサンプル調査を実施し、そ

の結果を接続料算定に用いるトラヒックに反映させたことは適切

であると考えます。 

なお、今後、放送の再送信等を利用する利用者数の増減や中継ル

ータ・収容ルータの増減設等があった場合には、中継ルータ等の下

部ポートで複製されるパケットが増減し、各中継ルータ・収容ルー

タに配信されるトラヒックも増減することから、SNI収容ルータを

通過するトラヒックと、中継ルータ、伝送路（中継ルータ～収容ル

ータ）を通過するトラヒックの比率が変化することも想定されま

す。 

当該トラヒックの変化は、NGNにおける各機能の接続料算定に大

きな影響を与えることから、毎年度、マルチキャスト方式のトラヒ

ック実態を調査し、接続料算定に用いるトラヒックに反映させるこ

とが必要であると考えます。 

 

NGN品質クラス別コスト配賦のための新係数 

今回、品質クラス別に共用設備費用を配賦する際の重み付けに用

いるために、新たに「QoS制御係数（以下、「新係数」）」が導入され、

適用範囲は中継ルータと伝送路の共用設備費用とされています。 

新係数の検討が行われた『NGNコストドライバの見直しに関する

ワーキンググループ』（以下、「本 WG」）では、今後の検討事項等（※

＜マルチキャストトラヒック把握の精緻化について＞ 

・ ＫＤＤＩ殿のご意見のとおり、当社としても、毎年度、今回の

検討において実施した方法と同様のサンプル調査を実施し、マ

ルチキャストトラヒックを適切に接続料算定に反映する考え

です。 

 

＜ＱｏＳ制御係数について＞ 

・ 本係数は、優先制御に係るＱｏＳクラス別の物理的なコストの

把握が困難であることや、透明性の高い係数を設定する観点か

ら、トラヒックが増加した場合において、全てのＱｏＳクラス

の遅延時間が解消する必要設備量（必要帯域）に着目し、待ち

行列理論に基づく数式を用いて数理的にＱｏＳクラス別の必

要設備量（必要帯域）を求め、当該設備量の比率を係数化した

ものです。 

数理的に求められたＱｏＳクラス別の設備量（必要帯域）は、

帯域に起因してコストが変動する中継ルータ・伝送路の設備量

であることから、本係数の適用範囲は、中継ルータ・伝送路と

することが適当であると考えます。 

・ なお、当社としては、今回のコストドライバの見直しを踏まえ、

当面の間、当該算出方法を用いる考えですが、今後、環境の変

化に伴い係数の算出方法が適切でないと考えられる場合には、

改めてコストドライバの見直しについて検討する考えです。 

 

＜コスト削減の取組み内容について＞ 

・ コスト削減の取組み内容の詳細は当社の業務運営に係る情報

であるため、一律に開示することは困難ですが、事業者説明会

等において、算定根拠等を用いて丁寧に説明を実施していく考

えです。 
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区分 他事業者意見 当社意見 

1）として、「新係数がどの範囲の設備費用に適用されるべきかとい

う論点（適用範囲）と、現行の「QoS換算係数」と重ねて適用する

ことの是非及び重ねて適用する場合のその方法という論点（QoS換

算係数との関係）については、多様な意見が示され、限られた関係

者で結論を得るより、研究会会合等よりオープンな場での継続検討

を行うことが適当ではないか。」との考え方が示され、いずれの考

え方も算定方法として取り得る可能性が残っていたところです。 

本 WG で出された意見を大別すると、細かい違いはあるものの、

概ね以下の２つの考え方に集約されます。 

① 採用するコストドライバの考え方を踏まえ、適用範囲を整理 

採用するコストドライバの考え方に基づいてコストドライバの

適用範囲も整理する考え方。今回のコストドライバは、ある品質

クラスのトラヒックが増加した際、品質クラス毎に現在の品質

（遅延時間）を維持するために必要な設備量（出力帯域）が異な

ることに着目し、その差を品質クラス別のコスト配賦の重み付け

とするものであることから、出力帯域に基づいて増減する設備

（中継ルータや伝送路）に適用するという整理。 

② 採用するコストドライバの考え方とは切り離し、機能に着目し

て適用範囲を整理 

中継ルータと伝送路の共用設備費用について、大きく、優先制御

機能に係るコスト配賦と、帯域制御機能に係るコスト配賦の２つ

に分けて、それぞれに適切なコストドライバを採用するという考

え方。今回の新係数は、優先制御に基づく品質クラス別のコスト

配賦の重み付けであるため、優先制御を主とする中継ルータに適

用（ただし、帯域制御のコストドライバである QoS換算係数は重

畳適用しない）し、帯域制御を主とする伝送路には、従来の QoS

換算係数を適用するという整理。 

 

当社は、本 WG において、前者の考え方に立ち、また、コストド
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区分 他事業者意見 当社意見 

ライバの適用範囲もより実際の設備構成を踏まえて詳細に検討す

べきであることから、出力帯域の増減との連動性の高い設備である

中継ルータ及び伝送装置のインタフェースに限って新係数を適用

すべきとの考え方を提示しております。  

一方で、上記①②の考え方は、いずれも一定の合理性は有してい

ると考えられること、また、適用範囲を細かく見るのか大まかに見

るのかは、作業負荷とその効果を踏まえた決めの問題であるとも考

えられますが、今回、NTT東・西の認可申請通りに採用するにして

も、意見募集を経て修正されるにしても、どういう考え方に基づい

て新係数を採用（または修正）したのかを明確にしておくことで、

今後のコストドライバの見直しの際にも当該考え方が参考になる

ことから、「コストドライバの適用の考え方及び適用範囲」及び「新

係数と QoS換算係数との関係」については、認可にあたって、その

考え方等を明確にしておく必要があると考えます。  

また、本 WGにおける検討の結果として、「新係数は、実際のネッ

トワークの品質管理基準を算定に用いることが困難という前提を

置いて検討した結果であり、当該前提が変わることがあれば、当然

に再検討の余地が生じる」との考え方が示されたとおり、市場環境

の変化等から、ネットワークの品質管理基準等に大きな変更が生じ

た場合は、コストドライバの見直しについても検討すべきだと考え

ます。  

加えて、実際のネットワークの品質管理とコスト配賦に用いるモ

デルに大きな乖離が生じるのであれば、コストドライバとして適切

ではないため、毎年度、認可申請の際に総務省において、NTT東・

西から実際のネットワークの品質管理基準等を聴取した上で、大き

な変更がないかどうか等について確認いただくことを希望いたし

ます。  

※1:接続料の算定に関する研究会（第 19回） 資料 19-1『接続料

の算定に関する研究会 NGN コストドライバの見直しに関するワー

キンググループにおける検討の結果』 
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区分 他事業者意見 当社意見 

【ＫＤＤＩ株式会社】 

 

今回行われたトラヒック把握の精緻化及びQoS制御係数の採用に

ついては、コスト配賦の適正性を向上させる一定の効果があったも

のと考えます。しかしながら QoS制御係数の適用範囲については、

今回算定に用いられた手法以外にも多様な提案がなされており、ど

れも否定される内容ではないことから、市場環境の変化等に応じて

適宜見直しが行われるべきと考えます。 

なお、今回の接続料算定にあたっては「保守業務等の内製化やシ

ステム化の推進」が行われており、これがコスト削減に寄与してい

る旨が報告されていますが、NTT東西殿による詳細な情報開示がな

されることで接続事業者によって検証が可能となり、相互理解が深

まると考えます。 

【ソフトバンク株式会社】 
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区分 他事業者意見 当社意見 

関門交換機接続ル

ーティング伝送機

能の接続料に関す

るご意見 

現行の需要予測については、一定の考え方に基づく根拠を有して

いるものの、過去 5年間の通信回数・通信時間について認可申請時

予測と実績を比べると、認可申請時予測が毎年度数％程度（例：5

ヶ年度平均で 5.0％～6.7％（通信回数の場合））小さく予測される

傾向が続いています。 

これは、調整額が 0である将来原価方式においては、実収入が実

費用を上回る傾向が続いていることを意味していることから、需要

予測について小さく見積もり過ぎていないか等、現行の算定方法に

ついて改善できる点がないか検討することが必要だと考えます。 

具体的には、現行の需要予測は、「通信量からみた我が国の音声

通信利用状況」（総務省公表）の固定電話（加入電話・公衆電話・

ISDN）と IP 電話合算の発着に関わるトラヒック及び稼働施設数か

ら算出しておりますが、固定電話（加入電話・公衆電話・ISDN）の

需要減少が影響し、結果として、算出されるトラヒック予測が実績

よりも小さくなる傾向があることから、本需要予測がひかり電話

（IP電話）の需要予測であることを鑑み、固定電話（加入電話・公

衆電話・ISDN）と IP電話合算の値を用いるのではなく、IP電話の

発着に関わるトラヒック及び稼働施設数のみから算出し、再申請す

べきと考えます（当社試算だと、過去 5ヶ年度分について約 4～5％

程度改善することを確認）。 

【ＫＤＤＩ株式会社】 

・ ひかり電話通話トラヒックの予測にあたっては、通話トラヒッ

ク総量の傾向ではなく、ひかり電話発着信の対地別の契約者数

の変動と、１ユーザあたりトラヒックの変動をそれぞれ反映し

ています。１ユーザあたりトラヒックの変動は、固定電話（加

入電話・公衆電話・ＩＳＤＮ）（以下、ＰＳＴＮ）ユーザがひ

かり電話へ移行する実態も反映するため、ＰＳＴＮを含めて算

定しています。 

・ ＫＤＤＩ殿の試算方法は当社では分かりかねますが、当社とし

ては、ひかり電話通話トラヒックが減少傾向にある実態や、申

請概要資料において「ＮＧＮ接続料は接続料規則の規定により

（３条許可を受けない限り）調整額が０であるため、（中略）

予測実績間の関係の推移状況を注視することが重要である」と

の指摘があること等を踏まえ、今後、予測方法の変更や算定方

式の見直しについて検討していく考えです。 
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区分 他事業者意見 当社意見 

ひかり電話の接続料（IGS接続機能）については、通信時間・通

信回数が減少傾向にあり将来原価方式による接続料算定の継続に

ついて課題があるかもしれないとの議論がなされています。しかし

ながら、近年は PSTNから IP網へのマイグレーションの進展などの

環境変化もあり短期間で接続料の変動が激しいサービスも見受け

られるところ、マイグレーションの完了までの間は費用や需要の変

動が大きくなることも想定されるため、算定方式の見直しには慎重

な検討が必要です。 

【ソフトバンク株式会社】 
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区分 他事業者意見 当社意見 

IP 通信網終端装置

（増設基準を設け

るものに限りま

す。）において料金

表第１表接続料金

第２網改造料１－

１（網改造料の対象

となる機能）第 53

欄ア欄によらずに

PPPoE 接続を行う

ための機能に関す

る賛同・理解のご意

見 

トラフィックが網終端装置の上限に達するもののセッション数

に基づく増設基準を満たせない場合の対応策が無かったこれまで

の経緯から、相互接続事業者である当社の求めていた対応策の結果

のひとつが C-X型メニューの提供であると認識しております。 

エンドユーザーへの品質向上と掛けられる費用の関係を相互接

続事業者側で考量することが可能となり、こうしたメニュー追加に

よる選択肢の広がりは、相互接続事業者にとって建設的な議論が可

能となり、有益であります。 

網終端装置の増設基準について、今後も一段の見直しをしていた

だけるよう希望するところではありますが、品質と掛けられる費用

に応じて料金が変動するメニューを用意するという考え方は一定

の合理性が認められることから、C-X型が今後も提供されるよう希

望いたします。 

【フリービット株式会社】 

 

事業者のニーズに基づいて提供されてきたC-X型メニューについ

ては、これまで、インターネットトラヒック増加に対して柔軟に対

応できるメニューとして利用されております。IPoE方式とは異なり

PPPoEでは各県単位の POIで接続できることから、その接続におい

てこうしたメニューの選択肢が存在することは、事業者にとって有

益であり、仮に本メニューのような選択肢がなくなれば、増加し続

けるトラヒックへの柔軟な対応が困難になるおそれがあり、円滑な

インターネット接続に支障をきたしかねないと考えます。 

便益とコストとのバランスに応じて料金が変動するとの考え方

は合理性があることから、これまでと同様の接続条件で X型が継続

して提供されるよう、適切に接続約款の規定がなされることを希望

します。 

【ＮＧＮ ＩＰｏＥ協議会】 

 

・ 本接続約款変更案に対して、フリービット殿、ＮＧＮ ＩＰｏ

Ｅ協議会殿、ＫＤＤＩ殿および朝日ネット殿から「メニュー追

加による選択肢の広がりは有益である」という趣旨のご意見が

あったように、Ｃ－２０型等（増設基準のセッション数の閾値

に応じて、装置全体における按分比率が変動し、接続事業者が

負担する料金額が変動するメニュー）をご利用いただいている

全ての接続事業者より、継続提供のご要望をいただいているこ

とを踏まえれば、接続事業者にとっての選択肢の一つとして、

当該メニューを継続提供することは有益であり、接続料および

接続条件を接続約款に定める必要があると考えます。 
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区分 他事業者意見 当社意見 

本改定では、第一種指定電気通信設備である NGN中の網終端装置

メニューに関し、C-20 型等(※２)について補完的な機能と位置づ

け、平成 32（2020）年 6月末日まで、接続申込み及び接続用設備の

設置の申込みの受付を実施するものとする、としています。 

現状、当社では、トラヒックの混雑状況、増設基準及び網改造料

の水準等も踏まえて、C-20型等のメニューを有効に活用しているこ

とから、接続申込及び接続用設備の設置申込みの受付停止後も、

C-20型等と同等の品質メニュー・網改造料負担である代替メニュー

の提供や、時代の流れ（一契約当たりのインターネットトラヒック

の増加）に見合った新たなメニューの提供、既存メニューの増設基

準の緩和等が行われることを要望いたします。 

※２：C-20型等:IP通信網終端装置（増設基準を設けるものに限り

ます。）において料金表第１表接続料金第２網改造料１－１（網改

造料の対象となる機能）第 53欄ア欄によらずに PPPoE接続を行う

ための機能 

【ＫＤＤＩ株式会社】 

 

現行メニューのラインナップにおける C-20 型等は ISP事業者に

とって喫緊の課題である近年のトラフィック増大による輻輳問題

を解決する選択肢の一つであり、当該メニューを利用できなくなる

ことはエンドユーザー品質の低下を引き起こす懸念があるため現

在と同じ条件での継続を希望します。 

弊社は、トラフィック増大は ISP事業者にとって重要かつ継続的

な課題であり、今後も NTT東西殿と ISP事業者との間で具体的な対

策や抜本的な方向性を継続的に協議することが必要だと認識して

います。その際には喫緊の課題への対応との両立を目指すべきであ

り、現存の効果的な選択肢を排除することはエンドユーザー保護の

観点からも避けることが望ましいと考えます。 

【株式会社朝日ネット】 
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区分 他事業者意見 当社意見 

IP 通信網終端装置

（増設基準を設け

るものに限りま

す。）において料金

表第１表接続料金

第２網改造料１－

１（網改造料の対象

となる機能）第 53

欄ア欄によらずに

PPPoE 接続を行う

ための機能に関す

るご意見 

C-20型および C-50型を「補完的機能と位置付け」，当面提供する

という点についても，本来，PPPoE方式の NTEが従来の「増設基準」

で最低限のサービスを提供できていないという問題を放置するも

のです．PPPoE方式の NTEは，NTT東西の負担で円滑なインターネ

ット利用を可能にする程度に用意していただく必要があるため（総

務省からの行政指導等も踏まえて規定された接続約款 25 条 1 項 5

号），NTT 東西がこれを遵守していれば，接続事業者は本来，C-20

型のような NTEを使う必要がないはずです．最低限のサービスを提

供するために C-20 型を設置することが実質的に必須となる状況か

らすれば，先の行政指導を受けてまずすべきことは，C型全般の「増

設基準」を C-20型と同一のものにそろえ，C型の接続料で接続事業

者との接続に応じることではないかと考えます。 

よって本件の認可には反対します．総務省には，C型の接続料（イ

ンタフェース部分に対応する費用）をISP事業者が負担することで，

ユーザの円滑なインターネット利用のために必要な台数のNTEを設

置できるように，NTT東西を指導していくようお願いします。 

そもそも，NTT東日本は法令および接続約款の規定に違反して，C

型と全く同一の装置であるC-20型およびC-50型NTEの網改造料を，

C型より高く設定して接続事業者から取得していたことが問題とな

ったのですから，後から接続約款を変更して違法状態を合法にする

ことは，妥当ではありません．これが前例になってしまうと，接続

約款によらないメニューを提供し，それを既成事実化させることで

後から認可申請をすることができることになってしまい，接続制度

と相容れない結果になってしまいます．この点からも認可に反対し

ます。 

【ＥｄｉｔＮｅｔ株式会社】 

 

C-20型および C-50型を「補完的機能と位置付け」、当面提供する

という点についても、本来、PPPoEの NTEが従来の増設基準で最低

限のサービスを提供できていないという問題を放置するものです。 

・ Ｃ－２０型等をご利用いただいている全ての接続事業者より、

提供継続のご要望をいただいていることを踏まえれば、接続事

業者にとっての選択肢の一つとして、当該メニューを継続提供

することは有益であり、接続料および接続条件を接続約款に定

める必要があると考えます。 

・ 当社は、「第一種指定電気通信設備との接続の業務の適正化に

ついて（指導）」（総基料 270号）」に関する行政指導に対し、

早急な是正に向けて対応を実施しました。具体的には、Ｃ－２

０型等の新規申込の受付を停止し、利用実績のある全接続事業

者に対し、速やかにメールによる一報後、対面にて本指導の内

容、接続料請求の停止等の応急措置、当社の業務運営を是正す

るための具体的な対応方法に関し説明しました。その際、全接

続事業者から当該メニューの継続利用のご要望をいただいた

ことを踏まえ、新たな網改造機能として接続料および接続条件

を接続約款に定め、引き続き提供を行う考えです。 

・ 「接続事業者に対するＮＴＴ東西の優越的地位の濫用に他な

らない」とのご意見について、現にＣ型をご利用いただいてい

る接続事業者が一定程度いらっしゃることからＣ型は円滑な

インターネット接続を実現するために有用なメニューである

こと、また、Ｃ型とＣ－２０型等は接続事業者が自由に選択可

能であり、当社としてＣ－２０型等のみを利用するように強い

ているものではないことから、優越的地位の濫用とのご指摘に

は当たらないと考えます。 
・ 「本来、ＰＰＰｏＥの網終端装置が従来の増設基準で最低限の

サービスを提供できていないという問題を放置するもの」との

ご意見ですが、当社は、円滑なインターネット接続を実現する

見地から増設基準を定めており、２０１８年６月１日に現行メ

ニューにおける増設基準の見直し（基準セッション数の２０％

引き下げ）を実施しました。 

今後も、インターネット接続全体の状況を踏まえ、接続事業者
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区分 他事業者意見 当社意見 

PPPoEの NTEは、NTT 東西の負担で円滑なインターネット利用を

可能にする程度に用意していただく必要があるため、接続事業者は

本来 C-20型のような NTEを使う必要性がないはずです。C-20型を

設置している接続事業者が、最低限のサービスを提供するためにや

むを得ず追加負担を受け入れている現状からすれば、今回の総務省

の行政指導を受けてなすべきことは、まず C型全般の「増設基準」

を C-20と同一のものに揃え、C型の接続料で接続事業者との接続に

応じることであると考えます。そもそも、NTT東日本は法令および

接続約款の規定に反して、C型と全く同一の装置である C-20型およ

び C-50型の網改造料を、C型よりも高く設定して接続事業者から取

得していたことが問題になったのであって、違法状態を合法にする

ために後から接続約款を変更することは、明らかに妥当性を欠いて

います。NGNの設備は NTT東西が利用者から回収する料金でまかな

い、ISP事業者は NTEのインタフェース部分から ISP側区間を負担

するというルールを一方的に変更し、強いることは、消費者に対す

るサービス区間を一方的に変更することであり、かつ接続事業者に

対する NTT東西の優越的地位の濫用に他ならないため反対します。 

【一般社団法人日本インターネットプロバイダー協会】 

毎の網終端装置の状況や、今回の基準見直しに伴う接続事業者

からの増設申込状況等の個別状況を確認した上で、引き続き、

接続事業者と協議の上、いただいたご意見を参考にしながら、

増加するトラヒックに対応可能となるような見直しの必要性

について検討していく考えです。 
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区分 他事業者意見 当社意見 

料金表第１表接続

料金第２網改造料

１－１（網改造料の

対象となる機能）第

53 欄に関するご意

見 

今回の変更案では，PPPoE方式の網終端装置（以下，「NTE」とい

います．）の機能を「インタフェースを付与する機能」から「イン

タフェース『相当』を付与する機能」と変更することとされていま

す．これは，従来の規定に比べて NTT東西の恣意的な裁量が入り込

む余地を生じるおそれがあります． 

NTT東日本において，C-20型および C-50型 NTEにおいて法令や

接続約款の規定に抵触する接続料を取得していたことが明らかに

なり，他事業者・事業者団体からの指摘を契機に総務省が行政指導

（平成 30年(2018年)12月 18日付総基料 270号）を行ったのと概

ね同時期に本件変更申請に及んだことからも，この懸念は適切に解

消していただく必要があります． 

ISP事業者が NTEのインタフェース部分にあたる費用を負担し，

残りは NTT 東西が負担することは従来から変わらないルールです

が，ここに「相当」の文言を入れることで，C-20型や C-50型のよ

うな，本来の費用負担のルールから外れる網改造料の設定が行われ

ることになれば本末転倒です． 

少なくとも，同じ機器であれば同じ接続料となる現在の制度は維

持すべきで，ここに利用者数に応じて利用部門との配賦割合を変え

ることが可能と読めるような規定を設けるべきではありません． 

現行の NTEでは，インタフェースパッケージが本体と一体になって

いることが本改定の理由と思いますが，それは機種によって異なる

ものですし，設備と機能は従来から必ずしも一致するものではない

ので，現在の規定のまま，引き続き公正妥当な配賦をすることで十

分です． 

NGNの設備は NTT東西が利用者から回収する料金でまかない，ISP

事業者はNTEのインタフェース部分からユーザ側の区間の費用を負

担するというルールを一方的に変更するようなことは，NTT東西に

よる優越的地位の濫用に他ならないため反対です． 

【ＥｄｉｔＮｅｔ株式会社】 

・ 本接続約款変更は、現行装置がＰＰＰｏＥ接続の提供開始当初

の装置と異なり、インタフェースパッケージ部分が物理的に独

立しておらず、実態に即した形に変更するために「相当」の文

言を追加するものであり、算定の方法も変わらず、当社の恣意

的な裁量を入り込ませるものではありません。 

・ なお、Ｃ型を基準としつつも、補完的なメニューとしてＣ－２

０型等を提供し、接続事業者の選択肢の一つとして、当該メニ

ューを継続提供することは有益であり、Ｃ型とは異なる網改造

機能として附則に規定を行うものです。 
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区分 他事業者意見 当社意見 

今回の変更案では、PPPoE-NTEの機能を「インタフェース『相当』

を付与する」とされており、従来の規定に比べて NTT東西の恣意的

な裁量が入り込む余地を生じるおそれがあります。NTT東日本にお

いてC-20型およびC-50型NTEの問題が生じたところで規定の変更

に及んだことからも、この懸念は適切に解消していただく必要があ

ります。あくまでもインタフェース部分にあたる費用を負担するこ

とは従来から変わらないルールです。ここに「相当」の文言を入れ

ることで、C-20型や C-50型のような、従来からの費用負担のルー

ルから逸脱する網改造料の設定が行われることになれば本末転倒

です。少なくとも、同じ機器については同じ接続料となる現在の制

度は維持すべきで、ここに利用者数に応じて利用部門との配賦割合

を変えることが可能になるような規定を設けるべきではありませ

ん。現在の規定のまま、引き続き公正妥当な配賦をするべきです。 

NGN の設備は NTT 東西が利用者から回収する料金でまかない、ISP

事業者はNTEのインタフェース部分からユーザ側の区間を負担する

というルールを一方的に変更し、強いることは、消費者に対するサ

ービス区間を一方的に変更することであり、かつ接続事業者に対す

る NTT東西の優越的地位の乱用に他ならないため反対します。 

【一般社団法人日本インターネットプロバイダー協会】 
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区分 他事業者意見 当社意見 

料金表第１表接続

料金第２網改造料

１－１（網改造料の

対象となる機能）第

53 欄ウ欄の機能か

ら同欄ア欄又は IP

通信網終端装置（増

設基準を設けるも

のに限ります。）に

おいて料金表第１

表接続料金第２網

改造料１－１（網改

造料の対象となる

機能）第 53欄ア欄

によらずに PPPoE

接続を行うための

機能への変更に関

するご意見 

本来 PPPoE方式の NTEは，NTT東西の負担で円滑なインターネッ

ト利用を可能にする程度に用意していただく必要があるにもかか

わらず，現状の「増設基準」はトラヒックの増加の現状に全く追い

ついておらず，当社や所属団体の JAIPAもかねてから主張している

通り，引き続きセッション数の引き下げや，トラヒックベースへの

移行が必要です． 

「増設基準」は今後も，円滑なインターネット利用が可能な水準，

すなわち本来の水準に是正されるはずのものですから，D型 NTE（料

金表 網改造料 53 欄ウ欄に規定する NTE をいいます．）を他の NTE

に変更できる経過措置を平成 30年（2018年）5月 31日時点で設置

されている D型 NTEに限り，さらに「今回の接続約款変更から 3か

月以内」とするのは不当ないし不十分です．少なくとも今回の増設

基準の問題が最終的に決着してから一定の期間を経過するまでは，

すべてのD型NTEについてその他のNTEへの変更を認めるべきと考

えます． 

よって，「平成 30年５月 31 日までに申込みがあったＩＰ通信網

終端装置」との限定をなくすとともに，「本規定の適用日から３ヶ

月を経過する日までに協定事業者が申し出た場合」についても，当

面の間の経過措置とすべきです． 

【ＥｄｉｔＮｅｔ株式会社】 

 

本来 PPPoEの NTEは、NTT東西の負担で円滑なインターネット利

用を可能にする程度に用意していただく必要があるにもかかわら

ず、現状の「増設基準」はトラヒックの増加の現状に全く追いつい

ておらず、引き続き引き下げや、トラヒックベースへの移行が必要

です。「増設基準」は今後も、円滑なインターネット利用 が可能な

必要な水準、つまり本来の水準に是正されるべきものですから、D

型 NTEを他の NTEに変更できる経過措置を「今回の接続約款変更か

ら 3か月以内」とするのは不当ないし不十分であり、少なくとも「増

設基準」が最終的に決着して一定期間を経過するまでは、引き続き

・ Ｄ型かそれ以外のメニューを用いるかについては接続事業者

が自由に選択可能ですが、Ｄ型に係る接続約款変更認可申請時

に情報通信行政・郵政行政審議会より「本件追加メニューから

現行メニューへの移行を接続事業者が要望する場合は、接続約

款の規定に従いこれをスムーズに実現できるよう対応するこ

とが適当」との見解が示されたことを踏まえ、Ｄ型に係る接続

約款変更の認可後から２０１８年６月の増設基準見直しまで

に申し込まれたＤ型からそれ以外のメニューへの変更を例外

的な経過措置として規定したものです。 

・ なお、当社の周知から対象の接続事業者が申出を行う期間を考

慮し、３ヶ月の受付期間を設定しています。 
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区分 他事業者意見 当社意見 

変更を認めるべきです。 

【一般社団法人日本インターネットプロバイダー協会】 
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区分 他事業者意見 当社意見 

網終端装置の増設

基準に関するご意

見 

今回の接続約款変更案のうち，PPPoE方式の NTEに関する部分は，

NTT東日本が C-20型，C-50型 NTEについて行政指導を受けたこと

が端緒と思われますが，今回 NTT東西は，接続約款を変更すること

で NTEの増設費用を ISP事業者に転嫁しようとしている状況です． 

そもそも NTT東西は，円滑なインターネット利用が可能な程度の

台数の NTEを用意する必要があるのですから，現状の問題は「増設

基準」がトラヒックの増加に追い付いていないことに結局行きつく

ものです．NTT東西は従来から「利用者料金がユーザ数単位である

ので，セッション数ベースが妥当である」と主張していますが，利

用者料金がユーザ数単位なのは ISP事業者も同じであり，その中か

らバックボーンや通信機器のコスト削減を行い，回線容量の増強に

努めているのです．よって NTT東西は直ちに「増設基準」をトラヒ

ックベースに変更する必要があります．総務省においては，本件接

続約款変更をただ認可するのではなく，トラヒックおよび接続約款

の規定に見合った増設が可能になるよう，引き続き注視くださるよ

うお願いします． 

【ＥｄｉｔＮｅｔ株式会社】 

 

今回の接続約款変更案のうち、PPPoEの NTEに関する部分の変更

は、NTT東日本が C-20型、C-50型 NTEについての行政指導を受け

たことが端緒と思われますが、今回 NTT東西は、接続約款を変更す

ることでNTEの増設費用をISP事業者に転嫁しようとしている状況

です。そもそも NTT東西は、円滑なインターネット利用が可能な程

度の NTEを用意する必要があるのですから、現状の問題は「増設基

準」がトラヒックの増加に追い付いていないことに結局行きつくも

のです。NTT東西は総務省の接続料の算定に関する研究会の席上で

「利用者料金がユーザ単位料金であるのでセッションベース基準

が妥当である」と主張していますが、ISPや Youtube, Google, Yahoo 

など、ユーザ単位で課金しながらもトラヒックベースで増設してい

ることから、NTT東西の主張は業界の常識に照らして合理性があり

・ 当社は、円滑なインターネット接続を実現する見地から増設基

準を定めており、今後も、インターネット接続全体の状況を踏

まえ、接続事業者毎の網終端装置の状況や、今回の基準見直し

に伴う接続事業者からの増設申込状況等の個別状況を確認し

た上で、引き続き、接続事業者と協議の上、いただいたご意見

を参考にしながら、増加するトラヒックに対応可能となるよう

な見直しの必要性について検討していく考えです。 

・ 「ＮＴＴ東西は直ちに「増設基準」をトラヒックベースに変更

する必要があります．総務省においては，本件接続約款変更を

ただ認可するのではなく、トラヒックおよび接続約款の規定に

見合った増設が可能になるよう，引き続き注視くださるようお

願いします．」とのご意見について、当社は、これまでに現行

メニューにおける増設基準の見直し（基準セッション数の２

０％引き下げ）を２０１８年６月１日に実施しました。その後、

「接続料の算定に関する研究会（第２０回）」において、接続

事業者毎、県等域毎の網終端装置の帯域利用率を提示するとと

もに、帯域利用率の高いエリアについては、従前どおり、トラ

ヒック状況の改善に向けた取組みを接続事業者と連携し実施

しているところです。 

・ また、トラヒック計測について、現状、接続事業者に対し、ト

ラヒックレポートシステムを用いてトラヒック状況を開示し

ているところですが、いただいたご要望等を踏まえ、トラヒッ

クの「見える化」の一環として、計測時間の見直しの検討を進

めているところです。 

・ なお、インターネットの利用環境をより良くするためには、Ｉ

ＳＰ事業者との相互協力が必要と考えており、今後、当社のみ

ならず関係事業者がエンドユーザへトラヒックの「見える化」

を進める等、必要な取組みを推進していきたいと考えます。 
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区分 他事業者意見 当社意見 

ません。よって、NTT東西は「増設基準」を直ちにトラヒックベー

スに変更する必要があり、総務省においては本件の接続約款変更を

ただ認可するのではなく、トラヒックおよび法令の規定に見合った

「増設基準」への変更をすべきです。また、トラフィック計測は業

界標準の 5分おきにすべきです。(ここでいう 5分計測とは、5分間

にインタフェースで送信及び受信した総データ量を時間で割った

もので、これを 1時間に 12回行うことを指します。） 

【一般社団法人日本インターネットプロバイダー協会】 
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区分 他事業者意見 当社意見 

事前調査申込手続

きに係る改定 

事前調査申込書の不備が受付後に確認された場合、その不備に起

因する検討期間は本来、生じないはずのものであり、事前調査申込

回答の期間計算から除くことに一定の合理性があるものと考えま

す。しかしながら、不備の有無や除外される期間を NTT東西殿が一

方的に判断される場合、恣意的な運用がなされる恐れがありますの

で、判断の理由と除外される期間の算定根拠を示していただくなど

申込事業者により判断の妥当性を検証可能な仕組みが必要と考え

ます。 

【ソフトバンク株式会社】 

・ 当社は、申請中の本規定に基づき事前調査を行うにあたり当社

が事前に確認を要すると判断した場合、申込事業者へ協議によ

り該当箇所および判断の理由をお示しすることに加え、その確

認が完了次第、速やかに申込事業者へ通知する考えです。これ

により、申込事業者において、判断の理由および除外される期

間について明確になると考えます。 
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区分 他事業者意見 当社意見 

県間通信用設備の

不可避性に関する

ご意見 

当社の所属団体である JAIPAもかねて主張していますが，NGNの

利用が拡大するにつれて，県間区間伝送機能の利用が事実上必須に

なってきていることから，県間区間の接続料制度についても，第一

種指定電気通信設備として扱うか，これと同等の規律を適用するこ

とが必要と考えます。 

例えば，IPoE接続に参入するためには，事実上県間区間伝送機能

を利用することが必須になっていますが，この接続料は高額で，当

社のような地域 ISPが利用することは困難ですし，IPoE接続を考え

る上でのハードルの 1つになっています．県間区間伝送機能の接続

料が妥当な水準に引き下げられ，同時にコストドライバもスモール

スタートが容易なものになれば，当社も利用を検討することが可能

になってきます．現状より多くの ISP事業者が市場に参入（市場の

地理的範囲を拡大）することは，競争の促進にもつながると考えま

す。 

【ＥｄｉｔＮｅｔ株式会社】 

 

JAIPA も従来から主張していますが、NGN の利用が拡大するにつ

れてインターネット以外(優先転送や電話サービス等)接続事業者

にとっては県間区間伝送機能の利用が事実上必須になっているこ

とから、これも第一種指定電気通信設備に組み入れるか、第一種指

定電気通信設備と同等の規律を設けることが必要です。 

【一般社団法人日本インターネットプロバイダー協会】 

 

今後の具体的な検討の進め方については、研究会（第 19 回）に

おいて、県間接続機能について機能別にその不可避性の評価や今後

の検討事項が示されていますが、そもそも県間設備は第一種指定電

気通信設備である県内設備と一体的に利用されることから、その不

可避性は自明であると考えます。なお、一部の県間接続機能につい

ては他の県間接続機能よりもその利用の不可避性が低いのではな

・ 「県間区間伝送機能の利用が事実上必須」「県間設備は第一種

指定電気通信設備である県内設備と一体的に利用されること

から、その不可避性は自明」とのご意見ですが、「接続料の算

定に関する研究会（第２０回）」において当社より発表したと

おり、当社の考えは以下となります。 

- 「ＢＥ接続」「優先パケット接続」については、接続事業

者が「自前構築」、「中継事業者からの調達」または「当

社の県間通信用設備の利用」という複数の選択肢の中か

ら、自身にとって最適な方法を選択可能であること、ま

た、ＩＰｏＥ方式において、当初から設置していた東京・

大阪以外の道府県においてもＰＯＩの設置を進めてお

り、今後も要望に応じて、ＰＯＩ増設の検討を行う考え

であることから、「県間区間伝送機能の利用が事実上必

須」「県間設備は第一種指定電気通信設備である県内設備

と一体的に利用されることから、その不可避性は自明」

とのご指摘には当たりません。 

- 「ＩＰ音声接続」は、具体的な設備構成、費用負担方法等

の扱いが定まった後に議論すべきと考えますが、トラヒッ

クが縮小傾向となっていることを踏まえ、東京・大阪の２

箇所に全事業者共通のＰＯＩを集約することで事業者間合

意したものであり、当社と他事業者が対称・対等な関係で

接続することから、当社のネットワークのみが不可避的な

利用とはなりません。 

・ このように、中継事業者等の各社と当社が競争環境にあること

を踏まえれば、当社を含めた全ての県間通信用設備の利用は、

これまでと同様、当事者間の協議に委ねられるべきものであ

り、新たな規律は不要と考えます。 

・ また、当社としては、今後も調達・構築等のコスト効率化を進

めていく考えです。その際、他事業者が安価に県間通信用設備

を提供できるというのであれば、それを基に設備構築を行い、
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区分 他事業者意見 当社意見 

いかとの評価が提案されていますが、これらの機能は１の設備を共

通的に利用するものであり、その設備が NGNの利用にあたり一体不

可分の関係にあることからすると個々の機能で評価するのはなく

総合的に不可避性の評価を実施すべきと考えます。そのうえでコロ

ケーションや電柱と同様に第一種指定電気通信設備との接続を円

滑に行うために必要なものとして規律の対象とし、総務省殿におい

てその適正性を検証いただくのが適当と考えます。 

【ソフトバンク株式会社】 

その結果生じるコスト効率化による見直しの検討も可能と考

えます。 

・ なお、県間区間伝送機能の接続料について、「この接続料は高

額」とのご指摘ですが、上述のとおり、複数の選択肢がある中

で、当社県間通信用設備を利用している事業者が複数いること

を踏まえれば、当社の県間接続料は市場において合理的な水準

であると考えますが、スモールスタートでの利用を要望いただ

ければ、ビジネスベースでの料金上の方策の検討も可能と考え

ます。 
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区分 他事業者意見 当社意見 

県間通信用設備の

適正性に関するご

意見 

引き続きNGN県間設備の接続料に関する規律の在り方については

検討が必要と考えます。研究会第二次報告書において「第一種指定

電気通信設備との接続に当たり不可避的に経由し一体的な利用が

行われている場合における県間設備の接続料・接続条件について

は、その透明性・公平性及び適正性が特に重要であると考えられ

る。」とされております。接続料算定についての考え方が十分に説

明されず、その検証に必要な情報が開示されない現行ルールのもと

では、仮に NTT東西殿の非指定約款での提供条件が公表されるとし

ても、それは一方当事者からの説明であり、その適正性を接続事業

者側か十分に検証できないことから適正性の確保については問題

があるものと考えます。また、事業者間協議における課題も弊社が

従前より主張*している通りです。 

実際に、IP 通信網県間区間伝送機能に係る接続料については、

2014年以降見直しがなされず、機器コストの低廉化が適切には反映

されていないと考えられるなどその適正性に疑問が生じる状態が

生じております。このような現状を踏まえると、円滑な接続のため

にどのような仕組みを作るかを検討すべき段階にきております。 

 

*「接続料の算定に関する研究会」第二次報告書（案）に対する弊

社意見（平成 30年８月 31日） 

【ソフトバンク株式会社】 

 

・ 「適正性を接続事業者側が十分に検証できないことから適正

性の確保については問題」とのご指摘についてですが、弊社が

従前より主張しているとおり、接続料の適正性の確保に向け

て、これまでも接続事業者に丁寧にご説明を行ってきました。 

・ ご指摘の県間接続料の協議においても、ソフトバンク殿が想定

される県間通信用設備と当社が実際に調達等しているものと

の違いにより、ソフトバンク殿の想定される水準と当該接続料

水準に差が生じているとのご意見をいただきましたが、度重な

る協議の中で、ご要望に応じ、検証の前提となる、設備の構成

や設置時期等を提供してまいりました。その結果、現に自ら県

間通信用設備を保有するソフトバンク殿が検証した上で、県間

接続料の適正性に納得いただき、合意に至ったものと考えてい

ます。 

・ このようなすり合わせは、当事者間の協議に委ねられるべきも

のであり、新たな規律は不要と考えます。 
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区分 他事業者意見 当社意見 

長期増分費用方式

で算定する接続料

で用いるモデルに

関するご意見 

固定電話（加入電話＋ISDN）の契約者数 1,866 万加入（※3）に

対して、0ABJ-IP電話の契約者数は 3,421万件（※3）まで拡大して

おり、固定電話市場は着実に IP化が進捗しております。また、PSTN

マイグレーションにおいて、2021年 1月からは、実際に NTT東西ひ

かり電話発着トラフィックの IP-POI への切替が開始されるスケジ

ュールとなっており、加入電話（PSTN）からメタル IP 電話（IP）

への切替も 2024年 1月から開始され、2025年 1月に終了する予定

となっております。 

一方で、2019年度から 2021年度においては、IP網を前提とした

接続料原価の算定に向けた段階的な移行時期として、まずは改良

PSTNモデルにより接続料を算定することとし、同モデルによって算

定される接続料水準が、LRIC検証に耐えられないことが分かった場

合には、それに代えて、改良 PSTNモデルと改良 IPモデルの組み合

わせ（４対１等）へ移行の段階を進めることとされ、平成 31（2019）

年度接続料は、改良 PSTNモデルにて算定されています。 

2022年度以降の次期適用期間においては、実際に IP網への移行が

完了する予定であるため、接続料算定に長期増分費用（LRIC）方式

を適用する場合に検討するモデルは、今までのように PSTN 網に適

用するための IPモデルではなく、IP網に適用するための IPモデル

を前提として検討すべきであると考えます。 

なお、「平成 31年度以降の接続料算定における長期増分費用方式

の適用の在り方について」において示されたとおり、次期適用期間

以降の接続料算定に用いる方法として LRIC 方式や他のオプション

の採用の適否を検討していく上では、メタル IP 電話の設備構成や

コスト見通しを具体的に把握することが望ましいため、特に大きな

コスト課題となる加入者交換機（メタル収容装置）の今後のコスト

の見通しについて、NTT東西はできる限り早期に明確にしていくこ

とが必要であると考えます。 

※３：総務省「電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半

期データの公表」 （平成30年度第 3四半期（12月末））より 

・ ２０２２年度以降の次期適用期間に用いる接続料算定方法に

ついては、「平成３１年度以降の接続料算定における長期増分

費用方式の適用の在り方について」に記載のとおり、そもそも

ＬＲＩＣ方式自体があくまで有力なオプションとして位置づ

けられているに過ぎず、今後、他のオプションと共に採用の適

否を検討していくことが必要とされている認識です。まして

や、現時点において、ＩＰ網への移行が完了することをもって、

次期適用期間以降の接続料算定にＩＰモデルを用いるものと

はされていません。 

・ 当社としては、固定音声通信市場の縮小や音声通信以外のコミ

ュニケーション手段の充実といった市場環境・競争環境の変化

を踏まえ、旧来の規制は適宜適切に見直しを行い、むしろＩＣ

Ｔ社会の一層の進展による新たな付加価値創造を促すような

政策に転換すべきと考えます。 

・ ＬＲＩＣ方式は、これまで地域通信網の非効率性を排除するこ

とを目的として、ＰＳＴＮに係る接続料算定に用いられてきた

ことを鑑みると、広く普及した技術を用い、他事業者でも同様

に構築しているＩＰ網に適用する必要性はないと考えます。 

・ なお、当社としては、ＩＰ網への移行後、①事業者間接続は、

原則、二者間での直接接続となり、当社と他事業者は対称・対

等な接続形態・取引関係となること、②ＩＰ網は同様の技術を

用いて他事業者も構築しており、当社の接続料水準を検証可能

であることから、ＰＳＴＮ接続料水準が他事業者の事業運営に

与える影響はますます小さくなるとともに、透明性の確保や非

効率性の排除等というＬＲＩＣ方式の意義は更に失われるも

のと考えています。 

・ したがって、上記①②の点や、そもそも当該方式を採用してき

た目的・意義に照らして、また、今後のＩＰ網への移行後のＰ

ＳＴＮサービスの位置づけや市場環境等を見据えて、ＬＲＩＣ

方式の撤廃も含め、複数の選択肢の中から検討していただきた
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区分 他事業者意見 当社意見 

【ＫＤＤＩ株式会社】 

 

 

 

 

 

 

従前より弊社が主張している通り、「現時点で利用可能な最も低

廉で最も効率的な設備や技術を採用する」という LRIC モデル検討

における基本的事項に鑑みれば、今期適用期間から、改良 IP モデ

ルを用いて接続料の算定を行うべきと考えます。 

【ソフトバンク株式会社】 

いと考えます。 

・ ＬＲＩＣ方式や他のオプションの採用の適否を検討していく

上で、ＮＴＴ東西は特に加入者交換機（メタル収容装置）のコ

スト見通しを明確にすべき、というご意見について、お客様へ

の影響が大きい等、社会的に重要度が高い情報は、適宜適切に

提供していく考えです。 

 

 

・ 「平成３１年度以降の接続料算定における長期増分費用方式

の適用の在り方について」において、ＬＲＩＣ検証における他

律的要因の扱いは次年度に向けて検討を継続中であるものの、

今期適用期間は「接続料の算定は、まずは改良ＰＳＴＮモデル

によりこれを行う」こととされており、「改良ＰＳＴＮモデル

によって算定される接続料水準が、指針に基づくスタックテス

トによる検証に耐えられないことが分かった場合」には、改良

ＰＳＴＮモデルと改良ＩＰモデルの組み合わせによって接続

料を算定することとされました。したがって、２０１９年度接

続料は、本整理に基づき、改良ＰＳＴＮモデルを用いた接続料

の認可申請を行っています。 
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区分 他事業者意見 当社意見 

ＬＲＩＣ検証に関

するご意見 

2019年度から 2021年度においては、改良 PSTNモデルと改良 IP

モデルの組み合わせ（４対１等）へ移行の段階を進めるかどうかの

重要な判断基準として LRIC検証の結果が用いられるため、LRIC検

証については、通常のスタックテスト以上に算出過程や根拠、結果

について詳細な情報開示が必要であるとともに、総務省において

も、例えば、検証に用いている金額の根拠が適切かどうか等につい

て確認するなど、透明性・適正性を確保する取組みが必要であると

考えます。 

【ＫＤＤＩ株式会社】 

 

今回の LRIC検証の内容については、NTT東西殿よりデータや検証

プロセス等の詳細（利用者料金収入、接続料相当を具体的にどのよ

うに算出したのか、等）を提示していただき、それらの妥当性につ

いて検証すべきと考えます。 

LRIC検証は「価格圧搾のおそれが生じるか否か」という観点を評

価する仕組みですが、IP-LRICモデルの組み合わせ適否を判断する

にあたっては、ひかり電話や他社接続料といった他律的要因による

影響を排除する必要があると考えます。具体的には、LRIC検証にお

いて利用者料金収入の比較に用いられる接続料相当には、NTT東西

殿加入電話発信、NTT東西殿ひかり電話着信及び他社直収電話着信

の呼が含まれているため、IP-LRICモデルの組み合わせ適否の判定

においてはこれらを分けて評価し検証の妥当性を確保すべきです。 

なお、NTT東西殿は従前より着信先別の内訳分計、開示が困難で

あるとの主張をされていますが、「接続料と利用者料金の関係に関

する確認の結果」(平成 31年 3月 28日付東日本電信電話株式会社

及び西日本電信電話株式会社の第1種指定電気通信設備に関する接

続約款の変更案に対する意見募集別添 32)において「（注４）ひかり

電話における移動体着等を除く場合については、移動体・PHS・050・

国際着及びフリーアクセス・ひかりワイド着に相当する利用者料金

収入と接続料相当をトラヒック比（通信時間比）を用いて除外」と

・ 当社は、そもそもスタックテストの検証の目的が、接続料と利

用者料金との関係について、価格圧搾による不当な競争を引き

起こすものとならないかどうかを検証することであれば、需要

の立上げ期において普及促進的な料金を設定せざるを得ないサ

ービスや、需要の減少期にあって、利用者から見ると、もはや

競争を促進する意義が乏しくなっているサービスについては、

本検証に相応しくないと考えます。そのため、①加入電話・Ｉ

ＳＤＮ基本料、②加入電話・ＩＳＤＮ通話料、③フレッツＡＤ

ＳＬについては、需要が減少し、既に競争環境になく、不当な

競争を引き起こす状況にはないため、速やかにスタックテスト

の検証対象から除外すべきと考えます。 

・ ましてや、ＬＲＩＣ検証は、「接続料と利用者料金の関係の検証

に関する指針」に基づくスタックテストの仕組みを用いて、Ｐ

ＳＴＮサービスにおいて価格圧搾のおそれが生じているかを検

証し、その結果に応じて接続料水準の調整を行うものであるこ

とから、目的や手法の観点で、通常のスタックテストと同一で

あり、通常以上の詳細な情報開示や透明性・適正性を確保する

取組みは必要ないと考えます。 

・ なお、当社は、従前より、加入電話・ＩＳＤＮ通話料以外のス

タックテストも含め、指針に則り適正に算定し、競争対抗や他

事業者との取引状況等の観点で支障のない範囲で情報開示を行

うとともに、総務省からの求めに応じてデータ提示等を行って

おり、透明性・適正性については確保されているものと考えま

す。 

 

・ ＬＲＩＣ検証の接続料相当において、ひかり電話着信および他

社直収電話着信を分けて検証すべきというご意見について、本

検証の目的（改良ＰＳＴＮモデルを用いて算定した接続料がＰ

ＳＴＮサービスにおいて価格圧搾のおそれを生じさせていない
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の記載があり、このことは、自ら分計が可能であることを示す証左

に他ならず、今後も検証性向上等のため、このような手段を用いて

着信先別の分計を示していただくべきと考えます。 

また、他律的要因の考慮については、情報通信審議会答申「平成

31 年度以降の接続料算定における長期増分費用方式の適用の在り

方について」（平成 30年 10月）において「他律的要因が客観的か

つ定量的に確認できる場合には、総務省において、そうした事情を

考慮して取り扱うことを検討する余地がある」とされています。こ

の他律的要因は PSTN 接続料により価格圧搾のおそれが生じるかに

ついての判断に影響を及ぼし、判断の正確性が確保できない場合

に、それを考慮して取り扱うものであるため、必ずしも利用者料金

と接続料の差分が、営業費相当基準額を満たさないことを他律的要

因の考慮の前提とするものではなく、他律的要因の内容・性質によ

ってはその結果に依らず考慮することを排除するものではありま

せん。ひかり電話や他社接続料といった他律的要因については、

IP-LRICモデル組み合わせの適否判定の妥当性に影響するものであ

ることから、利用者料金と接続料の差分が営業費相当基準額未満で

あるかの結果にかかわらず予め考慮すべきものと考えます。 

【ソフトバンク株式会社】 

かを確認すること）に照らし、接続料の算定に関する研究会（第

１６回）でも検討したとおり、ＰＳＴＮサービスの利用者は、

着信先の０ＡＢ－Ｊ番号について、ひかり電話か他事業者直収

電話であるか等の区別はつかず、着信先ごとの競争環境は存在

しないことから、利用者料金（単価）等により通常の利用者が

区別可能な範囲を超え、着信先を分けて検証をすることは、適

切ではないと考えます。 

・ 上記の考えに基づき、「接続料と利用者料金の関係に関する確認

の結果」（平成 31年 3月 28日付東日本電信電話株式会社及び西

日本電信電話株式会社の第一種指定電気通信設備に関する接続

約款の変更案に対する意見募集別添 32）は、指針の「検証対象

に他事業者接続料を支払う需要が含まれる場合には、利用者料

金額（単価）等により通常の利用者が区別可能な範囲内におい

て、他事業者接続料を支払う需要をできる限り除くものとす

る。」との規定を踏まえ、ひかり電話において着信先によって利

用者料金の異なる移動体・ＰＨＳ・０５０・国際着およびフリ

ーアクセス・ひかりワイド着に相当する利用者料金収入と接続

料相当を分計したに過ぎません。一方で、着信先によって利用

者料金が同一であるＰＳＴＮ発ひかり電話着および他社直収電

話着をトラヒック比（通信時間比）を用いて分計することは、

指針の目的に照らし、検証性を向上できるものではないと考え

ます。なお、ひかり電話においても、利用者料金が同一である

ひかり電話着および他社直収電話着については、分計しており

ません。 

 

・ ひかり電話や他社接続料といった他律的要因については、利用

者料金と接続料の差分が営業費相当基準額未満であるかの結果

にかかわらず予め考慮すべきというご意見について、ＬＲＩＣ

検証は、改良ＰＳＴＮモデルを用いて算定した接続料がＰＳＴ
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Ｎサービスにおいて価格圧搾のおそれを生じさせていないこと

を確認するために行うものであることから、営業費相当基準額

を確保できているならば、他事業者においても当社と同等の利

用者料金を設定することが可能であり、そもそも価格は圧搾さ

れていません。 

・ よって、まずは指針に基づく従来のスタックテストの方法に則

って、利用者料金と接続料の差分が営業費相当基準額を下回ら

ないものであるかどうかの検証を行い、価格圧搾のおそれが認

められる場合に、他律的要因を考慮すべきであると考えます。 

 



 
再意見書 

 
2019 年 5 月 23 日 

 
総務省総合通信基盤局 
電気通信事業部料金サービス課御中 
 

株式会社アットアイ 
 代表取締役 横田洋人 
有限会社あまくさ藍ネット 
 代表取締役 大曲昭仁 
株式会社エヌディエス 
 代表取締役 佐野浩一 
オーシャンブロードバンド株式会社 
 代表取締役 尾崎英哉 
株式会社サンライズシステムズ 
 代表取締役 新堀龍明 
ジェットインターネット株式会社 
 代表取締役 晋山孝善 
株式会社シナプス 
 代表取締役 竹内勝幸 
ディーシーエヌ株式会社 
 代表取締役 鎌倉 忍 
株式会社新潟通信サービス 
 代表取締役 本間誠治 
虹ネット株式会社 
 代表取締役 竹内常夫 
有限会社ナインレイヤーズ 
 代表取締役 菊池 豊 
有限会社マンダラネット 
 代表取締役 立石聡明 

 
情報通信行政・郵政行政審議会議事規則第４条及び接続に関する議事手続規則第２条の規定によ

り、平成 31 年３月 29 日付けで公告された接続約款の変更案等に対し提出された意見に関し、別紙の

とおり再意見を提出します。  



（別紙） 

該当箇所 意見 
網終端装置の増設基準について、今後も一段の

見直しをしていただけるよう希望するところで

はありますが、品質と掛けられる費用に応じて

料金が変動するメニューを用意するという考え

方は一定の合理性が認められることから、C-X
型が今後も提供されるよう希望いたします。（フ

リービット） 
IPoE 方式とは異なり PPPoE では各県単位の

POI で接続できることから、その接続において

こうしたメニューの選択肢が存在することは、

事業者にとって有益であり、仮に本メニューの

ような選択肢がなくなれば、増加し続けるトラ

ヒックへの柔軟な対応が困難になるおそれがあ

り、円滑なインターネット接続に支障をきたし

かねないと考えます。 
便益とコストとのバランスに応じて料金が変動

するとの考え方は合理性があることから、これ

までと同様の接続条件で X 型が継続して提供さ

れるよう、適切に接続約款の規定がなされるこ

とを希望します。（NGN IPoE 協議会） 
現行メニューのラインナップにおける C-20 型等

は ISP 事業者にとって喫緊の課題である近年の

トラフィック増大による輻輳問題を解決する選

択肢の一つであり、当該メニューを利用できな

くなることはエンドユーザー品質の低下を引き

起こす懸念があるため現在と同じ条件での継続

を希望します。 
弊社は、トラフィック増大は ISP 事業者にとっ

て重要かつ継続的な課題であり、今後も NTT 東

西殿と ISP 事業者との間で具体的な対策や抜本

的な方向性を継続的に協議することが必要だと

認識しています。その際には喫緊の課題への対

応との両立を目指すべきであり、現存の効果的

な選択肢を排除することはエンドユーザー保護

の観点からも避けることが望ましいと考えま

す。(朝日ネット) 

C-20 型等の NTE の継続提供を希望する点に

ついては、既存のユーザへの影響を最小限にす

る観点からも必要であり、フリービット殿、

NGN IPoE 協議会殿、朝日ネット殿各者の意見

に賛同いたします。しかしながら、C-20 型 NTE
は C 型 NTE と同一の装置(同一原価)であること

から、法令の定めの通り、C-20 型の網改造料は

直ちに C 型と同一となるべきです。 

本改定では、第一種指定電気通信設備である

NGN 中の網終端装置メニューに関し、C-20 型

等(※２)について補完的な機能と位置づけ、平成

32（2020）年 6 月末日まで、接続申込み及び接

続用設備の設置の申込みの受付を実施するもの

とする、としています。 
現状、当社では、トラヒックの混雑状況、増設

基準及び網改造料の水準等も踏まえて、C-20 型

等のメニューを有効に活用していることから、

接続申込及び接続用設備の設置申込みの受付停

止後も、C-20 型等と同等の品質メニュー・網改

造料負担である代替メニューの提供や、時代の

流れ（一契約当たりのインターネットトラヒッ

クの増加）に見合った新たなメニューの提供、

「C-20 型等と同等の品質メニューの提供」「ト

ラヒックの増加に見合った新たなメニューの提

供」「増設基準の緩和等が行われることを要望」

といった KDDI 殿の意見に賛同します。NTE は 
NTT 東西殿によって設置基準・増設基準等が定

められ、NTT 東西殿によって保守運用され、そ

して NTT 東西殿によって NTT 東西殿の網の中

に設置される装置です。問題の本質は、利用者

トラヒックが増加しているにもかかわらず、

NTT 東西殿は自らの装置である NTE の増設を

適切に行わずこれを輻輳させ、さらにユーザク

レームで困窮してきた ISP に「ISP から要望」

として NTE を ISP の負担とさせるような仕組

みに切り替えてきていることです。NTT 東西殿



既存メニューの増設基準の緩和等が行われるこ

とを要望いたします。（KDDI） 
は「収入は加入者ベースだから加入者ベースで

増設基準を設定している」と主張しています

が、携帯電話事業者や ISP、Yahoo!や
YouTube、Netflix などのコンテンツ事業者、ク

ラウド事業者に至るまで、自らのサービス収入

が加入者単位であるか否かにかかわらず、設備

の増設はトラヒックベースで行っています。ト

ラヒックベースでの増設はネットワークサービ

スの品質の維持のためには極めて常識的な考え

方です。 
NTT 東西殿が設置する NTE の輻輳によってこ

れまで多くのユーザクレームが発生していま

す。そのクレームで困窮した ISP の声を、NTT
東西殿は「ISP からの要望」と解釈し、ISP の

費用負担としました。これは本来提供されるべ

き標準的な品質を考慮していないことに大きな

原因があります。ユーザのクレームは優位的サ

ービス(オプション的サービス)を求めたものでは

なく、あくまで標準的に想定される品質を満た

していないことによる苦情です。 
 オプションサービスの提供などについて必ず

しも否定されるものではありませんが、標準的

機能や性能が定義されたあとに、それを上回る

ものに対してオプションと定義されるものであ

り、まずは標準的機能・性能を満たすことが必

要です。 
 現在も数多くのユーザが不満を持っており、

インターネット上のユーザの声だけでなく一般

紙や雑誌などでも日本のブロードバンド品質の

劣化が報道されている昨今、NTT 東西殿は増設

基準のセッション数を緩和して対応を行ってい

ると主張しています。しかしトラヒックが増加

する今日では問題の根本的解決にはなりませ

ん。解決には費用負担を変更することなく(NTT
東西殿が所有する装置の負担を ISP に押し付け

ることなく)、NTE の増設基準をトラヒックベー

スに変更することが必要です。 
ここに「相当」の文言を入れることで、C-20 型

や C-50 型のような、従来からの費用負担のルー

ルから逸脱する網改造料の設定が行われること

になれば本末転倒です。少なくとも、同じ機器

については同じ接続料となる現在の制度は維持

すべきで、ここに利用者数に応じて利用部門と

の配賦割合を変えることが可能になるような規

定を設けるべきではありません。現在の規定の

まま、引き続き公正妥当な配賦をするべきで

す。 NGN の設備は NTT 東西が利用者から回収

する料金でまかない、ISP 事業者は NTE のイン

タフェース部分からユーザ側の区間を負担する

というルールを一方的に変更し、強いること

は、消費者に対するサービス区間を一方的に変

更することであり、かつ接続事業者に対する

NTT 東西の優越的地位の乱用に他ならないため

JAIPA 殿、EditNet 殿の意見に賛同します。

NTT 東西殿が必要な NTE の増設に応じず、D
型 NTE や C-20 型 NTE のような方法で ISP 事

業者に費用負担の付け回しを行ってきた経緯を

踏まえれば、今後も消費者に対するサービス区

間や標準的品質の考え方を一方的に変更してく

る可能性があります。総務省殿におかれては上

記のように NTT 東西殿のコストを接続事業者が

負担させられることがないよう、接続で提供さ

れる標準的品質の維持も含め十分に監督してい

ただくことを要望します。 



反対します。（JAIPA） 
ISP 事業者が NTE のインタフェース部分にあた

る費用を負担し，残りは NTT 東西が負担するこ

とは従来から変わらないルールですが，ここに

「相当」の文言を入れることで，C-20 型や C-50
型のような，本来の費用負担のルールから外れ

る網改造料の設定が行われることになれば本末

転倒です． 
少なくとも，同じ機器であれば同じ接続料とな

る現在の制度は維持すべきで，ここに利用者数

に応じて利用部門との配賦割合を変えることが

可能と読めるような規定を設けるべきではあり

ません． 
現行の NTE では，インタフェースパッケージが

本体と一体になっていることが本改定の理由と

思いますが，それは機種によって異なるもので

すし，設備と機能は従来から必ずしも一致する

ものではないので，現在の規定のまま，引き続

き公正妥当な配賦をすることで十分です． 
NGN の設備は NTT 東西が利用者から回収する

料金でまかない，ISP 事業者は NTE のインタフ

ェース部分からユーザ側の区間の費用を負担す

るというルールを一方的に変更するようなこと

は，NTT 東西による優越的地位の濫用に他なら

ないため反対です．（EditNet） 
 
C-20 型および C-50 型を「補完的機能と位置付

け」、当面提供するという点についても、本来、

PPPoEのNTEが従来の増設基準で最低限のサー

ビスを提供できていないという問題を放置する

ものです。PPPoE の NTE は、NTT 東西の負担

で円滑なインターネット利用を可能にする程度

に用意していただく必要があるため、接続事業者

は本来 C-20 型のような NTE を使う必要性がな

いはずです。C-20 型を設置している接続事業者

が、最低限のサービスを提供するためにやむを得

ず追加負担を受け入れている現状からすれば、今

回の総務省の行政指導を受けてなすべきことは、

まず C 型全般の「増設基準」を C-20 と同一のも

のに揃え、C 型の接続料で接続事業者との接続に

応じることであると考えます。（JAIPA） 
C-20 型および C-50 型を「補完的機能と位置付

け」，当面提供するという点についても，本来，

PPPoE 方式の NTE が従来の「増設基準」で最低

限のサービスを提供できていないという問題を

放置するものです．PPPoE 方式の NTE は，NTT
東西の負担で円滑なインターネット利用を可能

にする程度に用意していただく必要があるため

（総務省からの行政指導等も踏まえて規定され

た接続約款 25 条 1 項 5 号），NTT 東西がこれを

遵守していれば，接続事業者は本来，C-20 型のよ

うな NTE を使う必要がないはずです．最低限の

サービスを提供するために C-20 型を設置するこ

EditNet 殿の意見に賛同します。 
C-20 型や C-50 型 NTE は、ISP が原価を越え

たコストを負担することで維持してきた NTE で

す。 
NTT 東日本殿が総務省に報告したところによ

ると、C-20 型等の NTE を使っている事業者は 48
社のうち 18 社、NTE の台数ベースでも全体の 3
割を締めており（平成 30 年（2018 年）4 月 5 日

付け総合通信基盤局長あて回答文書・東相制第

18-00002 号）、このことは標準的なサービスを提

供するために、多数の特殊な NTE が使われてき

ていることを示しており、いかに現在の NTE 増

設基準が実態と乖離したものであるか明らかで

す。 



とが実質的に必須となる状況からすれば，先の行

政指導を受けてまずすべきことは，C型全般の「増

設基準」を C-20 型と同一のものにそろえ，C 型

の接続料で接続事業者との接続に応じることで

はないかと考えます． 
よって本件の認可には反対します．総務省には，

C 型の接続料（インタフェース部分に対応する費

用）を ISP 事業者が負担することで，ユーザの円

滑なインターネット利用のために必要な台数の

NTE を設置できるように，NTT 東西を指導して

いくようお願いします．（EditNet） 
本来 PPPoE の NTE は、NTT 東西の負担で円滑

なインターネット利用を可能にする程度に用意

していただく必要があるにもかかわらず、現状の

「増設基準」はトラヒックの増加の現状に全く追

いついておらず、引き続き引き下げや、トラヒッ

クベースへの移行が必要です。「増設基準」は今後

も、円滑なインターネット利用 が可能な必要な

水準、つまり本来の水準に是正されるべきもので

すから、D 型 NTE を他の NTE に変更できる経

過措置を「今回の接続約款変更から 3 か月以内」

とするのは不当ないし不十分であり、少なくとも

「増設基準」が最終的に決着して一定期間を経過

するまでは、引き続き変更を認めるべきです。

(JAIPA) 
本来 PPPoE 方式の NTE は，NTT 東西の負担で

円滑なインターネット利用を可能にする程度に

用意していただく必要があるにもかかわらず，現

状の「増設基準」はトラヒックの増加の現状に全

く追いついておらず，当社や所属団体の JAIPA も

かねてから主張している通り，引き続きセッショ

ン数の引き下げや，トラヒックベースへの移行が

必要です． 
「増設基準」は今後も，円滑なインターネット利

用が可能な水準，すなわち本来の水準に是正され

るはずのものですから，D 型 NTE（料金表 網改

造料 53 欄ウ欄(東日本) 51 欄ウ欄(西日本)に規定

する NTE をいいます．）を他の NTE に変更でき

る経過措置を平成 30 年（2018 年）5 月 31 日時

点で設置されている D 型 NTE に限り，さらに「今

回の接続約款変更から 3 か月以内」とするのは不

当ないし不十分です．少なくとも今回の増設基準

の問題が最終的に決着してから一定の期間を経

過するまでは，すべての D 型 NTE についてその

他の NTE への変更を認めるべきと考えます． 
よって，「平成 30 年５月 31 日までに申込みがあ

ったＩＰ通信網終端装置」との限定をなくすとと

もに，「本規定の適用日から３ヶ月を経過する日

までに協定事業者が申し出た場合」についても，

当面の間の経過措置とすべきです．（EditNet） 

JAIPA 殿および EditNet 殿の意見に賛同しま

す。NTE 増設基準の問題が解決していないのに、

経過措置の対象となる D 型 NTE の対象を限定

し、さらに「3 か月以内」に区切ることに合理的

な理由はありません。 

今回の接続約款変更案のうち、PPPoE の NTE に

関する部分の変更は、NTT 東日本が C-20 型、C-
50型NTE についての行政指導を受けたことが端

JAIPA 殿および EditNet 殿の意見に賛同しま

す。利用者料金がユーザ単位料金であるのは、

NTT 東西殿に限らず ISP 事業者やその他事業者



緒と思われますが、今回 NTT 東西は、接続約款

を変更することで NTE の増設費用を ISP 事業者

に転嫁しようとしている状況です。そもそも NTT
東西は、円滑なインターネット利用が可能な程度

の NTE を用意する必要があるのですから、現状

の問題は「増設基準」がトラヒックの増加に追い

付いていないことに結局行きつくものです。NTT
東西は総務省の接続料の算定に関する研究会の

席上で「利用者料金がユーザ単位料金であるので

セッションベース基準が妥当である」と主張して

いますが、ISP や Youtube, Google, Yahoo など、

ユーザ単位で課金しながらもトラヒックベース

で増設していることから、NTT 東西の主張は業界

の常識に照らして合理性がありません。よって、

NTT 東西は「増設基準」を直ちにトラヒックベー

スに変更する必要があり、総務省においては本件

の接続約款変更をただ認可するのではなく、トラ

ヒックおよび法令の規定に見合った「増設基準」

への変更をすべきです。また、トラフィック計測

は業界標準の 5 分おきにすべきです。(ここでい

う 5 分計測とは、5 分間にインタフェースで送信

及び受信した総データ量を時間で割ったもので、

これを 1 時間に 12 回行うことを指します。）

(JAIPA) 
今回の接続約款変更案のうち，PPPoE 方式の

NTE に関する部分は，NTT 東日本が C-20 型，

C-50型NTEについて行政指導を受けたことが端

緒と思われますが，今回 NTT 東西は，接続約款

を変更することで NTE の増設費用を ISP 事業者

に転嫁しようとしている状況です． 
そもそも NTT 東西は，円滑なインターネット利

用が可能な程度の台数の NTE を用意する必要が

あるのですから，現状の問題は「増設基準」がト

ラヒックの増加に追い付いていないことに結局

行きつくものです．NTT 東西は従来から「利用者

料金がユーザ数単位であるので，セッション数ベ

ースが妥当である」と主張していますが，利用者

料金がユーザ数単位なのは ISP 事業者も同じで

あり，その中からバックボーンや通信機器のコス

ト削減を行い，回線容量の増強に努めているので

す．よって NTT 東西は直ちに「増設基準」をト

ラヒックベースに変更する必要があります．総務

省においては，本件接続約款変更をただ認可する

のではなく，トラヒックおよび接続約款の規定に

見合った増設が可能になるよう，引き続き注視く

ださるようお願いします．(EditNet) 

も同様です。その中で ISP 事業者やコンテンツ事

業者は、定額制の料金の中で、トラヒックに応じ

てバックボーンの増強などを行っているのであ

り、NTT 東西殿だけがいまだにセッション数(ユ
ーザ数)での増設の立場を取っています。トラヒッ

クの計測方法を含めて、業界の常識に見合ったト

ラヒックベースでの設備増強を行うべきです。 

JAIPA も従来から主張していますが、NGN の利

用が拡大するにつれてインターネット以外(優先

転送や電話サービス等)接続事業者にとっては県

間区間伝送機能の利用が事実上必須になってい

ることから、これも第一種指定電気通信設備に組

み入れるか、第一種指定電気通信設備と同等の規

律を設けることが必要です。(JAIPA) 

  JAIPA 殿および EditNet 殿の意見に賛同しま

す。IPoE 方式において県間区間伝送機能は事実

上必須の機能であり、その料金が低廉化すること

で、地域の ISP 等にとって NGN への参入ハード

ルが低くなり、多様な強みを持った ISP の参入が

促されます。また、県間伝送路設備区間において

も競争が促進されます。 



 

当社の所属団体である JAIPA もかねて主張して

いますが，NGN の利用が拡大するにつれて，県

間区間伝送機能の利用が事実上必須になってき

ていることから，県間区間の接続料制度について

も，第一種指定電気通信設備として扱うか，これ

と同等の規律を適用することが必要と考えます． 
例えば，IPoE 接続に参入するためには，事実上県

間区間伝送機能を利用することが必須になって

いますが，この接続料は高額で，当社のような地

域 ISP が利用することは困難ですし，IPoE 接続

を考える上でのハードルの 1 つになっています．

県間区間伝送機能の接続料が妥当な水準に引き

下げられ，同時にコストドライバもスモールスタ

ートが容易なものになれば，当社も利用を検討す

ることが可能になってきます．現状より多くの

ISP 事業者が市場に参入（市場の地理的範囲を拡

大）することは，競争の促進にもつながると考え

ます．（EditNet） 
そもそも、NTT 東日本は法令および接続約款の規

定に反して、C 型と全く同一の装置である C-20
型および C-50 型の網改造料を、C 型よりも高く

設定して接続事業者から取得していたことが問

題になったのであって、違法状態を合法にするた

めに後から接続約款を変更することは、明らかに

妥当性を欠いています。NGN の設備は NTT 東西

が利用者から回収する料金でまかない、ISP 事業

者は NTE のインタフェース部分から ISP 側区間 
を負担するというルールを一方的に変更し、強い

ることは、消費者に対するサービス区間を一方的

に変更することであり、かつ接続事業者に対する

NTT 東西の優越的地位の濫用に他ならないため

反対します。（JAIPA） 
そもそも，NTT 東日本は法令および接続約款の規

定に違反して，C 型と全く同一の装置である C-20
型および C-50 型 NTE の網改造料を，C 型より

高く設定して接続事業者から取得していたこと

が問題となったのですから，後から接続約款を変

更して違法状態を合法にすることは，妥当ではあ

りません．これが前例になってしまうと，接続約

款によらないメニューを提供し，それを既成事実

化させることで後から認可申請をすることがで

きることになってしまい，接続制度と相容れない

結果になってしまいます．この点からも認可に反

対します．(EditNet) 

 JAIPA 殿および EditNet 殿の意見に賛同しま

す。NTT 東日本殿は法令および接続約款の規定に

違反して、C 型 NTE と全く同一の装置である C-
20 型 NTE および C-50 型 NTE の網改造料を不

当に高く設定して、それを長年にわたり接続事業

者から徴収していたことが問題であるとして行

政指導を受けたものであり、早急に C-20 型等の

NTE は、現行の接続約款に適合させる形で、C 型

と同額の接続料により提供されるべきです。 
 
NTE は NTT 東西殿によって設置基準・増設基

準等が定められ、NTT 東西殿によって保守運用さ

れ、そして NTT 東西殿によって NTT 東西殿の網

の中に設置される装置です。適切な認可のプロセ

スを踏んで実施され、公平かつ適正な接続環境が

維持される必要があるところ、総務省殿におかれ

ても十分に監督していただきたいと考えます。 
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該当箇所 意見 
網終端装置の増設基準について、今後も一段

の見直しをしていただけるよう希望すると

ころではありますが、品質と掛けられる費用

に応じて料金が変動するメニューを用意す

るという考え方は一定の合理性が認められ

ることから、C-X 型が今後も提供されるよう

希望いたします。（フリービット） 
IPoE 方式とは異なり PPPoE では各県単位

の POI で接続できることから、その接続に

おいてこうしたメニューの選択肢が存在す

ることは、事業者にとって有益であり、仮に

本メニューのような選択肢がなくなれば、増

加し続けるトラヒックへの柔軟な対応が困

難になるおそれがあり、円滑なインターネッ

ト接続に支障をきたしかねないと考えます。 
便益とコストとのバランスに応じて料金が

変動するとの考え方は合理性があることか

ら、これまでと同様の接続条件で X 型が継続

して提供されるよう、適切に接続約款の規定

がなされることを希望します。（NGN IPoE
協議会） 
現行メニューのラインナップにおける C-20
型等は ISP 事業者にとって喫緊の課題であ

る近年のトラフィック増大による輻輳問題

を解決する選択肢の一つであり、当該メニュ

ーを利用できなくなることはエンドユーザ

ー品質の低下を引き起こす懸念があるため

現在と同じ条件での継続を希望します。 
弊社は、トラフィック増大は ISP 事業者にと

って重要かつ継続的な課題であり、今後も

NTT 東西殿と ISP 事業者との間で具体的な

対策や抜本的な方向性を継続的に協議する

ことが必要だと認識しています。その際には

喫緊の課題への対応との両立を目指すべき

であり、現存の効果的な選択肢を排除するこ

C-20 型等の NTE の提供を継続してほし

いという点については、フリービット、NGN 
IPoE 協議会、朝日ネット各社の意見に賛同

します。 
C-20 型は C 型と同一の装置であることか

ら、法令および接続約款の規定に基づき、

C-20 型等の網改造料は C 型と同額であるべ

きです。 



とはエンドユーザー保護の観点からも避け

ることが望ましいと考えます。(朝日ネット) 
本改定では、第一種指定電気通信設備である

NGN 中の網終端装置メニューに関し、C-20
型等(※２)について補完的な機能と位置づ

け、平成 32（2020）年 6 月末日まで、接続

申込み及び接続用設備の設置の申込みの受

付を実施するものとする、としています。 
現状、当社では、トラヒックの混雑状況、増

設基準及び網改造料の水準等も踏まえて、

C-20 型等のメニューを有効に活用している

ことから、接続申込及び接続用設備の設置申

込みの受付停止後も、C-20 型等と同等の品

質メニュー・網改造料負担である代替メニュ

ーの提供や、時代の流れ（一契約当たりのイ

ンターネットトラヒックの増加）に見合った

新たなメニューの提供、既存メニューの増設

基準の緩和等が行われることを要望いたし

ます。（KDDI） 

 今後も C-20 型等と同等の品質メニューで

ある代替メニューの提供、時代の流れに見合

った新たなメニューの提供が必要であると

いう点については、KDDI の意見に賛同しま

す。 
 NTE の費用負担については、あくまでも

現行の 53 欄(東日本)51 欄(西日本)ア欄、す

なわち ISP に接続するインタフェース部分

のみを ISP 事業者が負担するルールを維持

すべきです。また、C-20 型は C 型と同じ装

置であるため、C-20 型の網改造料は C 型と

同額にすべきです。 
 そもそも、C-20 型は C 型と別々の ISP 識

別子を設定できるわけではないため、ユーザ

をクラス分けして別料金で高品質のサービ

スを提供する目的で使うこともできません。

（この利用方法は、2017 年～2018 年の D
型 NTE をめぐる議論の中で、JAIPA や一部

の ISP が指摘したことにより可能になった

ものです。） 
 このため、C-20 型は特別なサービスのた

めの選択肢として使われていることはなく、

本来のサービス水準として一般的な利用者

が求めている水準を維持するために使われ

ているということができます。C-20 型 NTE
の利用者は、まさに標準的な利用者なのです

から、そのサービスのために C-20 型のよう

な、本来の費用負担区分と異なる NTE が多

数必要になっている状況は、一般消費者の求

めるサービスレベルに NTT 東西が十分な台

数の NTE の増設に応じていないことを示し

ているといえます。 
 NTT 東日本が総務省に報告したところに

よると、2018 年 3 月現在、C-20 型等の NTE



を使っている事業者は 48 社のうち 18 社、

NTE の台数ベースでも全体の 3 割とのこと

であり（平成 30 年（2018 年）4 月 5 日付け

総合通信基盤局長あて回答文書・東相制第

18-00002 号）、このことは一般のサービスを

提供するために、特殊な NTE が多数使われ

ていることを意味しており、異常な状況であ

ることから NTT 東西は直ちに、既存 NTE
の増設基準の変更(セッションベースからト

ラヒックベース増設基準への変更)や時代の

流れに見合った新メニューの提供（10Gbps
の NTE など）などを行い、本来の費用負担

の区分を変えずに利用者が困らない程度の

NTE の増設環境にしていくべきです。 
ISP 事業者が NTE のインタフェース部分に

あたる費用を負担し，残りは NTT 東西が負

担することは従来から変わらないルールで

すが，ここに「相当」の文言を入れることで，

C-20 型や C-50 型のような，本来の費用負担

のルールから外れる網改造料の設定が行わ

れることになれば本末転倒です． 
少なくとも，同じ機器であれば同じ接続料と

なる現在の制度は維持すべきで，ここに利用

者数に応じて利用部門との配賦割合を変え

ることが可能と読めるような規定を設ける

べきではありません． 
現行の NTE では，インタフェースパッケー

ジが本体と一体になっていることが本改定

の理由と思いますが，それは機種によって異

なるものですし，設備と機能は従来から必ず

しも一致するものではないので，現在の規定

のまま，引き続き公正妥当な配賦をすること

で十分です． 
NGN の設備は NTT 東西が利用者から回収

する料金でまかない，ISP 事業者は NTE の

インタフェース部分からユーザ側の区間の

賛同します。NTT 東西が従来から、十分

な台数の NTE の増設に応じず、D 型 NTE
や C-20 型 NTE のような方法で ISP 事業者

に費用負担の付け回しを行ってきたことか

らすれば、今後も消費者に対するサービス区

間を一方的に変更する懸念があることから

それを明確に解消されるべきです。 



費用を負担するというルールを一方的に変

更するようなことは，NTT 東西による優越

的地位の濫用に他ならないため反対です．

（EditNet） 
 
C-20 型および C-50 型を「補完的機能と位置

付け」，当面提供するという点についても，

本来，PPPoE 方式の NTE が従来の「増設基

準」で最低限のサービスを提供できていない

という問題を放置するものです．PPPoE 方

式の NTE は，NTT 東西の負担で円滑なイン

ターネット利用を可能にする程度に用意し

ていただく必要があるため（総務省からの行

政指導等も踏まえて規定された接続約款 25
条 1 項 5 号），NTT 東西がこれを遵守してい

れば，接続事業者は本来，C-20 型のような

NTE を使う必要がないはずです．最低限の

サービスを提供するために C-20 型を設置す

ることが実質的に必須となる状況からすれ

ば，先の行政指導を受けてまずすべきこと

は，C 型全般の「増設基準」を C-20 型と同

一のものにそろえ，C 型の接続料で接続事業

者との接続に応じることではないかと考え

ます． 
よって本件の認可には反対します．総務省に

は，C 型の接続料（インタフェース部分に対

応する費用）を ISP 事業者が負担すること

で，ユーザの円滑なインターネット利用のた

めに必要な台数の NTE を設置できるよう

に，NTT 東西を指導していくようお願いし

ます．（EditNet） 

賛同します。 
C-20 型や C-50 型 NTE は、一部のユーザ

をクラス分けして高品質なサービスを別料

金で提供するような使い方ができないため、

平均的なユーザへのサービスのために NTT
東西が用意する NTE の台数が足りず、その

回避策として東日本エリアでやむを得ず利

用されているにすぎません。 
NTT 東日本が総務省に報告したところに

よると、2018 年 3 月現在、C-20 型等の NTE
を使っている事業者は 48 社のうち 18 社、

NTE の台数ベースでも全体の 3 割とのこと

であり（平成 30 年（2018 年）4 月 5 日付け

総合通信基盤局長あて回答文書・東相制第

18-00002 号）、このことは一般的なサービス

を提供するために、特殊な NTE が多数使わ

れていることを示しています。NTT 東西は

直ちに、自らの設備コストを ISP に押し付

けることなく、本来の費用負担の区分を変え

ずに既存 NTE の増設基準を見直し、消費者

へ安定的なサービスの提供をすべきです。 
 

本来 PPPoE 方式の NTE は，NTT 東西の負

担で円滑なインターネット利用を可能にす

る程度に用意していただく必要があるにも

かかわらず，現状の「増設基準」はトラヒッ

クの増加の現状に全く追いついておらず，当

賛同します。NTE の増設問題がおよそ解

決していないのに、経過措置の対象となる D
型 NTE の対象を限定し、さらに「3 か月以

内」に区切ることに合理的理由はありませ

ん。 



社や所属団体の JAIPA もかねてから主張し

ている通り，引き続きセッション数の引き下

げや，トラヒックベースへの移行が必要で

す． 
「増設基準」は今後も，円滑なインターネッ

ト利用が可能な水準，すなわち本来の水準に

是正されるはずのものですから，D 型 NTE
（料金表 網改造料 53 欄ウ欄(東日本) 51 欄

ウ欄(西日本)に規定する NTE をいいます．）

を他のNTEに変更できる経過措置を平成30
年（2018 年）5 月 31 日時点で設置されてい

る D 型 NTE に限り，さらに「今回の接続約

款変更から 3 か月以内」とするのは不当ない

し不十分です．少なくとも今回の増設基準の

問題が最終的に決着してから一定の期間を

経過するまでは，すべての D 型 NTE につい

てその他の NTE への変更を認めるべきと考

えます． 
よって，「平成 30 年５月 31 日までに申込み

があったＩＰ通信網終端装置」との限定をな

くすとともに，「本規定の適用日から３ヶ月

を経過する日までに協定事業者が申し出た

場合」についても，当面の間の経過措置とす

べきです．（EditNet） 
今回の接続約款変更案のうち，PPPoE 方式

のNTEに関する部分は，NTT 東日本がC-20
型，C-50 型 NTE について行政指導を受けた

ことが端緒と思われますが，今回 NTT 東西

は，接続約款を変更することで NTE の増設

費用を ISP 事業者に転嫁しようとしている

状況です． 
そもそも NTT 東西は，円滑なインターネッ

ト利用が可能な程度の台数の NTE を用意す

る必要があるのですから，現状の問題は「増

設基準」がトラヒックの増加に追い付いてい

ないことに結局行きつくものです．NTT 東

賛同します。 
利用者料金がユーザ単位料金であるのは、

NTT 東西に限らず ISP 事業者も同じです。

その中で ISP 事業者やコンテンツ事業者は、

定額制の料金の中で、トラヒックに応じてバ

ックボーンの増強などを行っているのであ

り、NTT 東西だけがいまだにセッション数

(ユーザ数)での増設の立場を取っています。

トラヒックの計測方法を含めて、業界の常識

に見合ったトラヒックベースでの設備増強

を行うべきです。 



西は従来から「利用者料金がユーザ数単位で

あるので，セッション数ベースが妥当であ

る」と主張していますが，利用者料金がユー

ザ数単位なのは ISP 事業者も同じであり，そ

の中からバックボーンや通信機器のコスト

削減を行い，回線容量の増強に努めているの

です．よって NTT 東西は直ちに「増設基準」

をトラヒックベースに変更する必要があり

ます．総務省においては，本件接続約款変更

をただ認可するのではなく，トラヒックおよ

び接続約款の規定に見合った増設が可能に

なるよう，引き続き注視くださるようお願い

します．(EditNet) 
当社の所属団体である JAIPA もかねて主張

していますが，NGN の利用が拡大するにつ

れて，県間区間伝送機能の利用が事実上必須

になってきていることから，県間区間の接続

料制度についても，第一種指定電気通信設備

として扱うか，これと同等の規律を適用する

ことが必要と考えます． 
例えば，IPoE 接続に参入するためには，事

実上県間区間伝送機能を利用することが必

須になっていますが，この接続料は高額で，

当社のような地域 ISP が利用することは困

難ですし，IPoE 接続を考える上でのハード

ルの 1 つになっています．県間区間伝送機能

の接続料が妥当な水準に引き下げられ，同時

にコストドライバもスモールスタートが容

易なものになれば，当社も利用を検討するこ

とが可能になってきます．現状より多くの

ISP 事業者が市場に参入（市場の地理的範囲

を拡大）することは，競争の促進にもつなが

ると考えます．（EditNet） 

 賛同します。IPoE 方式において県間区間

伝送機能は事実上必須の機能であり、その料

金が低廉化することで、地域 ISP にとって

も NGN への参入ハードルが低くなり、多様

な強みを持った ISP の参入が促されること

になります。 

そもそも，NTT 東日本は法令および接続約

款の規定に違反して，C 型と全く同一の装置

である C-20 型および C-50 型 NTE の網改造

 賛同します。接続制度は法令や接続約款に

基づき、適切な認可のプロセスを踏んで実施

される必要があるところ、接続約款の規定に



 

料を，C 型より高く設定して接続事業者から

取得していたことが問題となったのですか

ら，後から接続約款を変更して違法状態を合

法にすることは，妥当ではありません．これ

が前例になってしまうと，接続約款によらな

いメニューを提供し，それを既成事実化させ

ることで後から認可申請をすることができ

ることになってしまい，接続制度と相容れな

い結果になってしまいます．この点からも認

可に反対します．(EditNet) 

反する接続形態を導入し、それを既成事実に

して後から接続約款を規定することが可能

になってしまうと、接続制度の公正性への影

響が計り知れません。 
 C-20 型等の NTE は、現行の接続約款に適

合させる形で、C 型と同額の接続料により提

供すべきです。 
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（別紙） 
該当箇所 意見 

網終端装置の増設基準について、今後も一段の見

直しをしていただけるよう希望するところではあ

りますが、品質と掛けられる費用に応じて料金が

変動するメニューを用意するという考え方は一定

の合理性が認められることから、C-X 型が今後も

提供されるよう希望いたします。（フリービット） 
IPoE 方式とは異なりPPPoE では各県単位のPOI
で接続できることから、その接続においてこうし

たメニューの選択肢が存在することは、事業者に

とって有益であり、仮に本メニューのような選択

肢がなくなれば、増加し続けるトラヒックへの柔

軟な対応が困難になるおそれがあり、円滑なイン

ターネット接続に支障をきたしかねないと考えま

す。 
便益とコストとのバランスに応じて料金が変動す

るとの考え方は合理性があることから、これまで

と同様の接続条件で X 型が継続して提供されるよ

う、適切に接続約款の規定がなされることを希望

します。（NGN IPoE 協議会） 
現行メニューのラインナップにおける C-20 型等

は ISP 事業者にとって喫緊の課題である近年のト

ラフィック増大による輻輳問題を解決する選択肢

の一つであり、当該メニューを利用できなくなる

ことはエンドユーザー品質の低下を引き起こす懸

念があるため現在と同じ条件での継続を希望しま

す。 
弊社は、トラフィック増大は ISP 事業者にとって

重要かつ継続的な課題であり、今後も NTT 東西殿

と ISP 事業者との間で具体的な対策や抜本的な方

向性を継続的に協議することが必要だと認識して

います。その際には喫緊の課題への対応との両立

を目指すべきであり、現存の効果的な選択肢を排

除することはエンドユーザー保護の観点からも避

けることが望ましいと考えます。(朝日ネット) 

C-20 型等の NTE の継続提供を希望する点につい

ては、既存のユーザへの影響を最小限にする観点

からも必要であり、フリービット殿、NGN IPoE
協議会殿、朝日ネット殿各者の意見に賛同いたし

ます。しかしながら、C-20 型 NTE は C 型 NTE
と同一の装置(同一原価)であることから、法令の定

めの通り、C-20 型の網改造料は直ちに C 型と同一

となるべきです。 

本改定では、第一種指定電気通信設備である NGN
中の網終端装置メニューに関し、C-20 型等(※２)
について補完的な機能と位置づけ、平成 32（2020）
年 6 月末日まで、接続申込み及び接続用設備の設

「C-20 型等と同等の品質メニューの提供」「トラ

ヒックの増加に見合った新たなメニューの提供」

「増設基準の緩和等が行われることを要望」とい

った KDDI 殿の意見に賛同します。NTE は NTT



置の申込みの受付を実施するものとする、として

います。 
現状、当社では、トラヒックの混雑状況、増設基

準及び網改造料の水準等も踏まえて、C-20 型等の

メニューを有効に活用していることから、接続申

込及び接続用設備の設置申込みの受付停止後も、

C-20 型等と同等の品質メニュー・網改造料負担で

ある代替メニューの提供や、時代の流れ（一契約

当たりのインターネットトラヒックの増加）に見

合った新たなメニューの提供、既存メニューの増

設基準の緩和等が行われることを要望いたしま

す。（KDDI） 

東西殿によって設置基準・増設基準等が定められ、

NTT 東西殿によって保守運用され、そして NTT
東西殿によって NTT 東西殿の網の中に設置され

る装置です。問題の本質は、利用者トラヒックが

増加しているにもかかわらず、NTT 東西殿は自ら

の装置である NTE の増設を適切に行わずこれを

輻輳させ、さらにユーザクレームで困窮してきた

ISP に「ISP から要望」として NTE を ISP の負

担とさせるような仕組みに切り替えてきているこ

とです。NTT 東西殿は「収入は加入者ベースだか

ら加入者ベースで増設基準を設定している」と主

張していますが、携帯電話事業者や ISP、Yahoo!
や YouTube、Netflix などのコンテンツ事業者、ク

ラウド事業者に至るまで、自らのサービス収入が

加入者単位であるか否かにかかわらず、設備の増

設はトラヒックベースで行っています。トラヒッ

クベースでの増設はネットワークサービスの品質

の維持のためには極めて常識的な考え方です。 
NTT 東西殿が設置する NTE の輻輳によってこ

れまで多くのユーザクレームが発生しています。

そのクレームで困窮した ISP の声を、NTT 東西殿

は「ISP からの要望」と解釈し、ISP の費用負担

としました。これは本来提供されるべき標準的な

品質を考慮していないことに大きな原因がありま

す。ユーザのクレームは優位的サービス(オプショ

ン的サービス)を求めたものではなく、あくまで標

準的に想定される品質を満たしていないことによ

る苦情です。 
 オプションサービスの提供などについて必ずし

も否定されるものではありませんが、標準的機能

や性能が定義されたあとに、それを上回るものに

対してオプションと定義されるものであり、まず

は標準的機能・性能を満たすことが必要です。 
 現在も数多くのユーザが不満を持っており、イ

ンターネット上のユーザの声だけでなく一般紙や

雑誌などでも日本のブロードバンド品質の劣化が

報道されている昨今、NTT 東西殿は増設基準のセ

ッション数を緩和して対応を行っていると主張し

ています。しかしトラヒックが増加する今日では

問題の根本的解決にはなりません。解決には費用



負担を変更することなく(NTT 東西殿が所有する

装置の負担を ISP に押し付けることなく)、NTE
の増設基準をトラヒックベースに変更することが

必要です。 
ここに「相当」の文言を入れることで、C-20 型や

C-50 型のような、従来からの費用負担のルールか

ら逸脱する網改造料の設定が行われることになれ

ば本末転倒です。少なくとも、同じ機器について

は同じ接続料となる現在の制度は維持すべきで、

ここに利用者数に応じて利用部門との配賦割合を

変えることが可能になるような規定を設けるべき

ではありません。現在の規定のまま、引き続き公

正妥当な配賦をするべきです。 NGN の設備は

NTT 東西が利用者から回収する料金でまかない、

ISP 事業者は NTE のインタフェース部分からユ

ーザ側の区間を負担するというルールを一方的に

変更し、強いることは、消費者に対するサービス

区間を一方的に変更することであり、かつ接続事

業者に対する NTT 東西の優越的地位の乱用に他

ならないため反対します。（JAIPA） 
ISP 事業者が NTE のインタフェース部分にあた

る費用を負担し，残りは NTT 東西が負担すること

は従来から変わらないルールですが，ここに「相

当」の文言を入れることで，C-20 型や C-50 型の

ような，本来の費用負担のルールから外れる網改

造料の設定が行われることになれば本末転倒で

す． 
少なくとも，同じ機器であれば同じ接続料となる

現在の制度は維持すべきで，ここに利用者数に応

じて利用部門との配賦割合を変えることが可能と

読めるような規定を設けるべきではありません． 
現行の NTE では，インタフェースパッケージが

本体と一体になっていることが本改定の理由と思

いますが，それは機種によって異なるものですし，

設備と機能は従来から必ずしも一致するものでは

ないので，現在の規定のまま，引き続き公正妥当

な配賦をすることで十分です． 
NGN の設備はNTT 東西が利用者から回収する料

金でまかない，ISP 事業者は NTE のインタフェー

ス部分からユーザ側の区間の費用を負担するとい

JAIPA殿、EditNet殿の意見に賛同します。NTT
東西殿が必要な NTE の増設に応じず、D 型 NTE
やC-20型NTEのような方法で ISP事業者に費用

負担の付け回しを行ってきた経緯を踏まえれば、

今後も消費者に対するサービス区間や標準的品質

の考え方を一方的に変更してくる可能性がありま

す。総務省殿におかれては上記のように NTT 東西

殿のコストを接続事業者が負担させられることが

ないよう、接続で提供される標準的品質の維持も

含め十分に監督していただくことを要望します。 



うルールを一方的に変更するようなことは，NTT
東西による優越的地位の濫用に他ならないため反

対です．（EditNet） 
 
C-20 型および C-50 型を「補完的機能と位置付

け」、当面提供するという点についても、本来、

PPPoE の NTE が従来の増設基準で最低限のサー

ビスを提供できていないという問題を放置するも

のです。PPPoE の NTE は、NTT 東西の負担で円

滑なインターネット利用を可能にする程度に用意

していただく必要があるため、接続事業者は本来

C-20 型のような NTE を使う必要性がないはずで

す。C-20 型を設置している接続事業者が、最低限

のサービスを提供するためにやむを得ず追加負担

を受け入れている現状からすれば、今回の総務省

の行政指導を受けてなすべきことは、まず C 型全

般の「増設基準」を C-20 と同一のものに揃え、C
型の接続料で接続事業者との接続に応じることで

あると考えます。（JAIPA） 
C-20 型および C-50 型を「補完的機能と位置付

け」，当面提供するという点についても，本来，

PPPoE 方式の NTE が従来の「増設基準」で最低

限のサービスを提供できていないという問題を放

置するものです．PPPoE 方式の NTE は，NTT 東

西の負担で円滑なインターネット利用を可能にす

る程度に用意していただく必要があるため（総務

省からの行政指導等も踏まえて規定された接続約

款 25 条 1 項 5 号），NTT 東西がこれを遵守してい

れば，接続事業者は本来，C-20 型のような NTE
を使う必要がないはずです．最低限のサービスを

提供するために C-20 型を設置することが実質的

に必須となる状況からすれば，先の行政指導を受

けてまずすべきことは，C 型全般の「増設基準」

を C-20 型と同一のものにそろえ，C 型の接続料で

接続事業者との接続に応じることではないかと考

えます． 
よって本件の認可には反対します．総務省には，

C 型の接続料（インタフェース部分に対応する費

用）を ISP 事業者が負担することで，ユーザの円

滑なインターネット利用のために必要な台数の

EditNet 殿の意見に賛同します。 
C-20 型や C-50 型 NTE は、ISP が原価を越え

たコストを負担することで維持してきた NTE で

す。 
NTT 東日本殿が総務省に報告したところによ

ると、C-20 型等の NTE を使っている事業者は 48
社のうち 18 社、NTE の台数ベースでも全体の 3
割を締めており（平成 30 年（2018 年）4 月 5 日

付け総合通信基盤局長あて回答文書・東相制第

18-00002 号）、このことは標準的なサービスを提

供するために、多数の特殊な NTE が使われてき

ていることを示しており、いかに現在の NTE 増

設基準が実態と乖離したものであるか明らかで

す。 



NTE を設置できるように，NTT 東西を指導して

いくようお願いします．（EditNet） 
本来 PPPoE の NTE は、NTT 東西の負担で円滑

なインターネット利用を可能にする程度に用意し

ていただく必要があるにもかかわらず、現状の「増

設基準」はトラヒックの増加の現状に全く追いつ

いておらず、引き続き引き下げや、トラヒックベ

ースへの移行が必要です。「増設基準」は今後も、

円滑なインターネット利用 が可能な必要な水準、

つまり本来の水準に是正されるべきものですか

ら、D 型 NTE を他の NTE に変更できる経過措置

を「今回の接続約款変更から 3 か月以内」とする

のは不当ないし不十分であり、少なくとも「増設

基準」が最終的に決着して一定期間を経過するま

では、引き続き変更を認めるべきです。(JAIPA) 
本来 PPPoE 方式の NTE は，NTT 東西の負担で

円滑なインターネット利用を可能にする程度に用

意していただく必要があるにもかかわらず，現状

の「増設基準」はトラヒックの増加の現状に全く

追いついておらず，当社や所属団体の JAIPA もか

ねてから主張している通り，引き続きセッション

数の引き下げや，トラヒックベースへの移行が必

要です． 
「増設基準」は今後も，円滑なインターネット利

用が可能な水準，すなわち本来の水準に是正され

るはずのものですから，D 型 NTE（料金表 網改

造料 53 欄ウ欄(東日本) 51 欄ウ欄(西日本)に規定

する NTE をいいます．）を他の NTE に変更でき

る経過措置を平成 30 年（2018 年）5 月 31 日時点

で設置されている D 型 NTE に限り，さらに「今

回の接続約款変更から 3 か月以内」とするのは不

当ないし不十分です．少なくとも今回の増設基準

の問題が最終的に決着してから一定の期間を経過

するまでは，すべての D 型 NTE についてその他

の NTE への変更を認めるべきと考えます． 
よって，「平成 30 年５月 31 日までに申込みがあ

ったＩＰ通信網終端装置」との限定をなくすとと

もに，「本規定の適用日から３ヶ月を経過する日ま

でに協定事業者が申し出た場合」についても，当

面の間の経過措置とすべきです．（EditNet） 

JAIPA 殿および EditNet 殿の意見に賛同します。

NTE 増設基準の問題が解決していないのに、経過

措置の対象となる D 型 NTE の対象を限定し、さ

らに「3 か月以内」に区切ることに合理的な理由

はありません。 



今回の接続約款変更案のうち、PPPoE の NTE に

関する部分の変更は、NTT 東日本が C-20 型、C-50
型 NTE についての行政指導を受けたことが端緒

と思われますが、今回 NTT 東西は、接続約款を変

更することで NTE の増設費用を ISP 事業者に転

嫁しようとしている状況です。そもそも NTT 東西

は、円滑なインターネット利用が可能な程度の

NTE を用意する必要があるのですから、現状の問

題は「増設基準」がトラヒックの増加に追い付い

ていないことに結局行きつくものです。NTT 東西

は総務省の接続料の算定に関する研究会の席上で

「利用者料金がユーザ単位料金であるのでセッシ

ョンベース基準が妥当である」と主張しています

が、ISP や Youtube, Google, Yahoo など、ユーザ

単位で課金しながらもトラヒックベースで増設し

ていることから、NTT 東西の主張は業界の常識に

照らして合理性がありません。よって、NTT 東西

は「増設基準」を直ちにトラヒックベースに変更

する必要があり、総務省においては本件の接続約

款変更をただ認可するのではなく、トラヒックお

よび法令の規定に見合った「増設基準」への変更

をすべきです。また、トラフィック計測は業界標

準の 5 分おきにすべきです。(ここでいう 5 分計測

とは、5 分間にインタフェースで送信及び受信し

た総データ量を時間で割ったもので、これを 1 時

間に 12 回行うことを指します。）(JAIPA) 
今回の接続約款変更案のうち，PPPoE 方式の

NTE に関する部分は，NTT 東日本が C-20 型，

C-50 型 NTE について行政指導を受けたことが端

緒と思われますが，今回 NTT 東西は，接続約款を

変更することで NTE の増設費用を ISP 事業者に

転嫁しようとしている状況です． 
そもそも NTT 東西は，円滑なインターネット利用

が可能な程度の台数の NTE を用意する必要があ

るのですから，現状の問題は「増設基準」がトラ

ヒックの増加に追い付いていないことに結局行き

つくものです．NTT 東西は従来から「利用者料金

がユーザ数単位であるので，セッション数ベース

が妥当である」と主張していますが，利用者料金

がユーザ数単位なのは ISP 事業者も同じであり，

JAIPA 殿および EditNet 殿の意見に賛同しま

す。利用者料金がユーザ単位料金であるのは、NTT
東西殿に限らず ISP 事業者やその他事業者も同様

です。その中で ISP 事業者やコンテンツ事業者は、

定額制の料金の中で、トラヒックに応じてバック

ボーンの増強などを行っているのであり、NTT 東

西殿だけがいまだにセッション数(ユーザ数)での

増設の立場を取っています。トラヒックの計測方

法を含めて、業界の常識に見合ったトラヒックベ

ースでの設備増強を行うべきです。 



その中からバックボーンや通信機器のコスト削減

を行い，回線容量の増強に努めているのです．よ

って NTT 東西は直ちに「増設基準」をトラヒック

ベースに変更する必要があります．総務省におい

ては，本件接続約款変更をただ認可するのではな

く，トラヒックおよび接続約款の規定に見合った

増設が可能になるよう，引き続き注視くださるよ

うお願いします．(EditNet) 
JAIPA も従来から主張していますが、NGN の利

用が拡大するにつれてインターネット以外(優先

転送や電話サービス等)接続事業者にとっては県

間区間伝送機能の利用が事実上必須になっている

ことから、これも第一種指定電気通信設備に組み

入れるか、第一種指定電気通信設備と同等の規律

を設けることが必要です。(JAIPA) 
当社の所属団体である JAIPA もかねて主張して

いますが，NGN の利用が拡大するにつれて，県間

区間伝送機能の利用が事実上必須になってきてい

ることから，県間区間の接続料制度についても，

第一種指定電気通信設備として扱うか，これと同

等の規律を適用することが必要と考えます． 
例えば，IPoE 接続に参入するためには，事実上県

間区間伝送機能を利用することが必須になってい

ますが，この接続料は高額で，当社のような地域

ISP が利用することは困難ですし，IPoE 接続を考

える上でのハードルの 1 つになっています．県間

区間伝送機能の接続料が妥当な水準に引き下げら

れ，同時にコストドライバもスモールスタートが

容易なものになれば，当社も利用を検討すること

が可能になってきます．現状より多くの ISP 事業

者が市場に参入（市場の地理的範囲を拡大）する

ことは，競争の促進にもつながると考えます．

（EditNet） 

  JAIPA 殿および EditNet 殿の意見に賛同しま

す。IPoE 方式において県間区間伝送機能は事実上

必須の機能であり、その料金が低廉化することで、

地域の ISP 等にとって NGN への参入ハードルが

低くなり、多様な強みを持った ISP の参入が促さ

れます。また、県間伝送路設備区間においても競

争が促進されます。 

そもそも、NTT 東日本は法令および接続約款の規

定に反して、C 型と全く同一の装置である C-20
型および C-50 型の網改造料を、C 型よりも高く設

定して接続事業者から取得していたことが問題に

なったのであって、違法状態を合法にするために

後から接続約款を変更することは、明らかに妥当

性を欠いています。NGN の設備は NTT 東西が利

 JAIPA 殿および EditNet 殿の意見に賛同しま

す。NTT 東日本殿は法令および接続約款の規定に

違反して、C型NTEと全く同一の装置であるC-20
型 NTE および C-50 型 NTE の網改造料を不当に

高く設定して、それを長年にわたり接続事業者か

ら徴収していたことが問題であるとして行政指導

を受けたものであり、早急に C-20 型等の NTE



用者から回収する料金でまかない、ISP 事業者は

NTE のインタフェース部分から ISP 側区間 を負

担するというルールを一方的に変更し、強いるこ

とは、消費者に対するサービス区間を一方的に変

更することであり、かつ接続事業者に対する NTT
東西の優越的地位の濫用に他ならないため反対し

ます。（JAIPA） 
そもそも，NTT 東日本は法令および接続約款の規

定に違反して，C 型と全く同一の装置である C-20
型および C-50 型 NTE の網改造料を，C 型より高

く設定して接続事業者から取得していたことが問

題となったのですから，後から接続約款を変更し

て違法状態を合法にすることは，妥当ではありま

せん．これが前例になってしまうと，接続約款に

よらないメニューを提供し，それを既成事実化さ

せることで後から認可申請をすることができるこ

とになってしまい，接続制度と相容れない結果に

なってしまいます．この点からも認可に反対しま

す．(EditNet) 

は、現行の接続約款に適合させる形で、C 型と同

額の接続料により提供されるべきです。 
 
NTE は NTT 東西殿によって設置基準・増設基

準等が定められ、NTT 東西殿によって保守運用さ

れ、そして NTT 東西殿によって NTT 東西殿の網

の中に設置される装置です。適切な認可のプロセ

スを踏んで実施され、公平かつ適正な接続環境が

維持される必要があるところ、総務省殿におかれ

ても十分に監督していただきたいと考えます。 
 

 
 
 




